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第 1 章序論

1. 1 研究の背景と目的

人口の増加や人為活動の拡大に伴って加速度的に進む自然資源の減少(図 1 ・ 1 ・ 1) や廃

棄物量の増大(図 1-1 ・ 2) は，今や国際政治の最も重大な課題のーっとなっている.環境

に十分配慮せずに開発すれば，結果的に開発自身が損なわれ 3 開発がなければ必要な投資

ができず 3 環境保護は失敗するという大きなジレンマにわれわれすべてが遭遇しているの

である.これまでの「開発における環境配慮」という比較的受け身の考えでの対応では 3

今日の環境破壊が将来の開発による生産性を損なうなど 3 環境問題が開発を危う くする可

能性を摘むことはできず，このような考え方を修正する必要性から， 1992 年に開催された

地球サミットでリオ宣言ならびに行動計画であるアジェンダ21(Agenda21)が採択された.

このアジェンダ 21 の中で 3 持続可能な発展(Sustainable Development)が基本的テーマ

として使われている.

ブルントラント委員会報告書(1987)1は 3 「持続可能な発展」とは，将来の世代の必要性

を満たす能力を害することなく 3 現在の世代がその必要性を満たすことができるような発

展と定義している.

地球サミットにおいて議論された「持続可能な発展」の概念を受け，これに向けた政策

の基本的方向付けを圏内法として内部化すベく， 1993 年に制度化したものが環境基本法

(Basic Environmental Law) 

である.わが国の経済社会の

あるべき姿とそこへ至る道程，

その際留意すべき事項を第 4

条に規定し，「環境への負荷

の少ない持続的発展が可能な

社会の構築」が標梼されてい

る.

次いで，翌年 12 月には法

に基づく政府施策の大綱であ

る「環境基本計画(The Basic 

Environmental Plan) J が閣

議決定され， r循環J ， r共生 J ，

「参加 J ， í国際的取組」の 4

つの長期的目標が掲げられて

いる.その第一の長期的な目

標としての「循環」は 3 人間

活動に伴う環境への負荷が自

然の物質循環を損なうことが

環境問題の要因であるとの考

O 

-2 
-4 

対 -6
1話 -8
4ニ

同一10
佃 -12

14 

-16 

-18 

アフリカ アジア ラテンアメリカ 開発途上国

図 1 ・ 1 ・ 1 開発途上地域における天然林の年間消失面積
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図 1 ・ 1 ・2 日本の産業廃棄物総排出量の推移3



えに立って，経済社会システムの中で物質循環を確保 して環境への負荷をできる限り少な
;し 3 循環を基調とする経済社会システムを実現しよ う と いう ものである このよう(;自
然ぞ物質循環と経済社会シス テムの中における物質循環の両面から循環をとらえてい る

l 循環」 の目的の一つは 3 フ アクタ -4 4やフ アクター 105などで言われて い るよ共に
単一の企業内部だけではな く ，すべての産業社会を構成 してい る部門が環境への負占をム
減することである・ つ ま り 3 先進社会の資源やエネルギーの使用を低減することと?人為
??の有害物質を徹底し掛化 し管理す る こと に よ っ て 3 環境負荷を低減するこ吋
もう一つの目的は 3 ゼロエミ ッ シヨン (Zero Emission) 6や産業エコロジー(Industrial

Ecology) 7の概念に示されるように，ただ単に産業社会の各セクターでそれぞれ環境負荷
を低減させれはいいのではなく，産業社会自身を産業構造を含めて構造をリサイクル型に
循環構造化することにある.

このような経済社会システムや産業社会を循環を基調としたものに転換するためには 3
経済主体や組織のマネジメントにおいて，環境を対象とし 3 環境と調和した経営を進めて
いく 必要がある・その具体的な手だてが事業所の環境マネジメント (Environmental
Management)になる.

環境との調和を志向した個々の企業の取り組みとしての環境マネジメントは 3 国際標準
化機構(International Organization for Standardization; 1SO) で規格化されている ・ す内
わち 3 肌4001 8では 3 環境マネジメントシステム伽ironment川a叫eme川崎:m
Em)について) r全体的なマネジメントシステムの一部で，環境方針を作成し 3 実元し F
達成し，見直しかっ維持するための 3 組織の体制 F 計画活動 3 責任，慣行，手順 ， プロセ
スおよび資源を含むもの」と定義されている 継続的な環境への負荷低減をめさ℃て 3 自
社の環境保全についての取り組み方針を明らかにするとともに，環境保全努力の効果と成
果を評価し 3 その結果をもとに新しい目標に自主的に取り組むものである.
まず本論文では 3 事業所の環境マネジメントにおける環境負荷低減の取り組みとして，

技術的側面に着目する・後藤9によると，この産業社会を持続可能な社会に構造転換する方
法として，大きくわけて技術的手法，経済的手法，制度的手法の三つの手法がある .
技術的手法は，ハードな技術だけではなく 3 経営技術というようなソフトの技術も含む・

経済的手法は，現在の市場経済で不経済と見なされる環境影響を放置せず ， 環境価値を綜
済に内部化して環境を正当に評価する手法である そして社会制度的手法は ， 制度としL
の法律や社会制度を根本的に変える手法である .

これらの三つの技術的手法，経済的手法，制度的手法を的確に組み合わせて行うことに
よって F 初めて現在の持続不可能な先進国の産業社会を持続可能な方向に転換を図ること
ができる .

さらに 環境マネジメントの情報的側面にも着目し 3 環境パフォーマンス評価
fヶーmen凶 Performance Evaluation; EPE)の枠組みを念頭に置きながら，得られた
工環束現ノハ1 ヌオ一マンスや環境情報(但Env川ironmen川11此t札訓a剖1 1nDおorma抗ti叩on吋1吋)としての環境パフす一 L 
ス指標(但Er川onn汀川lme

標にはマネジメント パ フ オ一マンス指標(仰Ma叫eme凹en凶l此t Perfoωrr百I口nance 1ndica抗仰tωO叱r仁;M町
2 

オペレーショナル・ パフォ

ーマンス指標 (Operational

Performance Indicator; 

OPI)があり 3 オンサイト に

おける環境負荷低減への取

り組みのなかで活用される.

環境パフォーマンス評価

を推進する際に，まず問題

の設定段階でマクロに環境

の全体像を把握するために

環境パフォーマンス指標を

選定し，次に設定した問題

についてさらに詳細な情報

を収集する.これを自らの

設定した分析・評価の枠組

従来の産業社会

環境マネジメント -D-

3Pアプローチ

技術的側面 く7
持続可能な産業社会

情報的側面

図 1 ・ 1 ・2 持続可能な産業社会への転換と本論文の位置づけ

みに当てはめ 3 評価の結果を新たな情報として環境報告(Environmental Reporting) と い

う手段で発信するものである.そして組織のマネジメント・システム (Management

System)やオペレーシヨン・システム(Operation System)を改善するための見直 しをおこ

なう.

このような技術的側面と情報的側面からのアプローチによって，現行の持続不可能な産

業社会を持続可能な循環構造の社会ヘ転換することに貢献することが望まれる.本論文で

は，産業社会における事業所の環境マネジメントのあり方を考察することを本論文の目的

とし，具体的には，プロセスの改善，製品の改善，政策レベルの改善の 3 つの領域を区分

し，それぞれに薄板鋼板の製造プロセス，店舗などでの有機副産物を再資源化する流通業

のフードシステム，および化学物質の排出移動登録などの政策を取り上げて考案し，その

結果をもとに環境パフォーマンス評価のあり方について述べるものである .

1. 2 論文の構成

前節の研究の目的を踏まえてなされた本論文内容は，環境マネジメントの技術的側面と

情報的側面からのアプローチによって構成される . 特に技術的側面は， 3 つの技術的アプ

ローチ (3 P アプローチ 10 ) に分類できる .

第一に，生産系や流通系の企業は必ず何らかのプロセス (Process)を持っており，そのプ

ロセス自身を設計の段階から根本的に見直していく.設備投資で新たなプロセスを導入す

る時には設計そのものから見直しを行い，運用のオペレーシヨンの段階ではプロセス制御

の方式を見直していくものである.

2 番目の P はプロダクト (Product)で、ある . すべての企業は何らかの形の製品やサービス

を世の中に提供して存在しており 2設計段階やサービスのあり方も根本的に見直しながら，

製品を徹底して持続可能な物に転換する .

3 番目の P は経営政策のポリシー(Engineering Policy)で、 ある.企業は販売 して い る製品

3 



あ る いは行 っ ているプロセスだけではなく 3 企業の経営そのもの ， 経営の方針，経営の戦
略を見直そうとしている・環境マネジメントシス テムを構築した事業所に対してその妥当
性を判断するためには，環境監査を活用して企業の環境方針への適合性を聞い 3 従来の取
り組みを見直して継続的に改善していく必要があり，そのシステム を担保する ために認識
登録の制度がある .

以上を踏まえた本論文の各章の構成を図 1 ・2 ・ 1 に示す.

第 1 章は序論であ り ， 持続可能な発展に関す る事業所の取り組みに基づいて本論文の些
景および目?について述べた後 3 それを受けた本論文の内容とそれが展開される論文の合
成についてm して い る.

第 2 章は，ま T産業社会と環境とを結ひ、つける重要な概念として持続可能な発展をめさ検
した産業エコ口ンーと循環複合体の詳細なアプローチを示す・次に，物質の視点、から得ら
れる概念をもとに産業社会を定義し，物質が及ぼす環境影響の最小化への手法として，マ
ク ロ物質 3 ミクロ物質のそれぞれを対象としたアプローチの方法を示す.
第 3 章は，産業社会を持続可能な社会に構造転換するアプローチの中から技術的手法を

取 り 上げ る その内容は 3P アプローチと呼ばれるプロセス アプローチ 3 プロダクト
アプローチョエこシニアリング ポリシー アプローチであり，それぞれの手法で主に用
い られる環境負何定量化のための評価手法としてョライフサイクルアセスメント，マテリ
アルフロー分析などの概要を示す・また p 環境資源勘定と物質に着目して 3 各評価手法の
関連性を恋べる.

第 4章から第 6 章は 3 第 2 章および第 3 章に対応し，それらにもとづいて具体的な分析
と評価をおこなった部分である.

第 4 章のプロセス・アプローチでは 3 薄板鋼板めっき工場における 5 つの改善事例を当
初の目的によって分類し 3 新たに環境保全活動の目標としての環境指標を設定する・そし
て各改善事例の環境負荷低減の効果を LCA で評価しョ改善の目的による効果の大きさを
把握する・そして事前評価する際の留意点を導くために 2 改善事例を資源、の視点から分類
し代替案の優先順位を示すと共に，重要な実際の活動について提示する.
第 5 章のプロダクト・アプローチでは，まず全国の食晶廃棄物のリサイクルの現状と課

?を提示する 次に食品工場と流通業を中心としたフードシステム(Food System)を対象
c.: ，マテリアルフロー分析(Material Flow Analysis; MFA)による現状のエネルギ オ
投入量や有機系廃棄物のフローを把握し E ぞれをもとに有機副産物の質を考慮し;5L
向のフード・システムデザインを行う その環境負荷低減の効果を川で評価し，さち:
有機廃棄物のリサイクルと関連既存施設利用による潜在的効果を把握する.
第 6 章のエンジニアリング・ポリシー・アプローチでは 3 マクロな物質から漏れる部分

である有害化学物質などの ミ クロな物質を対象に p 現状の PRTR システムの意義と課題を
念頭に置きながら，流通システムにとっての PRTR の概念を提示し，流通業で扱う製品に
付随した PRTR のあり 方を考察する.

第 7 章では p 第 4 章から第 6 章の技術的側面からのアプローチで得られるバフ+ーづ~
スを情報の側面から再度とらえなおす まず環境パフォーマンス評価や指標 3 環ーぷ
概要をとらえた上で， 3 P ア プローチから得られる環境パフォーマ ンスと環境パフォーマ

4 

ンス指標を明示し 3 得られた指標の特徴について考察する.

第 8 章は本論文で得られた成果を結論と して要約 し 3 課題を提起 して い る .

産業転換のための物質管理と技術的アプローチの整理

第2章持続可能な産業社会への転換の
ための物質管理

・産業社会一環境問の相互関係
-産業エコロジー循環複合体の概念
.物質の視点からの環境影響低減方法

ぬぬおおお~総

.... I 第3章事業所と産業組織の環境施策の
道具的特徴

・持続可能な産業社会への転換の方法
.3Pアプローチ
・環境負荷評価の手法の関連性

産業転換を伴う環境負荷低減対策の技術的側面と評価

第4章薄板めっき工場におけるプロセスの環境負荷の評価
-工場内における改善事例の分類
-インベントリー分析とインパクト分析
-資源的観点からの改善分析による解釈

第5章食品流通業の副産物を活用した循環志向のフードシステムの構築と
その評価

・循環志向の都市型フードシステムデザインの構築
.転換技術導入による環境負荷削減効果のLCA
・フードシステム拡大による環境負荷低減の潜在的可能性

~''''---'選炉酔 蕊議S民組蕊総お蕊総お蕊総棋

第8章本論文の結論と今後の課題

本論文の無尽忠之怨忍saisS3
図 1-2-1 本論文の各章の構成
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第 2 章 持続可能な産業社会への転換のための物質管理

2. 1 緒言

大量の物資の消費 と廃棄に特徴づけられた今日の産業社会と環境問題との関係を分析し

評価するためには，自然環境と産業活動の間?および様々な経済主体問の物資やエネルギ

ーの流れを定量的に把握すること が不可欠である . 本章では，産業社会と環境とを結びつ

けるシステムの中で，持続可能な発展に最 も適う と著者が判断する方法である産業エコロ

ジーおよび循環複合体のアプローチを示す. 次に物質の視点、から 3 産業社会を構成する主

体の関係および物質そのものに関する概念を定義す る.そ して物質が及ぼす環境影響の最

小化に関する一般的アプローチを示す.

2. 2 産業エコロジーの概念

産業社会と環境の相互関係をみるときに 4 つのアプローチがある が 2 それをま とめたの

が表 2・ 2-1 である l

表 2・2 ・ 1 技術一社会の相互作用に対する選択2

とるべき方向

ラジカル・エコロジー

ディープ・エコロジー

産業エコロジー

現状維持路線

技術に対する考え方 前提となってい る事項

口一・テクノロジーへの回帰

適正技術.可能な限りロー・ァ

ク

環境制約の下での技術進展に

依存 3 つまり環境面だけでなけ

ればロー・テクにこだわらない

個別規制などを採用.全体の傾

向にはほとんど影響なし

人口破滅は不可避，経済的，技

術的および文化的な破綻

今より低い人口レベル.経済
的 3技術的および文化的現状を
かなり修正

多少今よりも多い人口.経済
的，技術的および文化的現状を

かなり修正

人口破滅は不可避.経済的，技

術的および文化的な破綻

最初の選択肢はラジカル・エコロジーである.産業革命以前のロー・テクノロジー(Low

Technology)さらにはアンチ・テクノロジー(Anti-technology)の牧歌主義に基づ く 方向であ

り 3 近代農業 3 エレクトロニクス，医学，交通，運輸の使用や 3 その他の技術の恩恵を一

切排除しようとするものである.この考え方は，明らかに産業革命以来今日までの諸々の

環境コストを精算しようとするものであるが p それを実行するには，飢鍾や疫病，その他

いわゆる「神のなせるわざ」に簡単に犠牲になるという相当のコストを支払う覚悟が必要

である.同時にこの選択肢をとることは p 現行の人口どころか，もっと少ない人 口 しか将

来的に支えられない世界が現出する可能性がある.今の社会から突如として技術がな く な

ったら，結果的に地球人口は壊滅的に短期間のうちに落ち込むことになるだろう.こ の よ

う な人口 の急減が倫理的に意味するところは 3 明らかに甚大である.

4 番目の選択肢である現状継続路線は F ま た同様に基本から間違ってお り 3 最 も コ スト

のかかる選択である . 現在の指数的な成長を極端な環境圧力で終わりになる まで続けて い



く こ の方向の最大の問題点は，明らかに短期間しか持続できない点 3 また一般に将来世代
や地球全体の環境システムに多額の費用をかけてしか継続で きないという点である・エス
カレート する物質の使い捨てや資本ストック ・エネルギー・ 資源消費の急激な伸びは 3 単
?に考えても持続するはずがない この よ う な現状を継続して いくや り 方の結末は，皮肉
ばこ と にラジカル ・ エ コロ ジーの場合と結果的にあまり 変わら ないものとなると予想され
る・ すなわち 3 政治的 3 経済的ま た社会的な破綻と い った大 きなリス ク とともに 3 なす術
がない まま に人口の急減がおきる こ と に なるだろう.

残 り の 2 つ の選択肢，つまりディープ・エコロ ジー(Deep Ecology) と産業エコロジー
(Industrial Eco lo gy)で、 は 3 環境への配慮や環境制約を人類の文化や経済活動のすべてのレ
ベルで内部化 しなければなちない と い う認識で一致して い る・しかし F 持続可能な世界へ
転換していく に際しての技術の役割についての見方が異なって い る.
デイープ・エコロジーの考えでは，技術が環境変動にかなりの影響をもっていると認識

して い るため，技術を疑問視する傾向にある・従って，持続可能な世界へ展開していく中
79 技術にはあまり大きな役割を与えてい ない むしろ，交通手段としては自転車といっ
たロー・テクノロジーの選択肢へ回帰することを主張してい る.その結果，維持すべき人
口:ベルも低いところに，また地球の収容量も今より小さなものと考えている このデ、 イ
-/  エコロ ジーの考えでは 3 技術はコントロールすべきもので，開発したり進展させる
ものとはみて い な い .つまり 3 問題解決の不可欠な部分としてみるより，問題そのものの
一部とみなしている.とはいえ，既に産業経済社会の中で，多くの組織，国や消費者が関
心を示してい るものの，政治的に実現されるとは思われない.

一方，産業エコロジーのアプローチでは，引き続いての技術進展の必要性を認め 3 持続
可情な世界へ転換していくのに環境面で適切な技術を開発することが重要な部分とみてい
? もし仮に全球的にみて技術の進展状況と人口レベルとが本質的に解決不可能な形でつ
ながっているにしても 3 その目標が現行の人口レベルを維持するのであれば 3 適正技術を
進展させることは最も重要なことにな

る.この新しい技術は，その中核にお

いて 3 革新的でなければならず F また

産業エコロジ一

、
効率的な種々の製品，プロセス 3 サー ι J 

_--一一一一一一一》

ピス等の開発 3エネルギーの高効率化， -~~，.-ディープ・エコロジー
一一一 一 、

新素材の利用 3 超小型化 3 さらに高度 ロナ 一一 、
I F-- ー-ー ヨーーー〉惨

な情報処理などをもたらすものでなけ 妥 l 

ればならない . 幸子

技術一社会の相互作用に対する異な
る選択肢から考えられる世界人口の代

替シナリオを図 2・2 ・ 1 に示す.これか
ら産業社会が順序をふんで合理的なや

り方で，環境の制約条件の大きな力に

/ 
ラジカル・エコロジー
または現状維持路線

通惨

対応していく 方向を選ぶべきであり 3
その際に産業エコロ ジーが最もよ い指

時間
図 2-2・ 1 産業社会と環境の相互作用に対す
るアプローチによる世界人口の代替シナリ
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針になるのであ る .

産業エコロ ジーは， 企業の新しい自主的努力に具体的，実践的な方法論を提供する概念

である . 米国工学アカ デミ一会長の White 3は，産業エコロジーを p 産業生産消費活動にお

ける物質やエネルギーの流れ， そ のフローが環境に与える影響，さらに政治・経済・社会 ・

政府規制などのフ ァク ターが各種資源のフロ ー・ 利用 ・ 転換におよぼす影響などに関する

学問であると定義 している.

Graedel とAllenby4は， 産業エコロ ジーは方法論であり，それによって人類、が経済的 ・

文化的・技術的に発展することを前提に， 望 ま しい環境容量または地球の収容力に積極的

にかつ理性をもってアプローチ し 3 これを維持可能と考えるも のであると定義している .

後藤5はもっと広く，物質やエネルギーを多用し，また使い捨てにし 3 地球環境に多大な

負荷を与えている現行の生産・消費を中 JG\ とする産業経済社会を全体として見直し，これ

を自然生態系における物質循環を模した形に構造的に転換して い こうと する新 しい概念で

あるとしている.

このように，産業エコロジーとは将来の種々の悪影響を評価し最小にす るのに役立つ よ

うな産業一環境の相互作用へのアプローチであり 3 将来どう事業活動を展開すべ きかを扱

いながら，産業と環境との種々の相互作用を健全なものに変えていき，結果的に費用効果

の点でより良い方法で事業活動ができるように産業全体を導く 方向を狙ってい る 6 すなわ

ち，産業のあらゆる物質循環の最適化を追求するシステムの認識(ASystem View)である.

重要なのはこのようなシステムがエネルギ一保存則や熱力学法則などに従う物理的シス

テムであることで，システムを認識するためにエネルギー収支，物質収支などの適用が可

能となることである.

2. 3 循環複合体の概念

産業社会を環境保全型に転換していくときの概念として 3 産業エコロジーと同様のもの

に循環複合体(Recycle-oriented Industrial Complex)がある.盛岡7 ， 8によると，循環複合

体とは単独の経済主体の営みでは結果としてごみになってしまうものを，複数の経済主体

の相互の信頼関係のもとで物質やエネルギーを交換しつつ，資源として活用して廃棄物と

環境負荷を限りなくゼロに近づけていこうとする組織体のことであり 3 経済主体聞に相互

の信頼関係をかかげ 3 社会的な共生関係を築いていくものである.

この循環複合体研究(ReCycle-oriented Industrial Complex Project; CCP)においては 3

産業社会の経済主体が現実の社会との関係を保ちつつ 3 複数の事業体と循環形成の行動を

構想し 3 計画として提起し 3 事業を実施するという 一連の行為そのものに実験的性格を与

えている.そして循環複合体の構築のために 3 複数の経済主体が資源化を行う相手先の副

産物 3 副産物の資源化で結びついた関係を維持し発展していく上での中核的な技術 2 およ

び資源化を妨げている社会的要因の 3 つを明確にしていく .

循環複合体研究では，図 2・3 ・ 1 のように 3 つの実験地を設定し 3 それぞれに指標となる

製品を設定しつつ 3 中核となる転換技術を開発しようとしている.このとき， 多様な製品

のなかで特定の製品を選び出すことによって製品循環のデザイ ンを具体的に検討できるメ

リ ッ トがあ り 3 次々に対象とする製品を追加 していくことで製品循環のパタ ー ン とその多
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図 2・3・ 1 循環複合体の全体のシステム

様性を明らかにしていくことができる 同時に製品の分類をおこなった上で 3 代表とみな
しうる製品の循環を検討することによって，人類社会と地域の製品流と物質の流れの全体
を明らかにすることも射程におさめることができる.

また代謝体の多様性は，複合の組み合わせによって系統的に把握することができる. 3 

つの実験地では，産業工場と住宅との結合 p 都市と農村との結合が示されたほかに 3 都市
中心部のビジネスや交流活動に地域エネルギー供給の結合が検討された.そして製品，プ
ロセス，政策のそれぞれの革新を地域複合主体が革新的な代謝結合を通して形成しようと
している.

このように物の流れや代謝を把握することが 3 環境負荷を低減する施策の段階において
重要な要素となるのである.

2. 4 物質の視点をもった概念とその環境影響の低減方法

2. 4. 1 物質の流れからみた産業社会の定義

産業社会すなわち現行市場経済におけるカギをにぎる経済主体(Stakeholder)は，後藤9
によると図 2・4 ・ 1 のように示される.まず経済社会の川上の生産系の産業，つまり素材の
生産と製品の生産などの第二次産業と 3 流通，販売を含む生産系の事業活動が位置する.
つぎに川中にニーズや需要構造を決定している消費活動がある.そして川下に，ごみ処理
を扱い 3 廃棄物の管理を行っている自治体などの公共事業体がある.このように，物質代

10 
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(再生資源) ー-・ (回収資源)

./ 
システム境界

図 2-4・ 1 リサイクル社会に関与する主体

謝の面で経済社会をみると 3 大きくは三つの主体からなりたってい る.

この産業活動を持続可能なものへ戦略的に転換していくためには，従来の川下からの環

境規制を中心とする公害対策やエンド・オブ・パイフe技術(End of Pipe Technology)などの

アプローチだけでは到底不可能である.このため， 90 年代に入って，先進各国政府は環境

施策の大きな転換を図り 3 環境負荷の大元になっている川上 3 川中の生産・消費の経済主

体に自主的な活動転換を積極的に働きかけることになった.そしてこれまでの企業対市民，

行政対市民なとの社会を構成する主体間相互の対立を脱し 3 一般社会や市民団体だけでな

く，生産や販売にあたる企業や行政が協力し，相互に提案し，情報提供を行い，各々が循

環型社会の主体者であるとの自覚と責務を果たし，連携をとることが望まれ 3 そのための

様々な社会的，経済的な仕組みづくりが必要とされ始めたのである.

2. 4. 2 物質の視点からの研究の位置づけ

本項では物質の視点、からの概念をいくつか提示し，そこから本研究の位置づけをおこな

つ.

( 1 )物質フロー(Material Flow) 

物質フローは，物質の流れそのものであるが，シュミット=ブレーク 10は，人間がその

経済的価値のために生産するか，化学変化させた物質の流れだけを対象にせず，物質のど

んな動きも，ある場所から別の場所への資源のどんな移動も 3 エコロジー的諸関連に影響

を及ぼす物質の流れと捉えている.そして人間に起因する物質の流れを表 2・4 ・ 1 のように

分類している.

( 2 )物質収支(Material Balance) 

グレーデル 11 らは水槽に着目して 3 水槽中の水位が流れ込む水量と流れ出る水量とで決

まることから，入出力の流れを推計または測定し，水槽中の水量を測ることによって全体

のバランスをチェックするプロセス，これが収支分析を行うことであることを説明してい

る.収支分析の際用いられる概念がいくつかある.その一つは貯留槽(Reservoir) という概

念で，物質が貯留されるところである. 二つ自の有用な概念は流束(Flux)で 3 当該する貯

11 



の間， 等々の各主体問のつながりであり，環境の物質代謝(Environmental Metabolism) 

は生物園 と大気圏との各種関連，河口域水と海水との種々の相互作用等を指す ・ そして図
2・4-2 の よう に産業と環境の聞に相互作用が生じていることを表し，これらの事象を包摂
するのが産業エコロ ジー としている .
西村 1 5によると， この図は 3 環境科学者の研究分野(環境の物質代謝)、 やがエンジニアの
研究分野(産業界の物質代謝) に接近して きたと考えると 3 産業エコロンーのツールは既
存の環境科学と産業活動理念とを包摂する「総合科学」 と解釈でき，また逆に 3 エンジニ
7の研究分野が環境科学者の研究分野に進出してき たと考え ると 3 産業エコロジーのツー
ルは「システム思考によるエコロジー的視点に基づいた産業管理の研究領域」と解釈でき

るとしている
本論文では;環境の物質代謝を念頭に置いた上で 3 事例 と して取 り上げた産業の物質代

謝の個々のフローをまず明らかにし，物質収支の水平的分析，垂直的?を多面的に行い ，
結果として産業自らが及ぼす環境負荷を削減するようなシステ ムのモァル構築とシステム
管理を図るものと位置づけられる.

表 2・4 ・ 1 人間に起因する物質の流れの分類、

I . 天然素材(第一次原料)

1 . 土(表土， 掘削土 3 降下灰 3 加工された土壌を含む )
2. 地質的原料・建材(エネルギー源物質 ， 砂 ， 砂利， 鉱物， 鉱石を含む )

3. 水

4 . 大気
5 . 生物的原料(自然の まま の領域，耕作経営領域か ら )

I1. 中間・最終製品

1 . 第二次 ・中間工業製品

2 . 最終工業製品(例えば，殺虫剤，塗料)
3 .イ ン フラストラクチヤー(例えば，輸送システム，工場設備，建物)
4. 包装・梱包

H1.廃棄物

1 .固体・液体廃棄物

2 .大気への放出物

3. 汚染物質

そ

図 2・4-2

2. 4. 3 物質の種類とスペクトル
産業活動では相当量の各種物質を環境に排出してい る・ 産業の物質代謝を描 く とき p

の物質には以下が挙げられる.

13 

一
ミ

傘
↑
↓
S

環境の物質代謝
(環境科学者の研究分野)

産業エコロジーにおける産業と環境の相互作用

写.... .,," 
司区 一 J",.. 
、、、、.，

、J 、r
J 、 J 、

"‘、.，、.“，官、

.，、.司., .，、、、司、

., -‘、
‘、, 

、. 
."‘、
"、、,. 

産業と環境との相互作用

産業エコロジー

産業界の物質代謝
(各エンジニアの研究分野)

留槽に単位時間あたり出入 り する特定の物質量のことである. 三つ自に，発生源(Sources)

と吸収部(Sinks) と い う概念があり，特定の物質量の貯留槽への入力速度と貯留槽中での単

位時間あたり消滅量を い う.いくつかの貯留槽が連結したシステムで 3 特定の物質が移動

し溜まったりするものはサイクル(Cycle) と呼ばれる.

シュミ ッ ト=ブレークは物質収支が次の 4 つの構成要素からなることを説明している 1 2

第一の構成要素は垂直的分析で，製品のライフサイクルを原料入手から廃棄物処理まで

のそれぞれの段階に分類、 し，どのような物質が環境から取り出され，どのような物質が製

造時に流入し 3 どのような前段階製品および副産物が生じるかも考察する.ここで副産物

とは 3 ある段階では廃棄物として除去されるが 3 別の段階では資源や素材などとして使用

できる可能性がある.

第二の構成要素は水平的分析で，ある段階における第一次エネルギーの投入，原料およ

び冷却や洗浄用の水，ならひ、に大気中への排出，排水および固形廃棄物を考察する.

第三の構成要素は生涯基準で 3 段階と段階の聞の結びつきを考慮に入れる.例えば，何

回でも使える製品とリサイクルさせたり再利用する場合には逆方向へも向かうことのでき

る矢印について 3 もっと精密に考察する.製品の使用期間や修理回数などに関する情報も

認識する.

第四はデータの選択である.理論的には望ましいにしても，実際的に考えると，個々の

物質すべてを網羅できるわけではなく 3 環境というカテゴリーの中でどの量を選ぶべきか

を考える必要がある.

( 3 )物質代謝(Material Metabolism) 

末石 13は， 生物が日々，外界より物質を取り入れ 3 栄養とエネルギーを得て排池をおこ

なうことにより， 生命を維持するように，人間活動も生活や生産に必要な様々なものを外

界から得て，廃棄することによって 3 活動を維持することと定義している.

ま たグレーデルら 1 -1は物質代謝を産業と環境の各領域でそれぞれ次のように定義してい

る. 産業の物質代謝(lndustrial Metabolism) とは供給サイドと需給側，生産者と消費者と

12 



- 微量金属類:アンチモン，ヒ素，カドミウム 3 ク ロ ム ョ 鉛 F 水銀，セレ ンなど
・ プラスチック類:熱可塑性 ， 熱硬化性

・ 古紙類

・ 動植物性残さ

・ 汚泥類

・ 栄養塩類 窒素，燐 3 カリウム

・ 廃溶媒:ト ルエンョキシレンなど
・ 二酸化炭素

・ メ タン

・ 揮発性有機炭素化合物: VOCs 

・酸化窒素 3 二酸化窒素 : NOx 
・二酸化硫黄 : 802 

物質を区分するとき 3 組成， 量 3 大きさ 3 濃度などの視点があるが p ここでは排出の暑
の規模の視点から物質のスペクトルを図山に示す 物質を量で見ると，マクロな物長
からミクロな物質に対象を移すにつれて 3 地域における循環形成，排出量の削減と処理 3
移動管理をともなう排出最小化と無害化といった方策によって環境負荷の低減を図ること
になる・本論文ではマクロ物質またはミクロ物質の一方に限定せず F 幅広 く 物質を取り上
11' ，それぞれの物質による環境負荷の低減への方策を考察する.

マクロ物質

‘ー
CO2 

紙

栄養塩

(排出の量の規模) ミクロ物質

• 
VOCs 

プラスチック

NOx 
CFCs 

動植物性残さ

微量有害金属

内分泌撹舌L物質

ベンゼン
薬剤

ダイオキシン

医逗の削減と処理 l
l 地域における循環形成/ ~盃管理を伴う排出

最小化と無害化

図 2-4・3 排出量の規模の視点、からの物質スペクトル

2. 4. 4 マクロな物質の環境影響の最小化手法

マクロな物質による環境影響を少なくするためには 3 物質そのものの使用の減量化，代
替化を進めると同時に， 図 2-4-4 のような自然循環を模した物質の循環を形成する必要が
ある・その とき人為的なリサイクルの概念が必要となるが，表 2 ・4 ・2 のように多様な概念
が規定されて い る.
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自然循環

図 2・4・4

表 2-4・2 リサイクルの多様な概念規定 16

概念 内容

1 繰り返しリユー初回の利用目的で製品を繰り返し使用

ス

2 別用途リユース

3 部分マテリアル

リサイクル

4 完全マテリアル
リサイクル

生産された最初の利用目的とは違う用
途で製品を使用

使用済みの原料や製品を完全にあるい

は部分的に形を変えて再利用

原料や製品を新しい材料や製品に変形

して利用.素材としての同一性を失い，

前の形状は変化

例

ァごポジットビン

交換可能なモーター

マスタードの容器を
コップとして利用

ガラス製造に古ガフ

スを使用
紙の廃棄物からダン
ボール紙を生産

こうした概念のもとに，以下のようなマクロ物質を少なくする一般的アプローチが考え

られる.

( 1 )使用原材料物質の最小化

・材料の強度分析を含む注意深い設計

・新素材や従来なかった材料物質を使うことで?従来の使用量を大幅に削減する

・多くの原材料物質からなる製品を，他のシンプルな物質で代替する

( 2 )エネルギーの最小化

-暖房・換気・空調機器の維持管理

.照明設備の省エネ改善

-コジェネレーシヨンの導入

・エネルギ一系統の維持・管理

( 3 ) 容器包装材の最小化
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-パッケージング仕様に準拠するものの 3 できるだけ量を最小にする
. 繰り返し使用できるパッケージングを選択する

・ 天然素材を使ったパッケージングを選択する

・ リサイクル性の良い原材料でつくられるパッケージングを選択する
( 4) 製品使用時の廃棄物の最小化

・ 消耗品が一度返却されたら直ちにリサイクルされるように設計する

・ユーザーがその消耗品をリサイクルの目的で返却しやすいような方式やそれをサポート
するインフラを整備す る

?用叫質の量を最小にし 3 かっこれらの物質で環境影響の少ないもの仇使用す

・排気 3 排水をなくすか，最小にする製品設計をおこなう
( 5 )製品使用時におけるエネルギー使用量の最小化
・製品のエネルギー効率の高い省エネ設計をする

・省エネルギーの努力を促す立法措置などにより使用時の負荷を少な くす る

2. 4. 5 ミクロな物質の環境影響の最小化手法

ミクロな物質による環境影響を少なくするためには p 循環の形成ではなく 3 物質の環境
中への漏れだしゃ残存を少なくする必要がある・ここでは以下のようなミクロ物質の環境
影響を少なくする一般的アプローチを指摘する.

( 1 )毒性をもっ化学物質の最小化

・最終製品の有害化学物質について，その代替品を調査・検討する
・中間生成物として有害化学物質が使われている製造プロセスについて 3 そのプロセスで
の別の合成ルートを開発する

・有害化学物質の効用が特に不可欠なプロセスについては，これらの使用量を最小にする
( 2 )意図的に散逸される製品物質の最小化

・パッケージング量や製品物質量をできるだけ最小にする

.環境に負担がかからない形で劣化するよう設計する

上記のように物質の使用量低減と代替化が主なアプローチとなるが，一般的に製品中の
ミクロな物質の混入量や 3 環境に排出される量の把握が難しく，環境影響を捉えにくいの
が現状である.現況の環境負荷を把握するためには 3 まずその物質の使用状況や環境への
排出・移動を把握し，そのための体制を整えることが先決とされている .

2. 5 本章のまとめ

本子では，まず産業社会と環境とを結ひ駒つけるシステムに関するアプローチの中で 3 持
続可能な発展に最も適切な方法として 3 産業エコロジーの概念を示した.そして産業のあ
らゆる物質循環の最適化を追究するべく 3 産業社会を構造的に転換するためのシステム認
識として p 物質収支の適用の必要性を述べた.

また産業社会を環境保全型に転換する概念として，循環複合体の概念を示した.そして
複数の主体が副産物の資源化で結びついた関係を発展させていくための技術や社会的要因
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を明確にする時に，最初の段階として物質の流れや代謝を把握することの重要性を述べた.

その物質の流れに着目すると，産業社会は川上の生産・流通，川中の消費 3 川下の廃棄

物処理の三つの大きな主体からなることを示し 3 それぞれの主体が相互提案 3 情報提供な

どの形で連携し，循環型社会をつくる必要性を述べた.

物質の視点、からシステムを観察するとき必要となる概念として，物質フロ，物質収支，

物質代謝についてそれぞれ説明 した後，マクロ物質による環境影響の最小化として，使用

原材料物質の最小化，エネルギーの最小化，容器包装材の最小化，製品使用時のエネルギ

ー使用量・廃棄物の最小化に関する一般的アプローチを示し，循環形成の重要性を示した .

またミクロ物質による環境影響の最小化としては循環形成のアプローチではなく 3 毒性を

もっ化学物質の最小化 3 意図的に散逸させる製品物質の最小化による，物質そのものを最

小化する一般的アプローチを示した.
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8 T.Morioka(1999) Constructing Recycle-Oriented Industrial Complex with 
Environmentally Sound Technology, Proceeding of CREST International Workshop 1999. 
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15 西村悟(1998) インダストリアル・エコロジーと地域振興[ 1 ] ，産業と環境 1998.04 ，

56-61 
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第 3 章 事業所と産業組織の環境施策の道具的特徴

3. 1 緒言

本章では ，まず産業社会を持続可能な社会に構造転換するアプローチとして 3 技術的
手法 3 経済的手法 F 制度的手法の 3 つの手法 を提示する・その中で，特に技術的手法 を
本論文で主に取 り上げ3 その際の環境負荷定量化のための評価手法の必要性を述べる.
次に技術的手法をさらに詳細に示す.その内容は 3P アプローチと呼ばれるプロセ

ス・アプローチ 3 プロダクト・アプローチ 3 エンジニアリング・ポリシー・アプローチ
であり p それぞれの手法で主に用 い られる環境負荷定量化のための評価手法として，ラ
イフサイクルアセスメント，マテリアルフロー分析およぴ評価のための情報を提供する
化学物質管理制度についてそれぞれ概要を示す.

最後に 3 環境資源勘定の視点および物質の排出量の規模の視点、から，提示した各評価
手法の関連性を示す.そして次章以降に取り上げる研究の各特徴を示す.

3. 2 持続可能な産業社会への転換の方法

後藤1によると 3 この産業社会を持続可能な社会に構造転換する方法として 3 大きくわ
けで表 3-2-1 のように三つの手法がある.

( 1 )技術的方法
3 つの P ① 

② 
③ 

3 つのステージ

表 3-2・ 1 持続可能な産業社会への転換の方法

プロダクト・アプローチ
プロセス・アプローチ

エンジニアリング・ポリシー・アプローチ
① 持続可能な生産 3 特に EMS や清浄生産工程
② 持続可能な消費，特にラベリングやグリーン購入
③ 持続可能な廃棄物管理 3 特にリサイクル(回収再生利用)

( 2 )経済的手法 (OECD ， 1991) 
① 税および補助金
② 排出権売買
③ デポジット制
④ 各種助成措置

(3 )制度的アプローチ(例えば廃棄物・リサイクル関連法の整備)

一番目の手法が技術的な手法で，ハードな技術だけではなく，経営技術というような
ソフトの技術もふくまれる.次節に詳細に示すように 3 つのアプローチがある一
二番目の手法は経済的手法であり 3 現在のように外部不経済と見なされる環境影響を

放置した市場経済のままでは，どうしても構造的に持続可能な方向に産業社会は転換で
きな い ため， 環境価値を経済に内部化して 3 環境を正当に評価する手法が必要である.
1980 年代に先進国の国際機関である OECD が様々なケーススタデイを実施しており.
m 年に OECD の理事会勧告としてョ経済的手法を活用すべきことを述べている そ
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の内容は表 3・2 ・ 1 のよ うに 4 つの手法に分類、している.一つは税および課徴金というカ

テゴリーで， 次に COP3 京都会議で正式に議論された排出権取引の枠組みであり， 3 番

目がデポジツ ト制度， 4 番 目 は助成処置である . 表 3 ・2 ・2 に OECD 加盟国における廃棄

物処理と製品に係わる環境税や課徴金の概要2 を 示す . 上の部分が電池，プラスチ ック袋，

タイヤなどの製品課徴金であり， 下側が埋立課徴金を示している . この表から，日本は

空欄のままであり 3 経済的なアプローチは導入されていないことがわかる .

表 3-2-2 OECD 加盟国における廃棄物処理と製品に係わ る環境税や課徴金の概要
オ オ ノえ カチ T フフ ドギ 1¥ ア ア イ日 Jレ メ オ ノ ホ ポ ス ス ス ト イ ア

)[., ナエ 、J イラ イリ ノ イ イ タ本 ク キ フ ニL jレ )[., ~ ウ イ )[., ギ メ
スス ギ ダコ マン ノ ツ シガ ス jレ セ 、J 、J |ウ フ トイ エ ス コ リ')
卜ト | ラ ス ヤ リ フ フ ア 、dノ コ ダ ‘ノ エン ガ 、dノ ス カ
フ ') クン | ン 、，ノ フ | ド Jし ウ'

リア ド ドド Jレ フ ン
ア ク ン

環境税当の手法
ド

製品
電池 。 。 。 。 。

プラスチック袋 。 。 。 。

使い捨て容器 。 。 。 。 。 。 。

タイヤ 。 。 。 。 。

CFC/ハロン 。 。 。 。 。 。

使い捨てカミソリ 。

使い捨てカメラ 。

酒滑油課徴金 。 。

j由汚濁課徴金 。 。

溶剤 。

廃棄物処理・管理の課徴金
一般廃棄物課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

廃棄物処理課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

有害廃棄物課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

埋立税課徴金 。 。 。 。

さらに 3 これらの技術的手法，経済的手法ができても，どうしても構造的に転換が図

れない部分，すなわち制度としての法律や社会制度を根本的に変える必要がある.国民

政府のレベルでの法制度として，リサイクリングあるいは商品と財のクローズドループ

化の制度化が注目されている.その代表がドイツの通称「循環経済法」である.ここで

はこれまでのように製品が廃棄された後 3 行政などがごみとして処理する方法をやめて，

製造者が販売した後の製品がリサイクルされるようにより明確に責任を果たす考え方を

基軸においている.すなわち 3 外部不経済を内部化するのに，公平 3 透明，簡素 3 計算

可能そして説明責任などの原則に照らし合わせてルールをつくった上で，経済主体が競

争をしようという方向が主流となっている.循環型社会を形成する上では，製造者の責

任はその製品のリサイクルの段階にまで及ぶというルールである.

このルールは，拡張された製造者責任(Extended Producer's Responsibility; EPR) と呼

ばれている.リサイクルに生産者が要した費用は，生産者の経済勘定に一度内部化され，

ついで商品価格に上乗せする形で消費者に転嫁される.日本では，家電製品のリサイク

ルについて「家電製品リサイクル法」により品目を指定して， 製造者の再生 と資源化の

責任を明記しつつ 3 リサイクルに要する費用を消費者が不用品として排出する段階で支

払うしくみを採用した.
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これらの三つの技術的手法，経済的手法 ， そして社会制度的手法を的確に組み合わせ

て行うことによって，初めて現在の持続不可能な先進国の産業社会を持続可能な方向に

転換を 図ることができる . 本論文では この 3 つの手法の中で特に技術的手法を取 り 上げ 3

持続可能な産業社会への転換に向けた事業所の取 り 組みの事例を扱 う .

3. 3 技術的手法における 3P アプローチ

本節では 3 持続可能な産業社会への転換の方法の一つである技術的手法を取り 上げ‘ る.

こ のと き， 企業は自発的にまた計画的，戦略的に多様な取り組みを行うことによって 3

自ら の事業活動に伴う 環境負荷を低減することが目的となる.個別の企業の具体的な取

り組みには各種各様なものがある が，後藤3はこれらを表 3 ・3 ・ 1 に示すように大まかに分

類、し ，全体を事業者の r 3 P アプローチ」と呼んで い る.

表 3 ・3 ・ 1 事業者による環境負荷低減のための“ 3P のアプローチ"

・PROCESS: 企業のプロセス設計およびその運用の見直し転換
手法: EMS , EPE(Environmental Performance Evaluation) , 

LCA(Life Cycle Assessment) , etc. 
・ PRODUCT: 企業の製品・容器包装設計およびサービスの見直し転換

手法: LCA, LCI(Life Cycle Inventory) , Ecobalance , 
DFE(Design For Environment) , DFR(Design For Recycling) , 
PA(Product Assessment) , EL(Environmental Labelling) , etc. 

・ENGINEERING POLICY :企業の経営方針の見直し転換
手法: BS7750, EMAS(Eco・Management & Audit Scheme) , 

EMS(Environmental Management System) , 
EA(Environmental Auditing) , etc. 

これらのアプローチは，表 3・ 3 ・2 に示すように 3 個別技術の開発，環境パフォーマン

スの指標化と い う技術的側面もあれば，事業所における役割分担や意思決定に関する組

織的側面や 3 社会システムを構築するところの社会的側面もある.その中で 3 プロセスョ

製品 3 エンジニアリング政策の環境適合性を議論するとき，技術的側面が最初に行われ

るべ き大 き い側面であることから，本論文では技術的側面を中心に取り上げる .

技術的側面

組織的側面

社会的側面

表 3-3-2 3 P アプローチのもつ様々な側面

プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング・・ポリ

シー・アプローチ

・ クリーナー・テクノ ・ 転換妓術を用いた再 ・ EMS によるパフォー
ロジー

・ 省エネ，省資材
・ 廃棄物排出低減

・ 現場教育

- ゼロエ ミッシ ョン

資源化 マンスと指標化

- 主体聞の協力・連携 ・ マネジメント手順
・ 役割分担， 意思決定

・ マニフェスト制度 ・ IS0 国際規格
・ 化学物質安全性デー ・ 有害化学物質排出移
タ シート 動登録

20 

そして， このような取り組みを，会社全体で，工場などの各事業現場で，またサプラ
イヤーな どの関連するほかの企業や消費者といった異なる主体を巻き込み連携し実施し
てい く には， 事業活動に伴う環境負荷の定量化ができるような，チェック機能を含むそ

れなりの効果的な体系的評価手法が必要になる .
一方，循環複合体研究(ReCycle-oriented Industrial Complex Project; CCP)では，次

の二つのアプローチを活用することを提示している 4

- 製品連鎖アプローチ(Product Chain Approach) 

・ 代謝収支アプローチ(Metabolism Dynamics Approach) 

製品の流れに沿った製品連鎖アプローチでは，ライフサイ クルで見た拡大生産者責任
を原則とした製品政策を産み出している この製品政策も環境商品のデザイ ンとして産
業主体の関J L，\ O)領域で論じられるものと， 環境配慮の情報的コミュニケーシヨンゲラ
ットフォームづくり，リサイクルや中古製品保証などに関する情報イ ン フラ の構築とい
った . より社会システムに近い領域で論じられるものがある.
来且得体や地域の物質代謝に対する代謝収支アプローチて、 は，産業連鎖や資源の代替性
を検討し F 環境負荷を最小にしてい く 技術と政策を産み出してい る・物質収支と並行し
て作用と反応の力学的もしくは構造生成的な表現によって分析と評価およびデザイ ン を

可能としている.

CCP をこの 2 つのアプローチといくつかの幅をもっ領域区分で位置づけると=技術的
次元と組織的次元，社会的次元の 3 つの次元(Dimension)で考えるのが妥当である.
第 一の技術的次元とは CCP の中心をなす技術開発であり 3 物質代謝 (Material

Metabolism)には環境調和型の転換技術を開発し，他方で製品連鎖(Product Chain)には
経済主体聞の情報コミュニケーシヨンによる環境価値を内包した循環型マネジメント技
術を開発することをねらっている.
第二の組織的次元では，物質代謝には事業所の現場のマネジメント手順や役割分担を
開発し，他方で製品連鎖では回収と再資源化における循環形成の手順や役割配分を開発
することに相当する・異なった主体間の調整と協力，連携を発展させることにより，循
環形成や環境負荷の最小化をねらっている.
第三の社会的次元では，物質代謝には再資源化やゼロエミッシヨンを促す社会システ
ムを構築することに相当し 3 他方 3 製品連鎖では製品の長寿命化や回収，再生利用を促
す社会システムを構築することに相当する.
以上， 3 P アプローチと CCP のアプローチをそれぞれ提示したが 3 本節では 3P ア

フ ローデの各手法についてそれぞれ詳細に説明するとともに，それ ら と 関連して本論文
で使用される評価手法について概要を示す.

3. 3. 1 プロセス・アプローチ(Process Approach) 

生産系や流通系の企業は必ず何 らかの プロセス (Process) を持 っ て おり ，そのプロセス
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自身を設計の段階から根本的に見直していく.設備投資で新たなプロセスを導入する時

には設計そのものから見直しを行い，運用のオペレーシヨンの段階ではプロセス制御の

方式を見直していくものである.第 4 章では 3 一つの工場の様々なプロセスを対象に生

産方法や排水処理方法などの転換を図っている.

その評価手法として，環境パフォーマンス評価 (Environmental Perfornlance 

Evaluation; EPE) やライフサイクル評価 (Life Cycle Assessment; LCA) が提供され

ている.第 4 章では工場のプロセスで発生する環境負荷の定量化のために LCA を道具

として用いている.

LCA はマクロな特定の物質や元素に着目した分析であるが，ある一面的な要素だけに

着目するのではなく 3 製品の「ゆりかごから墓場まで (from the Cradle to the Grave)J 

を考え 3 なるべく定量的かつ総合的に評価するものである. LCA は基本的に表 3・3 ・ 3 の

4 つの段階(Phase)から構成される 5

表 3・3 ・ 3 LCA の 4 つの段階

①目的の設定と範囲の明確化(Goal Definition and Scoping) ; 
課題を定義し，目的，対象の範囲と単位，対象ステージ等の要件を設定すること

②インベントリー分析(データ調査; Inventory i¥nalysis) ; 
ライフサイクルの各プロセスでの物質，エネルギーのインプットとアウトプットの詳細な調査

③環境負荷影響評価 (Impact Assessment) ; 
調査されたデータのインプットとアウトプットの環境問題との関連づけを行い，これを分析し評
価する

③環境負荷改善評価(ImprovementAssessment) ; 
全般的な環境負荷などを改善するための変更点の抽出など

④の環境負荷改善評価は，インべントリ ー分析と環境負荷影響評価の結果を評価する

という手法の最終段階ではなく 3 さらに製品関連システムの改善計画という適用段階ま

でを言及している.しかし国際標準化機構(International Standard Organization; 1SO) 

における標準化・規格化という観点、からは，④のすべてを検討対象とはせず，図 3 ・3 ・ 1

【LCAの手法(ISO規格化の対象)】

Goal and scope defmition 
目標と実施範囲の設定

Impact assessment 
環境影響評価

【LCAの適用】

-製品システムの
改善点抽出
-意思決定の支援
・重要環境項目の
選定
・マーケ、ンテインク、

・その他

図 3 ・3 ・ 1 IS0 による LCA のフェイズ
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のようにフェイズ①~③はそのまま従来通りとし 3 フェイズ④は結果の解釈

(Interpretation)の部分だけに限定して LCA 手法を構成し， LCA の手法と適用を明確に

分離している.

本論文では， LCA によるイ ンベントリー分析 ・インパクト分析の結果をもとに F 事業

所のプロセスにおける環境負荷低減のための留意点について解釈を試みる .

3. 3. 2 プロダクト・アプローチ(ProductApproach) 

すべての企業は何らかの形の製品やサービスを世の中に提供して存在しており 3 設計

段階やサービスのあり方も根本的に見直しながら， 製品を徹底して持続可能な物に転換

する.産業界では， LCA のみならず，エコデザイン (Eco Design) ， 環境適合設計法

(Design for Environment; DFE) やリサイクル設計法 (Design for Recycling) などの
方法で 3 製品などを徹底して見直す方向を採用している.第 5 章では食品というプロダ

クトを対象に，都市の中で発生する環境負荷を LCA で評価するが，そのインべ ン ト リ
ー分析のベースとなる情報を得るために，マテリアルフロ一分析 (Material Flow 

Analysis; MFA) を行った.

マテリアルフロ一分析とは，ある着目した系に投入される資源やエネルギーと 2 系か

ら産出される製品 3 副産物 3 廃棄物 3 汚染物質などについて，その総量や特定の物質の
量，これらの収支バランスを 3 体系的・定量的に把握する手法の総称である.分析の対
象とする系は，生産工程，事業所，産業部門，地域 3 国などさまざまな単位が考えられ

る.

天野6は 3 マテリアルフロー分析の利点、として以下に言及している.

一つには 3 産業への資源投入のみを対象にするため， LCA と比べてデータの収集が容
易であり，収集したデータから指標を作成する段階で LCA のような重み付けなど不要
で，環境負荷評価のための指標の算出にもあまり時間を要しない.よってマテリアルフ

ロ一分析を用いることにより， LCA などの環境評価手法と比べ，短時間で容易に指標を
得られ，迅速に評価を行うのに適した方法である.第二に，マテリアルフロー分析で得
られる指標は，詳細な環境負荷に関しての評価を実施することは不可能であるが 3 環境
負荷発生の可能性の大きさを評価できるため，事前分析として有用である.さらにマテ
リアルフロー分析で得られた指標やデータを元にして後に重み付けすることも可能であ
り， LCA のような総合的な環境評価も可能となる.また資源の投入以後のデータを補完

すれば，そのまま LCA へ拡張できる .

本論文では，上記利点を考慮、に入れながら，食品の加工・流通・消費に関するマテリ
アルフロ一分析を実施 3 その情報をもとに LCA を用いて環境負荷低減の効果の評価を

おこなう.

3. 3. 3 エンジニアリング・ポリシー・アプローチ(Engineering Policy Approach) 

企業は販売している製品あるいは行っているプロセスだけではなく，企業の経営その
もの，経営の方針，経営の戦略を見直そうとしている.すでに世界中の先進国の多 くの
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企業は競争の中におかれていて，その事業活動が環境上の要求を的確に反映 して営まれ
ていることと相互に確認する手順と証が必要 と されている .そこで国際標準化機構

(In ternational Standard Organization; ISO) に よって 国際規格がつく らはじめ，
ISO 1 4000 シリーズとして環境管理システム (IS014001 ， 1 4004) ， 環境監査(ISO 14010 
~ 1 2)が国際的に認められて いる . その他にも ， 環境ラ ベル(IS014020~25) ， 環境パフ
ォーマンス評価 (ISO 1403 1 ) ， ライ フ サイ ク ルアセスメン ト (ISO 14040~43)などが今標
準化の作業が進められて い る.

環境マネ ジ メ ン トシステムを構築した事業所において 3 自らの基準に沿って企業の環
境方針を見直 して継続的に改善してい くことを 3 自 主的かつ透明性をもって推進してい
く ことが期待される.通常は環境マネジメントシステムの中のマネジメント手順 p 役割
分担や意思決定という組織的側面が想定されるが，ここではむしろマネジメントシステ
ム によって得られる環境パフォーマンスを取り上げ 3 指標化すると い う技術的側面に着
目する.

第 6 章では有害化学物質を対象に企業の経営やその方針・戦略を考察する際に，有害
化学物質の管理を推進してい く 上での制度である有害物質排出移動登録 (Pollutant
Release and Transfer Register; PRTR)を道具として，エンド・オフ ・ パイプでの情報

を有害物質排出として把握するだけではなく，その過程での情報とパフォーマンスを把
握することの意義を，流通システ ; 一一…---. . ・ H ・-...・ H ・- ・ 1…

ム における化学物質の管理をとお i ( PRTRの目標 目的~.

して考察する. 1 I 

PRTR の詳細は第 6 章にて述べ

るが，その仕組みを図 3 ・3 ・2 に示

すに その他にも化学物質安全管理

手法として，従来提案され，実施

されて い るものがある.以下の各

手法と PRTR は共に包括的な管理

を相互補完的に推進していくもの

である.

( 1 )化学物質安全性データシー

ト(Material Safety Data Sheet; 

MSDS) 

MSDS は化学物質ごとに有害

性をはじめとする物質性状やその

安全な取扱方法などをまとめたも

ので，化学品のメーカーが作成し 3

ユーザー企業に伝達される .

PRTR において対象となる環境汚

対象発生源(報告者)
=企業

排出 ・移動量報告の担保

報告情報の賃の確国

企業秘密の保護 ] 

. ....................................... 
-・ ・ ・ ・・・・・・ .. . ....・・・ .. .. ............... . . . ...... ・ . " .... . . ...... " ・・.. . ......

図 3-3-2 OECD のガイダンスマニュアルによる

PRTR の仕組み
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染物質ごとに排出量 ・ 移動量を把握するためには 3 ユーザー企業が自ら使用する化学品

の成分を知る ことが必要であるので， MSDS が実施されることで， PRTR 対象物質の成

分情報が末端ユーザー ま で提供されるようになる .

( 2 )レスポ ンシ ブル・ ケア

レスポンシブル・ ケア とは 3 化学物質を扱うそれぞれの企業が化学物質の開発から廃

棄に至るすべての過程において， 自主的に安全 ・ 健康 ・ 環境面の対象を行う活動である .

PRTR に関する取組としては，こ の レス ポンシブル ・ ケアの一環で化学物質排出量調査

が実施されている.

また，環境マネジメントの重要な要素 と なり得る環境汚染物質の排出 ・ 移動量の客観

的な点検・把握，自主的削減目標の設定などに際 して ， PRTR の情報は有効である .

3. 4 環境負荷評価の手法の関連性

前節の 3P アプローチにおける各評価手法について 3 その関連性を本節で考察する .

3. 4. 1 環境資源勘定に着目した評価の関連性

環境負荷を分析するための手法として環境資源勘定(Environmental and Natural 

Resource Accounting)が注目されて い るが 3 森口 8は，マテリアルフロー分析をフローに

重点をおいた 3 「資源、と汚染物質のフロー勘定」と分類、し，持続可能な発展の尺度とな り 3

より集約的な指標を開発するようなマクロなアプローチと定義している . その一方で，

LCA は製品，サービス，技術システムなどを対象に，これに関連する資源の消費量や環

境負荷の発生量のインベントリーを整理する，特定の物質や元素に着目したミクロなマ

テリアルフロ一分析とみなしている.

また，有害性の疑われる化学物質の包括的な管理手法として，日本でも導入が検討さ

れている PRTR 制度における化学物質の環境への排出量の推定にも，マテリアルバラン

ス的な考え方の適用が検討されている 9 すなわち煙突や排水口から集中的に排出された

「古典的」な汚染物質とは異なり，化学物質は環境中へのリリースポイントを把握する

ことが困難である . したがって生産量に輸入量を加えた供給量から，製品原料としての

明らかな消費や輸出 p 処理装置による除去量などを差し引いた残りが 3 環境中に放出さ

れたとみなす方法がこれにあたる . LCA においても有害化学物質や重金属など微量の要

素も評価の対象に含んでおり，産業活動からの排出量の把握だけでなく 3 自然環境中で

の挙動の解明が重要である 10

3. 4. 2 物質に着目した評価の関連性

以上とは別に，本項では物質の視点、から評価手法の位置づけ をおこな う . MFA はシス

テムの物質収支を事実ぞのままに表現 したものである.その物質収支をも と に指標化し，

ライフサイクルに意味のある形で物質の環境影響を評価する方法が LCA である. MFA , 

LCA いずれの手法も，マクロ物質からミクロ物質まで扱うことができる が 3 特に ミクロ

の有害化学物質に ついては 3 リス クアセ ス メントなどの手法も用いられる . 
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図 3 ・4 ・ 1 に示すように 3

循環複合体研究では，

MFA のような収支型手

法がメタポリズム ・ダイ

ナミックス・アプローチ

へ， LCA のようなサイク

ル型手法が製品連鎖アプ

ローチへと発展して い る.

次章以降の各技術的ア

プローチは表 3-4・ 1 に示

すように比較できる.第

4 章では CO2 排出量 p

NOx 排出量 ， COD 排出

ωト~システムわアウトプント~

Eむ
製品連鎖アプローチヘ

図 3-4・ 1 物質の視点、からの評価手法および循環複合体

研究のアプローチとの関連性

量や固形廃棄物量のようなマクロな物質に着目した LCA を実施する.第 5 章でも有機

物，エネルギーや副産物 3 廃棄物などマクロな物質の MFA および LCA を評価の道具と

して扱う.一方，第 6 章では発ガン物質 3 ダイオキシンや内分泌撹乱物質などのミクロ

な有害化学物質の排出移動量の推計を MFA の考え方をもとに考察する.

表 3-4・ 1 本研究における 3P アプローチの特徴

第 4 章 第 5 章 第 6 章

技術的ア プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング・ポリ

ブローチ シー・アプローチ

対象主体 オンサイトとしての工場 地域レベルでの都市部に位 地域レベルを視野に入れ

の空間軸 プロセス 置するフードシステム たオンサイトの流通シス

テム

対象物質 マクロ物質の排出最小化 マクロ物質の循環形成 ミクロ物質の代替による

と最小化 (資材，エネルギー，固形 (有機物) 無害化(製品に混入する

廃棄物) 有害化学物質)

定量的評 LCA MFA , LCA MFA の考え方をミクロ物

価の道具 質に応用

3. 5 本章のまとめ

本章ではまず 3 産業社会を持続可能な社会に構造転換する方法として，技術的手法，

経済的手法 E 制度的手法の 3 つのアプローチの概念を示した.そしてこれらの手法を組

み合わせることにより 3 現在の持続不可能な先進国の産業社会を転換できる可能性を示

した.

次に，上記の手法の中から技術的手法を取り上げ， 3 P アプローチとして分類すると

同時に 3 異なる主体を巻き込み連携し 3 取り組みを実施するための事業活動に伴う環境

負荷定量化の評価手法について概要を示した.

1 番目にプロセス・アプローチとして 3 生産・流通に関するプロセスを設計段階，運
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用段階の両方を見直すアプローチを示した.そのとき有効な評価手法として LCA の概

要を示した.

2 番目にプロダクト・アプローチとして， 製品やサービスを徹底して持続可能な物に

転換するアプローチを示した.ここでは評価手法としてマテリアルフロー分析の概要を

示し 3 これから得られる情報をもとに LCA を行う利点を述べた.

3 番目にエンジニアリング・ポリシー・アプローチと して 3 企業の経営そのもの，経

営の方針 3 経営の戦略を見直すアプローチを示した.ここでは環境マネジメントシステ

ムを構築する際の，化学物質に関する有効な情報を提供する制度として， PRTR をはじ

め MSDS やレスポンシプルケアの概要を示した.

最後に，環境負荷評価手法の関連性を二通りの方法で示した. 一つは環境資源勘定の

視点、からで，マテリアルフロー分析をマクロなアプローチと定義して， LCA や PRTR

における化学物質の環境への排出量の推定をミクロなアプローチと定義した. 一方 3 物

質の視点、からは 3 物質収支の事実を表現する MFA と 3 それを指標化してライフサイク

ルで物質の環境影響をみる LCA を定義し，それぞれの循環複合体で用いるアプローチ

との関連性を示した.そして次章以降の各アプローチの比較をおこなった.
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第 4 章 薄板鋼飯めっき工場におけるプロセスの環境負荷の評価

4. 1 生産工場における環境に対する取り組み

環境に対する取り組みは ，工場などの生産現場の操業プロセス 3 とり わけ汚染物の
排出の改善から始ま った .そ し て 3 発生し た汚水 に は添加物を加えたり 3 反応を促し
た あ とで，汚泥として汚染物 を除去する ことがまず採用された.排ガスに対しても同
様に微粒子の分離技術を実施し たため 3 多く の場合に処理技術は大気や水の中の汚染
物 を 固体に 転換 して安定化する働きを したことになる.

生産プロセスを変える に は 3 技術的な見通しをえることが必要であり， 一般的には
新規設備投資の費用も 膨大になる.そこで過去には生産プロセスの主たる部分は変え
ずに，末端に 環境汚染防止機器のようなエンド・オブ・パイプ技術(end-of-pipe 

technology) を付け加えることで 3 環境規制に対処してきた.その結果 3 出口のとこ
ろで汚染物を 1/2--1/4 に削減でき 3 それが各工場に普及することで周辺地域の
環境が改善された.

環境問題が p 典型 7 公害に代表される局所的・地域的なものにとどまっていた時期
では，こうした処理技術が有効な環境対策となり，日本は産業公害の克服でまれにみ

る成功をおさめることができた.汚染対策を産業化することにより E 国民経済のレベ
ルでも経済成長に寄与することになった.

他方，大量に発生する固体廃棄物を焼却し大気中に排ガスを還元したので 3 形を変
えて環境に対する負荷を移転したにすぎない.見方を変えると，気体，液体，固体の
三つの相のうち，環境の規制がもっとも緩やかであった固体相に環境負荷が移動した
とみなすこともできる.またエンドオブパイプ技術の効果は 3 生産規模や産業規模が
大きくなるにつれて 3 薄められ除去されずに残された汚染物が無視できなくなり 3 汚
泥や焼却灰などの中から新たに汚染物が発見されることも少なくない.

このように公害防止技術，エンドオブパイプ技術のみでは，トータルの環境負荷を
低減するには限界がある.それに対して，物の流れのより上流である製品の生産過程
から 3 廃物の発生抑制，資源・エネルギーの使用抑制を念頭においたものがクリーナ
ープロダクシヨン (Cleaner Production)の考え方であり 3 そのために生産の主たる装

置を廃棄物や汚染物を発生しにくい生産プロセスとする技術がクリーナーテクノロジ
ー(Cleaner Technology)で、ある.そして事業者の側からみても 3 生産効率を上げつつ

環境保全の効果も大幅に向上させるように製造プロセス全体を見直したほうが経済的
にも有利となることが考えられる.

本章では 3 産業社会を持続可能な社会に構造転換する手法の一つである技術的手法
の中で 3 プロセス・アプローチを取り上げる.素材加工のプロセスを持つ工場を対象
に ， 品質向上， 生産効率向上などを目的とした 5 つの改善事例について，それらの環
境に対する影響への寄与を， LCA を道具と して環境負荷の定量化を試みた.
最近は，製品ライフサイクルのどのステージにおいても多数の LCA 研究がおこな

われて い る が ， 二酸化炭素やエネルギー消費を指標とした研究だけでなく，永田ら l
にみられるような NOx/SOx 排出量や BOD/COD 排出量を指標にした研究も増えてき
て い る. 一方 3 イ ンべ ントリー分析にとどまらず 3 小関ら 2や Ceuterik 3 らのように，
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既存のデータ ベース を用いて イ ンパク ト 分析まで試みた研究も行われている . しかし

ほとんどの研究は個別の工場や製品に特化 した研究であり p 通常の事業活動における

環境改善のための方向性を示した ものではな い .

本章の LCA 研究の意義は，イ ンベン ト リ ー分析 ・ インパクト分析の結果をさらに

改善分析 3 解釈することで，産業活動に よ る 地域的環境影響を低減させるような，事

前の環境計画の際の， 環境影響 を低減するた めの視点 ， 留意点、を提示し 3 クリ ーナー

テクノロジーの有効性を考察するもので ある.

4. 2 LCA のインべントリー分析の目的の明確化とデータ収集

LCA 研究は次の 6 つに分類される べ

①製品・製法などの変更・改良に伴う環境負荷の評価

②環境目標値，基準値に対する達成度の評価

③環境負荷低減面からの製品・製法などの改善点の抽出

④製品聞の環境負荷の比較

⑤流通・処理・リサイクルなど社会システムの検討評価

⑥ライフスタイルの評価と改善目標の抽出

本章の LCA 研究は 3 ①の製品・製法などの変更・改良に伴う環境負荷の評価にあ

たるものである.本節では， LCA の手順に沿ってインベントリー分析のためのデータ

収集をおこなう.

4. 2. 1 スコーピング

生産プロセスはおおまかには素材加工 と組み立ての二種類に分類できる.各プロセ

スにおいて，オペレーシヨンに必要なエネルギーや資材，排出される廃棄物は表 4・2 ・ 1

のような特徴をもっている.

本章で対象とする工場は大阪府南部に位置し 3 素材加工のプロセスを持つ.薄板の

鋼板を中心的な製品として生産し，自動車，建築 3 電気など様々なユーザーの多岐に

渡る用途に使用される素材を供給している.その工場の概要を表 4・ 2 ・2 に，主要な鋼

板製造プロセスを図 4-2 ・ 1 に示す.製造一使用一廃棄という鋼板のライフサイクルの

各段階のなかで 3 工場内での製造段階の環境負荷を中軸とし，その使用段階 3 廃棄段

階の環境負荷を視野におさめて分析評価する.対象事業所が大都市圏の密集した工業

専用地域にあり 3 かつ住宅地域にも隣接しているため，地域内の環境改善にも 注意を

払う必要があるので 3 ま ず製造段階における環境負荷を中心的に取り上げる.

表 4 ・2 ・ 1 生産プロセスの種類とオペレーションの収支内容

プロセスの種類、 インプット項目 アウトプ ッ ト項目

素材加工

組み立て

熱エネルギー，各種化学物質 各種汚泥，排水，排気

動力 3 機械部品 多種多様な端材
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できるプロセスに限界があり 3 すべてのプロセスを網羅できないことにある.また，

選定したプロセスのインベントリーは 3 ある特定の条件下での値で客観性に乏しい こ

とである.

一方産業連関分析は積み上げ法の欠点を補うもので，産業を詳細な部門に区分し，

部門聞の連携をあらかじめ明確にしてお くことによって，ある部門の製品のインベン

トリーをトップダウンで求めるものである.すなわち， 一国の産業をできるだけ詳細
な部門に分け 3 部門聞の金額ベースのやり取りから 3 エネルギーや環境負荷などの物
量について直接間接のやり取りを推定しようとするものである.産業連関表を用いる
利点は，ある製品の直接間接のインベントリーを理論的に算出できる点にある.産業

連関表によるインベントリー算定方法について以下に説明する.

産業連関表において，製品を含めた財の投入・産出バランスは式(4.1)で表される.

表 4 ・2-2 対象工場の概要

項目 内容

工場設立年度 1963 年
敷地面積 396 ,619m2 

主製品 亜鉛，アルミ 3 銅などのめっき鋼板
年間鋼板生産量 1,600 ,000 tonl年
エネルギ一年間使用量 電気: 370 ， OOOMWh/年 3 ガス: 71 ， 400 ， 000m3/年

図 4-2-1 対象工場の主要な製造プロセス
X=AX+F+E-M (4.1) 

ただし， A: 投入係数ベクトル， X: 国内生産額ベクトル， F: 最終需要額ベクトル，

E: 輸出額ベクトル， M: 輸入額ベクトル
4. 2. 2 インべントリー分析の前提条件

( 1 )環境負荷指標(Environmental Loading Indicator) 

取り上げた環境負荷の指標を表 4 ・ 2-3 に示す.各改善事例を比較し相対評価するた

めに，対象ラインの鋼板生産量 1 トン当たりの負荷量を計算した.

産業活動起因の環境負荷を低減するために，ライフサイクル活動に大きな影響をも

ち，地球温暖化の原因となる CO2 排出量をまず取り上げる.

さらに工場のオンサイトでの生産活動が大気汚染 3 水質汚染，土壌汚染などの地域

公害を引き起こす可能性があることから ， NOx 排出量 ， COD 排出量 3 産業廃棄物量

をインべントリー分析の重要な指標として設定する.

式 (4.1) を X について解くと式(4.2) となる.

X=L(F+E-M) 

ただし， L: レオンチェフ逆行列， 1 単位行列
L=(I-A) 一 1=I+A+A 2 +A 3 + …・

(4.2) 

表 4-2 ・ 3 インべントリー分析で取り上げる環境負荷指標

環境負荷指標単位 環境影響 評価に対する考え方

j 財に 1 単位(百万円)の圏内最終需要が生じた場合 3 誘発されるすべての生産は (1
-A) ー l の j 列によって示される.つまり， j 財 1 単位の需要に対し， i 財の生産が 11)
だけ誘発されるということである.ここで i 財を 1 単位生産するのに必要なインベン

トリー v の量を S vl とすると， J 財 1 単位生産するのに直接間接に必要とされるイン
べントリー vの量 t vi は，式(4.3)で表すことができる.

CO2 排出量 kg-C/tonｭ
steel 

kg/ton-steel 

gIton-steel 

kg/ton -steel 

地球温暖化 資材 3 エネルギーのライフサイクルでの
排出量も算出

工場のオンサイトでの発生量から算出

向上

向上

t vi = L: i S vi X lij 
(4.3) 

NOx 排出量
COD 排出量

固形廃棄物量 一
一
一
一
一

式 (4.3) を行列表示すると式(4.4)となる.

( 2 )環境負荷量算定方法

一般的に環境負荷の原単位の算定法には「積み上げ計算法(Process Analysis) J と「産

業連関分析法(Input-Output Analysis) J がある.それぞれ次のような利点，欠点、が指

摘されている 56

積み上げ法では，需要側から製品の生産過程をボトムアップで分析していく方法で，

各プロセスとそのインべントリーはできるだけ詳細に調べなければならない.その利

点、は F 具体的なプロセス技術を検討していることから，インベントリーの作成根拠が

明確にでき 3 かつ対策の検討も容易になることである.積み上げ法の問題点は，調査

T=S. L (4.4) 

ただし， T: 直接間接の投入インベントリー行列(各財 1 単位を生産するのに直接関
接に必要となるインベントリー量を示す行列)

S: 直接投入インべントリー行列(各財 1 単位を生産するのに直接必要とな

るインべントリー量 を示す行列)

産業連関表は 3 インべントリーに関して直接間接の分析を行える利点があるが 3 問

題点、として以下の項目があげられる.
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-部門がせいぜい 500 程度であるため，個々の工業製品や技術を分析するには不十分
である.

・ 今までに構築された社会インフラを基にしたフローによる分析のため 3 過去の イン
フラの整備に要したインベントリーの影響が無視されている.その結果，インべン
トリーの環境影響の過小評価が生じる.また産業の発展段階や産業構造の異なる国
の産業連関表を用いると，結果が異なってしまう.特に，途上国のようにまだ産業
のインフラが整備されていない国での分析は不離が大きい.

・新技術やリサイクルのように，まだ産業連関表に取り入れられていないものに関す
る分析ができない.また在来技術でも途上国のようにまだ製造インフラがないとこ
ろでは分析できない.

・輸入品に関する分析は 3 輸入国の産業連関表が必要になるが 3 かならずしもすべて
の製品について連関表が整備されているとは限らない.

・建設期間のある技術や製品に関しては，産業連関表の分類項目が直接結びつかない.
ダイナミックな分析には無力である.

理論排ガス量は 3 燃料の種類、 と焼却方法で決まる理論空気量，空気比により燃焼ガス

量として求められた.

⑤COD 排出量は，対象工程の排水 COD 濃度と排水量をいずれも観測値を用いて積算

した.

⑤金額評価と環境評価との比較を行うため，鋼板 1 トン当たりのコストについても算

出した.

4. 3 LCA のインべントリー分析の実行9

4. 3. 1 改善事例の概要

対象事業所における最近の改善事例をもとに，環境負荷低減の効果をライフサイク

ルアセスメントを用いて評価する.改善事例として次の五つの項目を取り上げる.

①圧延油の付着した鋼板表面洗浄に使用する脱脂剤をそのまま廃棄せずに洗浄して

再利用できるようなクリーニング装置を設置し 3 脱脂剤の寿命延長とともに鋼板の

品質向上も図った.工場内の二種類の工程でそれぞれ実施されている.

②亜鉛電気めっきライン (Electric Galvanizing Line)の生産効率を向上させるため，

特にめっき後処理部分の乾燥機や冷却装置など電力消費の大きいセクターで大掛

かりな設備投資を行った.

③鋼板の銅めっきに使われるめっき浴に 3 今までは非常に毒性の強いシアン浴を使

周し，シアン処理とそこで発生する汚泥の廃棄処分の必要性があった.そのめっき

浴を毒性のない安全なピロリン酸浴に変更することにより 3 後処理が一切不要とな

った.

④冷間圧延(Cold Rolling)に使用する圧延油により圧延機が黒く汚れ F 作業環境が悪

い状態であったため，品質向上の目的も兼ねて圧延油を牛脂からエステル油に変更

した.工場内に二種類の圧延工程があり 3 それぞれの工程で実施した.

⑤圧延後の焼鈍(Annealing)工程で，品質向上を目的に水素濃度の高い雰囲気で鋼板

の焼鈍が可能な新型炉を導入するべく，実験装置を設置して効果を確認した.

産業連関表は，毎年生産される大衆消費財(食品，衣料，電気製品など)のような
フロー型製品の LCA 研究に有効な方法である.しかし，社会に蓄積しているストッ
ク型の製品となると直接に対応する部門が連関表にないことが多い.そこで生産設備 3
建築物，社会インフラ施設などのストック型製品については，積み上げ法で分析する
ことになる.このように 3 積み上げ法と産業連関分析法にはそれぞれ長所と短所があ

るので，併用することが望ましいとされている 7 しかし新技術や輸入品のようにどち
らの方法でも算定の難しいものも存在するのである.

環境負荷の算定は以下のようにおこなった.

①鉄やガスなどの主要資材の消費による各排出量については主に積み上げ法を用いた.
製造時のデータは対象事業所の調査データを主に用い 3 資材，エネルギーの製造段階
での使用物質・エネルギーのデータは関係事業所へのヒアリング調査結果を使用し，
データ入手ができなかった場合は産業連関分析表のデータで補足した.

②薬剤のような様々な成分を含む資材は積み上げ法では環境負荷の算定が難しいため 3
産業連関表の基本分類 (400 分類)の金額ベース(生産者価格)を用いて，当該財を
含むと考えられる分類産業の単位最終消費額から誘発される生産活動の際の燃料等消
費より算定した 8

③装置内包，資材消費，エネルギー消費，廃棄物排出という四つの項目ごとの負荷量
と相対比率をインべントリー分析で評価した.その際改善効果が明確に把握できるよ
うに，改善により変化した部分のみの負荷量を算出した.

装置類については，稼働時の燃料消費とは別にその製造段階での環境負荷を計上す
る必要がある.ここでは耐周年数による減価償却と同様の扱いで，鉄など構成主要資
材の重量を耐周年数で除することにより， 1 年あたりの資材使用量としてフロー化し，
それをもとに積み上げ法を用いて環境負荷量を算出した.

④NOx 排出量は，炉の理論排ガス発生量と N値管理値から最大 NOx 発生量を求めた.

これらの改善事例は 3 図 4 ・ 3 ・ 1 に示すように，工場の製造プロセスのそれぞれのサ

ブプロセスに位置している.これらは基本的には生産効率や製品性能などに着眼した

ものであるが，それが結果として環境負荷の低減に寄与しているかどうかを検証する

こととする.

熱延

銅l&
最終
製ロ

ロロ

①
 

④ ⑤ ③ ② 

図 4-3-1 工場の製造プロセスにおける改善事例の位置
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インべン トリー分析に 用 いる CO2 排出量原単位
単位単価 産業連関方式

( 円/単位)原単位(トC/円 ) 部門名称
87 ,500 1.83E-06 石鹸、合成洗剤、界面活性剤

698 ,000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品
840 ,000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品
345.000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品

t 255 ,000 1.46E-06 油脂加工製品
t 425.000 1.46E-06 油脂加工製品
t 315 ,000 1.46E-06 油脂加工製品

kwh 971 1.18E-05 事業用火力発電

24.29 1.79E-05 天然ガス(国産)
300 1.11 E-06 上水道・簡易水道

4. 3. 2 工程改善の目的と目標

( 1 )工程改善の目的

各改善事例における着眼点を整理して表 4・3 ・ 1 にまとめた.非通常時や故障・事故

のような緊急時も念頭に置きながら 3 通常時の状態を研究対象とした.

改善事例の目的をみると 3 主に品質レベル向上が要求される場合が多く F 次いで省

エネ 3 資材原単位低減などのコスト低減，生産能力向上と続く.労働衛生に関しては

今までにも考慮され 3 改善されてきたが 3 地球環境なとグローパルな視点を考慮に入
れた改善の試みはまだまだ少ないと判断される.

表 4・ 3-3
種類

脱脂剤
銅めっき;在(シアン)
銅めっき;夜(ピロリン酸①)
銅めっき;夜(ピロリン酸②)
圧延油(牛脂)
圧延油(エステル系①)
圧延油 (エステル系②)

エネルギー電力

天然ガス
上水
窒素( 1 )

水素( 1 )

廃棄物処理シアン液処理
ピロリン酸;在処理
シアン汚泥処理
廃油処理

水素12%用インナーカバー
水素100%用インナ一力パー

(1 )企業へのヒアリング結果から算出した
(2)工場内データを利用した

資材

表 4 ・3 ・ 1 改善事例の目的

NO. 改善項目 目的

I めっき前処理脱脂剤のクリーニング品質向上 3 資材使用低減
2 亜鉛電気めっきラインの生産量向上生産効率の向上
3 銅めっきのめっき薬品の変更 資材使用低減 3 労働衛生の向上
4 冷間圧延油の種類変更 製品品質向上 F 労働衛生の向上
5 水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入 製品品質向上 3 生産効率向上 3 エネルギー使

用低減

装置

3 
m 

ゐ
・
』
肉J

司d
m

m

 110,000 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
t 40 ,000 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
年 10，7 89 ，000 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
t 4 ,500 3.97E-07 廃棄物処理(産業)

64円/製品tl2 J 5.45E-06 鋳鉄品および鍛工品 (鉄)
143円/製品t(2 J 4.36E-06 鋳鉄品および鍛工品 (鉄)

( 2 )工程改善の目標

目標を定量的，測定可能な内容で表現することで改善前後での比較が可能となる.
ここでは各改善事例についての達成可能な目標を表 4-3-2 に示す.環境目標について

は通常の環境保全活動の指標を使用して計量できるものに基づいて設定することが都
合がよい.本研究では地球温暖化防止と地域公害防止の観点から評価を行うため， CO

2 

排出量 ， NOx 排出量 ， COD 排出量 3 固形廃棄物量の 4 項目の削減を計測可能な目標
とした.

No. 項目

表 4-3 ・4 設備のインベントリーデータ

価格耐周年数 産業連関方式
(干円 ) 原単位(t-C/円 ) 部門名称

27 ,500 7 9.50E-G7 その他の一般産業機械および装置
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表 4・3 ・2 改善目的に対応した目標内容

目的 目標

製品品質改善

生産効率向上
エネノレギー使用低減
資材使用低減
労働衛生向上

環境負荷低減

製品歩留向上

プロセス所要時間短縮
原単位低減
原単位低減

曝露リスク低減

CO2排出量 ， NOx排出量
COD排出量 3 固形廃棄物量低減の低減

( 1 )めっき前処理脱脂剤のクリーニング

二種類の工程でそれぞれ環境負荷の算出を行った.新たに設置したクリーニ ング装

置は 3 耐周年数 7 年として環境負荷のフローを算出した.その結果，図 4 ・ 3 ・ 2 に示す

ように脱脂剤使用量の低減によりすべての項目で改善が達成されていることが明らか

になった.

30.000 7 その他の一般産業機械および装置

CO2排出量
( t-C /単位)

0.160 
2.701 
3.251 
1.335 
0.372 
0.621 
0.460 

0.00011 

0.00043 
0.00033 

0.00005 

0 φ00011 

0.044 
0.016 
4.283 
0.002 

0.00035 

0.00062 

CO2排出量
(t-C/年)

3.732 

4.071 

275.104 
16.752 

2.199 
1.140 
1.602 
8.645 

4. 3. 3 インペントリー分析結果

ここでは 5 つの改善事例の環境負荷低減の効果をインべントリー分析を用いて評価
した. LCA に用いた CO2 排出量原単位を表 4 ・3 ・3 に E 改善時に導入された設備のイ
ンべントリー算出データを表 4 ・ 3 ・4 に示す.そして以下の解析では，それぞれ改善前
の各環境負荷項目の合計値を 1 とした時の改善前と改善後の相対比率を算出し 3 改善
前後の比較を行った.

( 2 )亜鉛電気めっきラインの生産効率向上

この改善は一つのプロセスにおける生産量の増加を目的としているため 3 そのプロ

セスに設置されているすべての装置の環境負荷内包分について 3 産業連関表をもとに

マクロ的に算出した.その結果，図 4 ・ 3-3 に示すように，設備増強後 3 稼動時に必要

なエネルギ-使用量の増加に伴い，環境負荷が増加していることが明らかになった.

これは生産効率の向上がエネルギー投入によって達成され 3 コスト節約となっている

と解釈される.
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( 3 )銅めっきのめっき薬品の変更

これはめっき 浴の化学成分 を 変 更 した改善事例であり p 新しい装置の導入の必要は

なかった.また毒性を持つシアン浴をなくすことでシアンの後処理も省 く ことができ

た.シアン処理装置の環境負荷内包分は改善前後の比較に含めた .

その結果 F シア ン処理に関わる 費用 E 環境負荷が図 4・ 3 ・4 に示すように総じて減少

し，すべての項目 で改善が達成されて い ること が明 らかに な った .ま た労働衛生に関

しても 3 シアン化カリの取り扱いがな く なったので 3 労働者の曝露リ ス クが大幅 に減

少している.

電力については使用量の変化が予想されたものの 3 モニタリ ングの問題から改善部

分のみの使用量が抽出できなかった.しかし，対象プロセスにおけるトータルの電力

使用量が改善前後でほとんど変化がなかったため，電力使用量につ いては算出対象か

ら外した.
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( 4 )冷間圧延油の種類変更

この改善により圧延機の清浄化が図られ，労働衛生は格段に向上した.しか し図 4・

3 ・ 5 に示すように改善に伴う費用，環境負荷の増加が明らかなった. CO 2 排出量につ

いては改善前後でほとんど変化がないことがわかった.

( 5 )水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入

この改善により 2 生産効率は約 2 倍に向上した.しかし，図 4-3-6 に示すように 3

CO 2 排出量は減少したものの NOx排出量は逆に増加してしまうトレード・オフの関係
が明らかとなった.総合的に効果を判断するためには各環境負荷項目闘で重み付けを

行い 3 インパク卜 分析(Impact Analysis) を実施する必要がある.
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Loading by 

Waste Disposal 

口 EnvironmentaI 

Loading by 

Energy 
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( 6 )各改善事例の相対評価

以上の個々の改善前後の評価結果をまとめたものを表 4-3-5 に示す. í めっき前処理

脱脂剤のクリーニング」と「銅めっきのめっき薬品の変更」の改善事項は，資材の使

用を低減することにより環境負荷とコストの両面において成果を得ている.特に「銅

めっきのめっき薬品の変更」は副産物発生を防止したことで 3 すべての面で大きな効

果がある. í冷間圧延油の種類変更」の改善事項は資材消費量が増加したために，その

部分に起因する環境負荷が増加していることがわかる.

一方， í亜鉛電気めっきラインの生産効率向上」や「水素雰囲気の新型焼鈍炉の導

入」の改善事項はプロセス所要時間の短縮化のため，工程への投資が環境負荷を大き

くさせている傾向がある.

したがって地域内の環境負荷を低減するためには F まず資材使用量の低減が比較的

簡単な施策であり有効的である.また副産物を発生しな い ようなプロセスへの改善を

推進して いく ことも効果が大きい.
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表 4 ・ 3 ・ 5 インべントリ一分析の評価のまとめ
No. &善事項 生産コスト 製品品質 フロセス エネルギー資材消費 労働衛生 E霊境負荷

所要時間 消費
1 めっき前処理脱脂部|の (a) 0.54 変化せず (a) 0.47 (a) C02:0.50 (ー0. 15kg-C/ ton )
クリー二ング (ー75円 /ton) COD:0.47 

(b) 0.72 変化せず (b) 0.64 (b) C02:0.67 (一0.06kg-C/ton )
(-3 1 円 ton) COD:0.49 

2 亜鉛電気めっきフインの 0.93 0.90 電気 : 1.18 C02: 1.叩 (+0.56kg-C/ton l
生産量向よ (-380円 /ton) ガス1.18 NO X: 1.18 (+0.7 g/tonl 

3 銅めっきのめっき薬品の 0.32 0.64 曝露リスクの C02:0.32 (ー026kg-C/ton)
玄室 (-474円Iton) 低減 廃棄物 : 0 .00 (一 1.11也/ton)

4 ;令間圧延;砲の種類変更 1.36 向上 ガス 0.0 5 2.18 曝露リスクの C02:1.00 (-O.Olkg-C/ton) 
ト376目Iton ) 低減 廃棄物1.58 (+4.14krC/ton) 
1.08 向よ 0.44 電気 0 .58 2.12 C02:0.91 (一0.11kg-C/tonl 
(+74円 /ton ) ガス : 0.87 NOX:1.83 ( +0.23見Iton)

合ー改善後 / 改善前 (数値が 1 よりの小さい時 ， 向上)
(数字) =改善後ー改善前 (負の数の時， 向上)

4. 4 LCA のインパクト分析の実行

4. 4. 1 各国の重みづけ評価の特徴

改善効果を総合的に評価するためには 3 各項目聞の環境負荷を全部足しあわせ， 1 

本の評価指標として表現する必要がある.そのためには境界を通じてシステムに出入

りしたエネルギー・環境負荷のデータに関する詳細な記述を環境問題として識別でき

る形に解析し，それぞれの数値のもつ意味や相互の関連性を明確にする必要がある.

しかし「データの測定あるいは算定はできても，環境インパクトとの因果関係を明

らかにすることは容易ではない」というのが 199 0 年バーモンドでの第 1 回 LCA 会議

での結論であり，これは現在も変わっていない. CO2 , SOx , NOx などの数値はわか
っても 3 それらがどの程度，人の健康や生態系に影響を与えるのかを関連づけるのは
きわめてむずかしい.さらに排出された物質は単独ではなく 3 複合的に環境に対して
複雑な影響を与える.

にもかかわらず 3 データ解析を通じてこれら排出物が環境に与える影響を関連づけ 3
各環境負荷項目間で何らかの重み付けをしようとする試みがある.

( 1 )オランダ E ライデン大学環境化学センター(CML)lO

オランダにおける LCA 手法の開発は 3 ライデン大学環境科学センター何ML)，オラ

ンダ応用科学研究機構(TNO)およびオランダ政府の燃料・資源局(B&G)が共同で進め
ている.

各項目の消費量または排出量の実測値に項目ごとに定められた重みづけ係数をかけ
て，環境負荷指標のカテゴリーごとに集計する.

カテゴリ一指標=L:消費量または排出量×重みづけ係数

重みづけ係数については表 4 ・4 ・ 1 に示すような 14 の環境問題を減少・汚染・ダメー

ジに分類、し 3 以下のように「定量化ファクタ」を設定して数値化する試みを行ってい
る.

- 資源の枯渇は原材料使用量の総和を可採資源量の総和で除した無次元数で表現

40 

. 生物資源、についても同様の考え方でサイ，ゾウ，鯨などの枯渇ファクタを設定

.オゾン層の破壊については CFC・ 11 (トリクロロ フロロメタン CFC13 ) を l とした

オ ゾン層破壊ポテンシャル ODP を設定

・温暖化効果についても CO2 を 1 とした温暖化ポテンシャル GWP を設定

その他の項目に関しでも同様の試みがなされ，地球規模の環境影響を評価すること

を可能としている.また定量評価の欠点、を補う目的で ，数字による 重み付けの代わり

にエキスパートが判断する定性評価の負荷を試み，数値化できないため欠落していた

因子をあえて付け加えることで，より説得力のある評価を可能としている .

表 4 ・4 ・ 1 標準的な影響定量化モデルで検討される広 く認められた環境問題

減少 汚染 ダメージ

非生物資源、の減少 ・温室増強効果 ・ 生態系と景観のダメージ

生物資源、の減少 ・オゾン層の破壊 ・犠牲
・人に対する毒性

・生態毒性
・光化学オキシダント生成
.酸性化

富栄養化

・廃熱
・臭気
・騒音

( 2 )スイス連邦内務省環境局(BUWAL)11

スイスにおける LCA 研究は， BUWAL (スイス連邦内務省環境局) ，ミグロス(ス

イス最大の生協)およびチューリッヒ連邦工科大学がそれぞれ研究，資金とデータの

提供 3 実務を担当し，連携しながら行っている. BUWAL が開発したエコポイントで

扱われている環境負荷項目は，大気汚染，水質汚濁 3 エネルギー消費 3 廃棄物排出に

大きくカテゴリ一分けされ，各項目の重み付け係数であるエコファクタを以下の方法

で算出している.

エコファクタ= (1 /Fk) X (F /Fk) x C 

F: 実際の負荷量(スイス全土/年間)

Fk :許容限界負荷量(スイス全土/年間)

C: 取り扱いやすい数値にするための無次元の因数(1012
) 

そして製品の生産段階などで実際に排出された量(m) にこのファクタを乗じた全エ

コポイントを計算する.

全エコポイント=L:エコファクタ (í) X m(i) 

このようにすべての項目のエコポイントを集計し 3 全体のエコバランスをみること
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としている.そしてエコポイントの値が大きいほど環境に悪いということになる .

この方式は「スイスの排出基準」をベースにしているところに特徴があり ，政治的 ，

社会的判断がすでに導入されている点で賛否両論がある . すなわち実際的で説得力が

ある一方で，ローカリティがありすぎて国際的基準になり得ない . ハ
UR

V
 

( 3 )スウェーデン環境研究所 1 2

スウェーデン環境研究所(IVL) と自動車メーカーのボルボ 3 スウ ェーデン産業連合が

共同で， EPS(Environment Priority Strategies for Product Design)システムと いう

環境影響計算システムを開発している.

EPS システムは，環境影響を環境負荷値 ELU(Environmental Load Unit) という数

値で表現しており 3 人の損失余命を基礎にした単位である.例えば，ある原材料 lkg

が環境に及ぼす影響を環境指数(ELU/kg) とし，その値に原材料の使用量を乗じること

で環境負荷値(ELU)を算出する.
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環境負荷値(ELU) =環境指数(ELU/kg) X 量 (kg) 。

Before Improvement After Improvement 

そのベースとなる環境指数の算出方法は下式のように生態学的なさまざまな要素を

加味 している.しかしその中身がブラ ッ クボックスであるため 3 い わゆる客観性 1・透

明性に問題があるといわれている.

図 4・4 ・ 1 電気洗浄脱脂剤のクリーニ ング装置導入による環境影響の変化

(連続焼鈍ライン)

環境指数=範囲×分布×頻度あるいは集中度×持続×影響比率×修復可能性

表 4-4-2 インパクト 分析のための環境負荷指標と重みづけ係数

環境負荷指標 重みづけ係数
100 

4. 4. 2 改善事例のインパクト分析の実行

以上の実例を踏まえた上で，改善事例のインパクト分析を実施する.その際，スイ

スで提案されている重みづけ係数(エコファクタ)を用いて，環境指標 (C02 ， NOx , 

COD) の評価の統合化をおこなう.固形廃棄物量については 3 廃棄物に関するエコフ

ァクタが一般廃棄物・産業廃棄物の 2 種類、しかなく廃棄物の物性による差が表れない

こと 3実際の廃棄物が汚泥でありその水分などのデータが入手できなかったことから，

ここでは算出対象から外した.

まず使用する重みづけ係数を表 4・4 ・2 に示す.

700 

圏 Environmental Impact by NOX Emission 

600 

500 

円
υ

ハ
u

n

u

n

U

 

A
事

q
u

u
E一o
a
o
o
u

200 

(Ecopoint/宮)

0.036 
42.3 
3.83 
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Before Improvemen't After Improvement 

図 4-4-2 水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入による環境影響の変化

インパクト分析の結果を表 4 ・4 ・ 3 に示す.改善事例の中で特に環境影響の低減に効

果があった 3 「電気洗浄脱脂剤のクリーニング J ， í水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入」の

事例について図 4 ・ 4 ・ 1 ， 4 ・4 ・ 2 にその結果を図示する.
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の変更が環境負荷を低減す る場合もあるが 3 一方他の事例において は環境負荷が増

加する場合もある.すなわち資源種類変更の場合は環境負荷低減の効果を予想する
のは難しい.チェ ツ クシートなどを利用して ，プ ロ セスに お け る 物質収支の変化を

詳し く 調査することが不可欠である.

資源反応時間の短縮は製造の効率化を進める が ， 環境負荷 を増加 さ せ る傾向がある .

製造効率を改善するには 3 同時に製品あた りの資材やエネルギーの使用量低減を図

る必要がある.

副産物の発生防止は資材消費量を低減し，環境負荷とコストの両面に大きな効果が
ある.よって環境保全の目的で副産物の発生を防ぐような製造プロセスを選択する

ことは望ましい . 

• 

• 

インパク ト 分析の結果

改善項目 改善前 (Ecopoint) 改善後 (Ecopoint)

CO ヲ NOx COD 言十 CO2 NOx COD : 言十

l めっ き 前処理脱脂剤のクリ 一 二 11 。 II 6 。 6 
ング 36 37 24 25 

2 亜鉛電気めっきラインの生産量 206 158 864 226 186 412 
向上

3-銅めっきのめっ き 楽品の変更 14 14 4 4 
4 冷間圧延油の種類変更 74 74 73 手3

5 水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入 505 10 ':515: 442 20 46:2: 

この結果から 3 「めっき前処理脱脂剤のクリーニング」や「銅めっきのめっき薬品の変

更」のように環境負荷のインべントリーを削減できた事例は，図 4 ・4 ・ 1 にも示すよう

に 当然インパクトも低減できて い る. 一方，「水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入」の事例

は，イ ンべントリ一分析では CO2 排出量と NOx 排出量の間でトレード・オフの関係
があったが 3 図 4-4 ・ 2 からわかるように全体では環境影響が低減できており，生産効

率の向上を目的とした施策でも，省エネを図ることの効果が大きいことが明らかにな

った.

表 4 ・4 ・ 3

この結果から 3 環境負荷の低減のためには 3 まず副産物の発生防止を，次に資源再
利用を選択することが望まれる . 事業者にとっては改善事項を資源の視点からカテコ

リー分けすることにより 3 代替案の優先順位を決めることができる.

4. 5. 2 素材加工プロセス工場における環境負荷低減に向けた取り組み

以上の結果をもとに，素材加工プロセスをもっ工場での環境負荷低減に向けた取り

組みの際の留意点を以下にまとめる.
4. 5 薄板鋼飯めっき工場における環境改善分析の結果の解釈

前項までのインベントリー分析は，すべて実施済の施策の環境負荷低減への効果を その代替案の優先順位は( 1 )資源的観点、から環境負荷低減の施策を考案するとき 3

下記の順で選択するのが望ましい.確認したものである.今後 3 環境負荷の小さい 3 環境効率の高い生産システムの構築

に向けた設備投資を行う際に，持つべき視点や環境負荷低減のための一般的手順につ

いて考察する. ①副産物を発生しない資源、の選択

②資源再利用の促進

③資源、の種類の変更

プロ3 番目の資源、の種類変更を選択するときはョチェツクシートなどを利用して，

セスにおける物質収支の変化を詳しく調査することが必要である.

4. 5. 1 資源の視点か ら の評価

まず産業活動における代替案を資源の視点、からカテゴリ一分けを行うと，上記の改

善項目は表 4・5 ・ 1 に示すように分類できる.この資源、の視点、を用いて，環境改善の効

果を以下のように評価する.

( 2 )代替案を実施するにあたって 3 対象工程や箇所において次の具体的行動をとる

ことによって詳細な情報を収集することが望ましい .

改善事項の資源の観点、からの分類表 4 - 5 ・ 1

定期間隔毎に資源使用量を記録する

エネルギー使用をモニタリングする計器を取り付ける

燃焼炉の各バーナーの空気比と燃焼温度を定期的に点検する

排気，排水の化学物質濃度を定期的に測定・記録する

廃棄物発生の量 と時間を記録する

• 
• 
• 
• 

1

2

3

4

5

 

資源、の観点、からのカテゴリー

止防生発の物
縮
産
短
副

の

用
問
更
更
更

利
時
変
変
変

再
応
類
類
類

の
反
種
種
種

源
源
源
源
源

資
資
資
資
資

改善事項

めっき前処理脱脂剤のクリーニング
亜鉛電気めっきラインの生産量向上

銅めっきのめっき薬品の変更
冷間圧延油の種類変更

水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入

No. 

このように， 実際の改善に関する測定とモニタリ ン グは特に重要である.これ らの

方策をシステム化することにより，加工プロセスをもっ工場で環境マネ ジ メ ン ト シ
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• 
資源、の再利用 3 特にクロースド・ループ・リサイクルによって資材使用量を低減で

き， 環境負荷の低減やコスト面のを改善が可能となる.初期投資コストに見合った

環境負荷の低減が可能であれば，せひ実施することが望まれる.

いく つかの事例におい ては 3 品質向上や労働環境改善を目的とした投入資源の種類

• 

• 
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ステムの構築をより進めることができる.

4. 6 環境負荷低減のための LCA の課題

LCA を試行する過程で 3 次のような課題が明らかになった.

( 1) LCA の認識浸透の必要性

環境負荷量の計算のため 3 関係各社に資材やガスの燃料使用量を問い合わせたとこ
ろ，様々な反応が返ってきた.

①最初戸惑いが見られたが， LCA の考え方を理解してもらえると調査に協力してもら
えた.

②突拍子もない考え方に受け取られた資材納入などの関連業者もあった.事業所の関
連業者との協力が欠かせない.

③燃料使用量から単価設定の根拠を推定されると思われ，教えてもらえなかった事例
もあった.

以上から LCA の社会的議論の程度，社会的受容の程度がまだまだ低いことを痛感
させられたが，今後の産業 3 経済 3 社会活動において LCA が極めて重要な役割を果
たしていくことは間違いなく E もっと社会に広く認識させていく必要がある.

(2) LCA に必要な情報の蓄積化

輸入物や様々な業者を経てくる資材は 3 トータルの環境負荷を求めることが非常に
困難である.そのため原料および製品素材のライフサイクルインベントリーの数値を
個々の企業 3 業界毎に整備 3 提供し，その情報を社会的情報に変換しかっデータベー
スとして蓄積する必要性が高まっている.ぞうすることにより政策担当者，消費者，
研究者など誰でも LCA を試みることができる.

4. 7 本章のまとめ

本章は，産業社会を持続可能な社会に構造転換する手法の一つである技術的手法の
中で，プロセス・アプローチを取り上げ，素材加工のプロセスを持つ工場で実際に適
用した.

LCA の手順をもとに 3 評価対象，評価範囲を設定した後，品質向上 3 生産効率向上
などを目的とした 5 つの改善事例について，発生する環境負荷をインべントリー分析
で定量化を試み 3 改善前後の比較評価をおこなった.その結果，資材使用量の低減を
目的としたクローズド・ループ・リサイクルや，資材の代替を図ることにより副産物
発生や有害残余物の回避を図ることが有効なことが分かった.
さらにインべントリーの統合評価のためにインパクト分析をおこない 3 特にインベ

ントリーのトレード・オフの関係のあった事例について，省エネの効果が大きいこと
を明らかにした.

これらの改善の事後評価をもとに，プロセスのオペレーシヨンの改善に向けた設備
投資を行う際の事前評価のために，資源の観点から改善事例をカテゴリ一分けし、ク
ローズド ループ リサイクルによる資源の再利用 3 副産物の発生を回避するような
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資材の代替化を優先的に図ることを指摘した.また素材加工のプロセスを持つ工場で

環境負荷を低減する留意点として，具体的に実際の活動を測定・モニタリングするこ

との重要性を示した.

最後に本章で LCA を実施した結果として判明した課題について示した.
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第 5 章

の評価

食晶流通業の副産物を活用した循環志向のフードシステムの構築とその効果

5. 1 緒言

本章では産業社会を持続可能な社会に構造転換する手法の一つである技術的手法の
中で 3 プロダクト・アブローチを取り上げる.農地 3 農産物出荷センターから食品工
場，市場 3 店舗を経て家計消費に至るフード供給システムを 3 都市農村の連携により
循環志向型へ転換し，転換技術を導入して有機系副産物の質を考慮した資源転換を行
って 3 地域および地球環境負荷を削減するための循環モデル構築を目的とする.

まず食品廃棄物のリサイクルの現状を示した後，都市部人口約 130 万規模の，農地
から家計を含めた広義の食品の生産・消費システムとそれに携わる関連セクターを対
象に 3 現状のマテリアルフローを解析し p それぞれのエネルギー投入量と副産物量を
把握する.

第二に 3 食品工場や店舗を中心として工業化された食品の生産・消費システムでの
卓越したエネルギー消費や有機副産物に起因する環境負荷削減を図るため 3 コンポス
ト， RDF 発電，メタン発酵装置を伴った燃料電池などの資源、転換装置を組み入れた循
環志向のフードシステムをデザインし，その導入効果をライフサイクルアセスメント
により評価する.

第三に，フードシステムの関連廃棄物のリサイクルおよび既存施設利用を図ること
によって 3 フードシステム拡張による環境負荷削減の潜在的効果を評価する.

5. 2 食晶廃棄物のリサイクルの現状と意義

食品の製造から流通，消費までを含めた，全国の

5 ・ 1 ・ 1 に示すにその特徴は以下のとおりである.
1997 年度の有機物発生状況を図

• 

• 

• 

製造業から出る有機性汚泥のうち大部分が 3 脱水後，埋立または焼却処理されてい
る一方 3 動植物性残さは比較的リサイクルされており 3 加工工場の原料として再利
用されたり 3 肥料や飼料として販売されることもある.

流通・加工段階の有機性廃棄物は事業系一般廃棄物として排出されることが多いが 3
全体的な数量の把握は行われていないのが現状である.利用状況としては，家畜の
骨や皮 3 魚腸骨の相当部分が飼料などに加工されているが p その他の野菜くずなど
はリサイクルされずに処理されている.コンビこなどの売れ残り弁当やホテル，外
食 3 社員食堂 3 学校給食などの残飯は，従来は埋立 3 焼却されてきたが 3 最近では
資源有効利用や環境教育などの観点、から 3 個々に堆肥化施設を導入するケースが増
加しつつある.

食品が最終的に消費される家庭から出る食べ残しゃ残飯などについては，一部自治
体で分別収集して堆肥イじする取り組みが行われているが，点的な取り組みに留まつ
ている.
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原料

製造 ------ー令

寸ー

ー ーーーーーー令

産業廃棄物 : 1 900万トン年

有機性汚泥 ・ 8割

動植物性残さ : 1 割強

水産部門 8万トンd 年

青果部門 ・ 19万トン年

畜産部門 170万トン年

-・ーー争

ー ーーー'砂

ーー争

脱水後埋立・焼却処理

再利用肥料化飼料化

飼料などに加工

定通・ 加工 ー---ーー・令 事業系一般廃棄物 . つトン年

野草くず

• 

• 

• 

• 

• 

• 

泊費

図 5-2 ・ 1

飲食店 -ーーーーーー令

ーーー・・・・9砂

動物の溜・骨

痛んだ野菜・果物類

売れ残りの生鮮食品・弁当

事業系一位廃棄物 :? トン年

間理くず. 残飯

廃棄物 :2000万トン/年?

ーーーー. 飼料などに加工

その他は埋立・焼却

(一部土佐肥化)

食品産業の有機性廃棄物の発生状況 (1997 年度国内実績)

リサイクルが全般的に進んでない理由は以下のように指摘されている 2

食品製造業の排水汚泥は， 9 割以上が水分のため輸送コストがかかり，用途として

は肥料以外にほとんどなく 3 肥料化しても採算が合わない場合が多い.

動植物性残さは，飼料としてリサイクルするにも乾燥や運搬のコストがかかるため

配合飼料と比べて価格競争力がなく 3 畜産農家などとの間で無償ないし逆有償での

取引が多くなっており，畜産農家の立地も食品工場などから遠隔地に移動すること

で輸送コストも増大している.

卸小売業や卸売市場から発生する野菜くずは，排水汚泥と同様 3 水分含有量が多 く ，

輸送コストがかかる .

都市部の小売業や料理店では，個々の店舗で発生する廃棄物量が少ないため 3 個々

に処理施設を設置することが高コストになるほか 3 施設の設置場所がないこと，現

在の技術では悪臭対策が万全ではないこと，分別が必要であることなどがある.

外食産業の店舗の残飯などは，肥飼料の原料には適しているが，埋立 3 焼却と比べ

てコス ト がかかる.

店舗からのごみの分別よりも， さらに家庭の一般ごみの分別は困難.

有機性廃棄物共通の問題として，有害物質を含まず，焼却，埋立で問題なくできる

ため，却ってリサイクルへの取り組みを遅らせてきたことも指摘されている.

リサイクルを阻害する大きな要因であるコストの問題について 3 堆肥化を例に取る

と，現状では処理業者に処理を委託した方がコスト的に有利となる.その要因として 3
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性
)

食品工場周辺が農業地帯であることが少ない，堆肥の使用が特定の時期に集中して• 

いるなどの理由から ，堆肥の販売先農家をコンスタントに確保するのは難しい.
堆肥化施設の建設コストが高い.

利用先までの輸送コストがかかる . 

• 

[ロ・廃油
・ 尿尿
・食品廃棄物

• 

などが挙げられる.

しかし都市・農村聞の有機物バランスが崩れている現在 3 有機物循環を形成させる

ためには有機系廃棄物の再資源化が重要であり，コストおよび環境負荷を同時に削減
できるような再資源化条件を確立する必要性がある.

工業製品と違い食品の原料になるものは，自然循環に大きく関わりかつ更新可能な
資源、である農業や畜産などである.また排出される廃棄物も再資源化して農業や畜産

に直接取り込める物質も多い.つまり図 5 ・2 ・ 2 に示すように，食品の循環は自然循環
と考えられる.

今日の問題は，食品工場と食品を消費する都市のスケールが大きくなりすぎて 3 都
市と農村聞の有機物のバランスが崩れていることである.食品を対象とした LCA 研究
の意義は 3 「有機物循環」内でのトータルの CO2 を減らすとともに，このアンバランス

を取り込んだ「有機物循環」

有機廃物の多様な活用方法

循環指向の都市型フードシステムのデザインの構築4

5.3. 1 食品流通業のフードシステムの現状

本節では 130 万人を含むコープこうべを中 J~\ としたフードシステムを研究の対象と

する.そのときフードチェインは大きく分けて素材製造 3 加工，流通，消費の 4 段階

図 5-2-3

3 5 . 
コニ

を いかにして立て直すかにある.

図 5 ・2 ・ 3 に示すように，有機物の資源化は循環性の高い順に，飼料化 3 堆肥化 3

ネルギー化，分解(焼却)となる 3 本章では，農地から食品工場，市場，店舗を経て家

計消費に至る食品供給システムを循環志向型に転換することを目的とする.そのとき，
各セクターから発生する有機系廃棄物を，他の食品ヘリユース，自然循環の持つ浄化

作用を活用した飼料化，堆肥イじの手段がまず検討できる.反面，有機物の持つ熱エネ

ルギーに注目して 3 ガス化や分解の過程で有用な燃料ガスなどのマクロな化合物や熱
を回収する手段も，実用的な目標とすることができる.

有機物の転換アプローチの方向性
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図 5-3-1

から成り立っている

が，さらにそれに影響

を与える諸制度 3 行政

た製品連鎖アプロー

措置 3 あるいは各種の

技術革新や情報など

を含めて，その全体を

一つのフードシステ

ムとして捉えること

ができる 5
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自然循環

図 5-2-2
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コープこうべの廃棄物回収方法
十、+ 問題点

表 5 ・ 3 ・ 1I miilJ9n51 I 可燃ゴミ回以焼却処分 lコ

腐敗臭や衛生問題から

戻り便を使えない

向上

汚れる，かさばる

| 斥チール缶アルミ缶段ボール (発泡スチロール) 回収
再資沼化

企

j ペットボトル， 牛乳パックマ トレ一回収

戻り便利用

備考処理刀出回収方法廃棄物種類

リサイクル
堆肥化対象焼却処分業者回収加工クズ

E三三ヨコープこうべ管轄

資源化テスト中

-~売れ残り

'加工くず

半加工製品からの加工ごみの排出フロー
の委託は中小スーパーにとっ

て適正な操業度の維持に困難な面があることが指摘されている 6 コープこうべでは

大・中店舗でインストア加工を行うとともに 3 特に小店舗の食品については関連会社

である協同食品センターにアウトパック委託をしている.そのため商品化の過程で図

5・ 3-3 のように加工残さが出ており 3 有機質の資源として利用できるものが増加してい

るが 3 有機質残さは臭いや衛生上の理由から，ペットボトルのような戻り便の利用を

検討することすらなされていないのが現状である.

5. 3. 2 現状フードシステムのマテリアルフロ一分析

次に工業的な転換プロセスが環境負荷をトータルで減少させることができるかどう

かを把握するために，食品に由来する多量のものの流れとそのマテリアルフローを明

らかにする.計算過程を以下に記述し 3 その結果を図 5 ・ 3 ・ 5 に示す.

( 1 )食品の流通量

コープこうべ全体の食品供給量を 1997 年度分類別供給高比率(生鮮食品:加工食品

で分類、した.食品工場の生産量は 1996 年度実績をそのまま使用し 3 生鮮類、に

さらに産直と市場経由の供給比率 (55:45)で分類した.

6:3 

+加工くず

臭い

液が漏れて汚れるため

戻り便を使えない

図 5-3 ・ 3

焼却処分

焼却処分

焼却処分

再資源化

再資源化

再資源化

( 3 )アウトパ ック加工の業者委託

近年は家族構成人数が減少

し 3 食材の少量化が望まれ，

また女性の社会進出や食習慣

の変化から調理の手早さが望

まれるため.少量パックや半

二 4 : 6)

ついては E

業者回収

業者回収

業者回収

店頭回収後，業

者回収

店頭回収後，戻

り便利用

加工済みの商品が増えている.

ところがインストア加工は労

賃コスト等がかさみ店舗の経

営効率を低め，またアウトパ

ックの仲介業者 3 場外問屋へ

業者回収

トレ

ノレ

クツパ
ど

一

手
な

一

牛

組織体や地域の物質代謝に対する物質収支アプローチをとることができる.本

食品のライフサイクルに沿った製品政策という点で 3 製品連鎖アプローチを
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( 1 )デポ(中継地点)の設置

食品工場でつくられた豆腐やパンなどは 3 配送センターを経由した農産品 3 水産品，
畜産品や菓子類とともに店舗に送られる .ただしコープミこのようなコンビニエンス

ストア形式の小店舗への輸送は 3 店舗のオペレーシヨン作業を減らし 3 陳列，客への

供給に店員が力を注げるようにミニデポへ商品を集約化し 3 店舗への輸送回数を減ら

している.しかし生鮮類は配送センターから直に店舗に入れた方が品質的にはよく，

デポを経由することで最短でも 30 分店舗への商品の到着が遅れる.
( 2 )廃棄物の回収方法

店舗 3 配送センターからの廃棄物については表 5 ・ 3 ・ 1 のような回収を行っている.
家庭で廃品となったペットボトル 3 牛乳パック，トレーについては店舗回収を行い 3

戻り便を利用して一つの配送センターへ収集され，リサイクルへ回している .空き缶

の回収は，缶の破片で袋に穴が開き 3 飲み残しが漏れてかご車が汚れる問題から戻り
便は利用できていない .

ー+九九~…川 〈 日ド 店舗加工クズ回収i 烹泳女為どと烹湾要ft:d~

図 5 ・ 3-2

おこなうこととする.

まず，コープこうベフードシステムを担う物流システムの概要を図 5 ・3 ・2 に示す
特徴として以下のことを指摘できる.

現状のコープこうべの物流の概略図
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( 2 )卸売市場

農産品?水産品を扱う市場に特化し，エネルギ一関連は大阪市への ヒアリン グデー

タ(1996 年度) ，廃棄物関連は農林水産省のデータ (1994 年度) íを参考にした .

( 3 )食品加工工場

コープこうべの直営工場である六甲アイランド工場については， 1996 年度の操業デ

ータをもとにしている.廃棄物関連データに関しては実際に調査をおこない把握した.

その結果，工場の物質収支は図 5 ・ 3-4 のようにな った.

一方 3 コープこうべの店舗に製品を納入する関連加工工場については，食品工場原

価をもとに，工業統計表や石油等消費構造統計表を参考にエネルギー消費量 3 廃棄物

排出量を算出 した .

図 5 ・ 3 ・ 5 では 3 コープこうべ食品工場と関連加工工場のデータを合計して，エネル

ギー投入量，廃棄物発生量をそれぞれ示した.

エネルギー使用量についてはコープこうべの 1996 年度実績を用い 3 廃棄物量はコー

プこうべの調査結果を用いた.エネルギー使用量，廃棄物量とも食品と非食品に分け

て算出し 3 食品に関するデータを抽出した.例えば，電力投入については電力消費量

構成比率と床面積比率から食品分(食品:非食品 =81:19) を算出し 3 段ボール廃棄に

ついては実地調査結果から比率(食品:非食品=95 : 5) を求めた .

( 6 )家計

コープこうべ 1996 年度食品供給高をもとに 3 全国家計データ (1996 年)の一人あ

たりの年間食料消費支出 3 および一人あたりの 1 日食料摂取量 1 日食料供給量とい

った食料データを用 いて 3 コープこう べ組合員が排出する家庭ごみ量(有機物のみ)

を算出した.

( 7 )輸送

コープこうべにおける輸送車両の軽油使用量の 1998 年 4 月実績をもとに算出した .

Elec甘icity 3 ， 000恥.fwh

Purified water 45 ,000t 
lndustrial water 16,000t 

漁業 Feed 

下水処理場
Sewa呂e

treatment plant 

Fisheries 

Fishery 
products 

牧場

おから、パン耳 | Stock raising 

Bean-cued refuse and bread crust as feed 

6 ,680t 
rnarket Food directly 

from 
production 紅白

110,00Ot 

Wasle from food 

processed 1, 700t 

上水

Running water 

520.000t 

工業用水
Industrial water 

150,000t ~ 修務後多後後須汚泥山d.ge 390t 

図 5 ・ 3-4 コープこうべ食品工場の物質収支

店舗
Retail shops 

Food from marl<ets 

90,000 

50t 

廃棄物処理場
Waste disposal 

Electricitv 8L200Mwh 

LNG 7.800.0oom3 
Purified water 7,820,000t 
Industrial water 2,270,000t 

Heavy oil 21 ,000kl 

By-products 6.600t 
Loss of products 10,000t 
Sludge 40,000t 

( 4 )配送センター

エネルギー使用量についてはコープこうべの 1996 年度実績を用いた.コープこうべ

の協同購入に関わる集配センター，協同購入センターのエネルギー投入量もすべて配

送センターの項目に含めた.廃棄物発生量については 1 日間の実地調査をおこない，

そのデータをもとに年間の廃棄物量を求めた.食品と非食品に分けてデータを算出す

ることはしなかった.その理由は 3 図 5 ・ 3 ・ 5 に示すように，配送センター全体でのエ

ネルギー投入量が電力消費量で 12 ， 000Mwhl年であり，店舗の電力使用量 130.000

Mwhl年の 1 割 にも満たな いこ と 3 配送センター全体での廃棄物量 も加工くずでみると

100tonl年で，店舗の 4 ， 900tonl年の 2%強しかな く p 店舗と比較して配送センターのフ

ードシステム全体への影響は少な いと 判断したからである.

( 5 )店舗

Elec汀icity 12,000Mwh 
LNG 110， 00仇n 3

Purified water 57,000t 
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図 5 ・3 ・ 5 コープこうべフードシステムの現状のマテリアルフロー
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5. 3. 4 循環志向のフードシステムデザインの構築

本節では前節の現状把握をもとに，フードシステム全体でのエネルギー投入量最小

化および廃棄物処分量最小化を目的とした循環志向の統合的なシステムデザインを描

く.そのとき，複数のセクタ一同士が副産物の資源化で結びついた関係を維持し発展

していく上での中核的な技術として転換技術を必要とする.ここでは次の 3 つを取り

上げる.

マテリアルフロ一分析結果の考察

フードシステムのセクター別のエネルギー投入割合を図 5・3 ・6 に示す.これから関

連工場も含めた食品加工工場および店舗においてエネルギー投入が大きいことが分か

る.特に電力に占める店舗の割合が 60%弱を占めており 3 店舗の省エネを図ること，

サーマルリサイクルで得られた電力を店舗で再利用することがまず考えられる.また

加工工場において，電力で 40%弱，ガスでは 80%強の割合でエネルギーを使用してい

ることから 3 廃棄物の熱エネルギーの利用を図ることが環境負荷低減に有効と考えら

3 3 • 5 . 

コンポスト

コンポストとは「土壌を肥沃にし，改善するために使われる動植物を分解したもの

の混合物」と定義され，堆肥ともよばれている 8 有機性廃棄物を堆肥化する意義とし

て 3 農業生産を支援するだけでなく，焼却，埋立処分による環境負荷軽減 3 有害物質

の発生抑制，人為的に排出された有機性廃棄物中の C ， N, P などの土， 71<，大気圏へ

の放出速度を遅くするといった効果があげられる 9 またコンポストを土壌に肥布する

と 3 養分の供給 E 土壌の物性改善，化学的性質の改善，土壌病害の軽減 3 遅効性養分

の効用など様々な効果を及ぼすことがわかっている 10

、
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れる.

また 3 廃棄物の処理に関するセクター別の処理量を図 5 ・ 3 ・ 7 に示す.リサイクルが

成立しているものは 3 まず食品工場からの有機系副産物の飼料化である . これは副産

物のロットが大きいこと 3 毎日安定した排出量であることがリサイクルが成立してい

る理由である . また店舗，配送センターからの段ボールが再資源化されて有効利用さ

れている.これも毎日大量に排出されること，日持ちの問題などなく，持ち運びが容

易であることがリサイクル可能な理由である .
フードシステム内で市場，配送センター，店舗から発生する加工くずを対象に 3

のコンポスト処理を行い，農地に還元することを代替案として設定する.この時 3

ンポスト処理装置は図 5・ 3 ・ 8 のように都市部の郊外で 3 比較的農地に近いところに設

置されると仮定する.

守
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しかし食品加工，配送センタ，店舗からの副産物の多くが焼却処分されているの

が現状であり，有機物の循環を阻害しているだけでなく， CO2 排出により地球温暖化

にも影響を与えている . この結果から，フ ー ドシステムから発生する副産物や廃棄物

をエネルギーや物質に転換し 3 素材製造や加工 3 流通段階で、再利用し ， CO2 排出量を

低減することが環境負荷の低減に効果があることが予想できる .
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( 2) RDF 発電

現在の使い捨て社会から廃棄物循環型社会への移行が全国的に取り組まれている中

で 3 家庭ゴミの固形燃料(Refuse Derived Fuel; RDF)化が注目されている.現状の焼

却処理施設の建設にあたって住民合意がきわめて難しい状況にある中で，立地場所で

ゴミを燃やさない，燃料として利用でき 3 かつ排ガス対策が容易であることから RDF

化技術は施設更新をひかえた多くの自治体に注目され始めている 11

ここでは量の多い家庭ゴミ p 店舗および配送センターの可燃ゴミを都市地域内で固

形燃料化し，ぞれを燃焼して得られる電力を店舗で再利用することを代替案として設

定する.この RDF 発電装置は図 5 ・ 3 ・8 のように都市の焼却施設の近接区域に設置され

ると仮定し，ネットワークにつなぐ形で店舗に電力供給することとする.

( 3 )メタン発酵と燃料電池

メタン発酵は歴史的に古く 3 嫌気消化(Anaerobic Digestion) ともいわれる.活性汚

泥法の普及とともにあまり使われなくなったが 3 石油ショック以来，回収ガスを燃料

として利用でき，通気など消費動力も活性汚泥法に比べ，少ない特性があることから 3

し尿や下水汚泥ばかりでなく，家畜糞尿 3 都市ゴミなど多くの有機性廃棄物からのエ

ネルギ一回収の目的で研究が行われている.現在でも廃水・廃棄物処理を主目的とし，

エネルギ一回収を副目的とした省エネルギー型プラントは多く稼働している 12

またメタンガス中の水素と酸素を用いて発電する燃料電池発電システムは，高効率

かっクリーンな発電システムとして注目され開発されている 13 ここでは食品工場の副

産物を飼料にするため，分離装置を通した後に発生する残さをメタン発酵させ 3 発生

したメタンガスを燃料電池で電力変換し，食品工場に還元することを代替案として設

定する.このとき燃料電池で得られる熱エネルギーについては，コープこうべ食品工

場がコジェネレーションにより熱供給は十分におこなわれており，さらなる熱供給の

改善は必要ないと判断した.一方，メタン発酵後の残さはコンポスト処理に回すこと

もできる.これらの装置はいずれも図 5 ・ 3 ・8 のように食品工場群の区域に設置される

ものとする.

以上の代替案を含めたフードシステムのグランドデザインを図 5 ・ 3 ・9 に示す.この

とき，代替案はすべてこのフードシステムの中で互いに独立して組み合わせられるも

のである.
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5.4 転換技術の導入による環境負荷低減効果の評価 14
表 5 ・ 4 ・ 1 インベントリ一分析に使われる算出条件 1 5 16.1 � 18 

震覆烹蒋 プロセス 夏草 賓芭案存

5. 4. 1 インベントリ一分析の内容

フードシステムの循環形成の目的で転換装置を導入した効果を評価するために，転

換技術のもつライフサイクルでの環境負荷低減効果を重視して 3 それぞれの転換装置

のパフォーマンスを比較評価する.評価手法として LCA のインベントリ一分析をおこ

なう . 評価指標として，エネルギー消費，廃棄物排出の削減効果を一つに集約するこ

との意義の高い環境負荷で 3 地球温暖化を招く CO2 排出量を用いる.評価範囲は図

5・4 ・ 1 に示すように，食品のライフサイクルを念頭におきながら 3 フードシステム内の

食品加工，流通に関わるエネルギー消費と有機系副産物の資源転換の部分を主に扱う.

インベントリ一分析に使われる算出条件を表 5 ・ 4 咽 1 に 3 それぞれの転換装置のイン

ベントリ ーを表 5・ 4 ・ 2'"'""5 に 示す . 最終的なエネルギ ，資材や設備に関する CO2 排出

量原単位を表 5・4 ・6 に示す.

環境負荷はエネルギー・資材消費量に排出原単位を掛けることによって算出 される.

また装置内包分の環境負荷量の算出においては，フードシステムデザインにおける装

置の規模にでき るだけ近い データを参照した上で 3 装置の廃棄物受入量 または発電能

力に環境負荷が比例すると仮定した.

燃焼施設 輸送フロセス く汚泥以外の廃棄物>
4tパッ力一車 : 2.5km/1 (軽油)
輸送距離 80km
配送センター，店舗， 家計から燃焼施設まで
輸送距離 : 20km 

食品加工工場， 市場から燃焼施設まで
く汚泥 (乾燥後遺雛)>
4tトラック : 4.6km/1 (軽油)
輸送距離 20km (工場から燃焼施設まで)

運用プロセス 燃焼( 1 ) くインプット>
電力 100.56kwh/トwaste
都市ガス 0. 143m3/t-waste
工業用水 : 0.686t/t-waste 
くアウトプット〉
燃焼灰(ash): 0.238t/t-waste 

埋立山 くインプット>
電力 : 7.21kwh lトash
軽油 : O.25kl/t-ash 
工業用水 : 0.13t/t-ash 

コンポスト装置 輸送プロセス 4t truck: 4.6km/1 (Iight oil) 
Transport distance: 150km 

運用プロセス コンポスト装置.2) <インプット>
電力 : 133 .33kwhl廿哨 aste
軽油 : 4.581/t-waste 

牛糞 0.25t/t-waste
稲わら : O.27t/t-waste 
製品堆肥 : 0.15t/t-waste 
くOutput>

堆肥 0.6t/t-waste
地域RDF発電 運搬プロセス 4tハッカー車 : 2.5km/l (軽油)
power generat卲n 輸送距離 : 80km 

装置運用 RDF製造施設(3 ) くインプット〉
プロセス 電力 ・ 110kwhl←waste

灯油 58l!t-w aste
くアウトプット〉
RDF: 0.5t/t-waste 

RDF発電施設3) RDF発熱量 : 4200kcal/kg 

タービン効率 : 0.3 
ボイラー効率 : 0.8 
くインプット〉
工業用水 : 8m3/RDF-t 
灯油 0. 61/t-waste
くアウトプット〉
電力 : 1172kwhlトwaste

メタン発酵と 輸送プロセス く汚泥(乾燥後遺雛)>
燃料電池のシステム 4tバキュームカー : 4.6km/1 (軽油)

輸送距離 : 50km 

運用プロセス メタン発酵装置l4j ボイラー加熱用エネルギー 78000kcal/t-waste
発生ガス量 : 0. 7m3/kg ・ vs
メタンガス混度 : 600/0 

くアウトプット〉
メタンガス 33m3/t-w aste
汚泥 ・ 0 .9t/t-waste

燃料電池、5 発電効率 : 35.8% 

くアウトプット〉
電力 3.57kwh/m3-methane gas 

転換技術の組み合わせ 輸送プロセス メタン発酵で発生する汚泥をコンホスト装置へ投入
4tトラック : 4.6km/l (軽油)
輸送距離 : 150km 

出典 ( 1 ) 家庭生活のライフサイクルエネルギー， 社団法人資源協会編， 1994 

(2 ) 生ごみ堆肥化施設見積仕様書 日本製鋼所 1997
(3) ごみ固形燃料化エネルギー利用社会システム総合評価に関する調査研究， エンジニアリング振興協会， 1997 
(4) 矢田美恵子他『 廃棄物のバイオコンバージョン. 地人書館， 1996 

(5 ) 都市建物におけるエネルギーシステムの評価調査報告書. 地球環境センター， 1997 

フードシステム Food system 

、

、

~ 
~ 

, , 
r , , 

s 

食品加工
Food processing 

斗二L
一
一
一

E

n--Ao

, 

O

二

-
h

，

池
竺
石
川

口
出
二
分
間

→
J

凶
一
一

A
O

--a--

‘: 
三
一
加

、

、

図 5-4・ 1 食品のライフサイクルにおける評価範囲

60 
61 

一一ζ一一一一一一一一一一一一一一一一-二週



C0 9 排出量原単位 1920 ， 21 22 

数値 参照データにおける装置の規穫

表 5-4 ・6
草在 百実

1
1
1
1
1
2
2

-
2
τ
J
4
4
5
6
 

環目

電力 kg-C/kwh 0.1040 
都市ガス kg-C/m3 0.5889 
軽油 kg-C/kl 0.7212 
重油 kg-C/kl 0.7357 
灯油 kg-C/kl 0.6896 
上水 kg-C/t 0.2764 
工業用水 kg-C/t 0.0269 
化学肥料 kg-C/kg 0.2200 
コンホスト装置 t-C/year 5.1000 廃棄物受入量 : 219仇/year
RDF製造施設 t-C/year 2,242 廃棄物受入量 368 ，65仇/year
RDF発電施設 t-C/year 546 廃棄物受入量 : 368,65Ot/ year 
メタン発酵装置 t-C/year 0.4050 廃棄物受入量 : 3仇/year
燃料電池装置 t-C/year 0,1'70 発電能力 : 印刷

出典 : (1) 地球環境化対策地域推進計画策定力イドライン， 環境庁企画調整局地疎環境部， 1993 
(2) 産業連関表による二酸化炭素排出原単位地球環境研究センター， '997 
( 3 ) コンポストセンタ一見積書， 日本製鋼， 1997 
(4) ごみ園形燃料化エネルギー利用社会システム総合評価に関する調査研究， エンジニアリング娠興協会， 1997 
( 5 ) 藤沢市善行地区「荏原製作所住宅団地」における環境調和型地域開発促進事業調査， 荏原製作所 1997
(6) 都市建物におけるエネルギーシステムの評価調査報告書， 地球環境センター， 1997 

エネルギー

主主
2主

0.79 

1.60 

0.44 

0.41 

0.03 

1 .11 

0.44 

0.23 

0.05 

5.10 

コンポストセンターに関するインベントリー

耐用年数 建設費 CO2原単位 CO2排出 j

( 年 ) 単位 数値 単位 数値 ( t-C /年

前処理設備 30 百万円 27.0 トC/百万円 0.876988 

発酵処理設備 30 百万円 54.7 t-C/百万円 0.876988 

後処理設備 30 百万円 15.0 t-C/百万円 0.876988 

移送設備 30 百万円 14.0 トC/百万円 0.876988 

汚水処理設備 30 百万円 1.0 t-C/百万円 0.876988 

脱臭設備 30 百万円 38.0 t-C/百万円 0.876988 

電気計装設備 30 百万円 15.0 t-C/百万円 0.876988 

据付工事 30 百万円 8.0 t-C/百万円 0.876988 

輸送費 30 百万円 1.3 t-C/百万円 1.171123 

合計

表 5-4-2

インペントリー分析結果と考察

インべントリー分析の結果を示す.まず図 5 ・4 ・2 に転換技術による副産物の資源、転

換可能な重量を示す.各転換装置の導入により副産物の資源転換が有効におこなわれ

2 4 . 5 . 

CO2排出量
(トC/年 )

2~.242 

546 

2.788 

表 5-4-3 RDF 製造施設と発電施設に関するインべントリー

|耐吋| 建設費 | ゆ単位
(年 ) I 単位|数値 | 単位 | 数値

I ~~I 百万円| …| 日/百万円| om  
301 百万円 1 18.6841 トC/百万円 0.87699 

RDF製造施設

RDF発電施設

合計

ることがわかるが 3 特に直営および関連工場の汚泥からの燃料電池への投入量が多い

ことが明らかになった.また各転換技術を組み合わせることにより，ほとんどの副産

物をリサイクルすることが可能になる.

Regional RDF 
power generatJon 

Composting Current system 

耐用 資材重量 CO2原単位 CO2排出量
年数

(年 ) 材料 単位 数値 単位 数値 ( kg-C /年 )

建設段階 加温槽 15 鋼板 kg 2.100 kg-C/kg 0.3633 51 

投入ポンプ 15 鉄 kg 500 kg-C/kg 0.3633 12 

発酵槽 15 鋼板 kg 5.500 kg-C/kg 0.3633 133 

脱硫塔 15 鉄 kg 100 kg-C/kg 0.3633 2 

ガスタンク 15 鋼板 kg 4.000 kg-C/kg 0.3633 97 

余剰ガス燃焼装置 15 鉄 kg 250 kg-C/kg 0.3633 6 

電気設備 15 非鉄金属 kg 800 kg-C/kg 1.7163 92 

小計 393 

輸送段階 9 .3kg-C/tで、試算 8 

保守段階製造時の1%/年 4 

合計 405 

メタン発酵装置に関するインべントリー表 5-4-4

刈|

口 Incineration 11 F eed 口 Composting 図 Energy recycled ・ Packagingrecycled 

Methane 
fermentation a 円d
hel cell system 

転換技術による資源転換可能な副産物重量

50.000 
... 
e 

主 40.000
\、
己

B 30.000 
.... 
o 
-6 20.000 
0 ... 
~ 10.000 
∞ 

。

図 5-4-2

次に図 5 ・ 4 ・ 3 にリサイクル段階における転換技術による CO2 排出量を示す.

果 3 コンポスト，メタン発酵と燃料電池のシステムが環境負荷低減に効果がある . RDF 

発電は回避できる CO2排出量も多いが運転に必要な CO2 排出量も多く，他の 2 つの施

策と比較すると効果は少ない.また各転換技術を組み合わせで物質やエネルギーのリ

サイクルが効果的に図れることが明らか となった .それでも図 5 ・ 4 ・ 4 に示すように，

転換技術を組み合わせても循環形成によって削減できる CO2 排出量はフードシステム

全体で排出する COoJ量の 3% に しかすぎない . これは店舗や加工工場で使用するエネ

ルギー量が非常に大きいため，副産物のリサイクルの効果が比較的小さくなってしま
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燃料電池に関するインべントリー

耐用年数 資材重量 CO2原単位 CO 2排出

( 年 ) 材料 単位 数値 単位 数値 (kg-C/ 

燃料電池 5 カーボン kg 274 kg-C/kg 0.8501 

装置 5 触媒 (アルミナ) kg 195 kg-C/kg 0.2553 

30 鉄 kg 2.823 kg-C/kg 0.3552 

30 sus kg 1.162 kg-C/kg 0.3552 

30 銅 kg 80 kg-C/kg 0.4904 

30 プラスチック kg 30 kg-C/kg 0.4922 

30 機器類 kg 965 kg-C/kg 0.3552 

30 その他 kg 503 

合計

表 5・4・5
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うからである . そこでフードシステムに関連する副産物を多く 排出す る他セ クタ ーの

立地性を勘案しながらフードシステムの拡大を図り ， 大 き な有機物循環を形成す る 必

要があることが指摘で き る .

図 Instruction 圏 Transportation 口 Manufacturing 口 Electricity recycled 

! 国 Tran sportation 図 Installation 口 M anufacturing 口 Recycle I 
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図 5 ・5 ・ 1 リサイクル段階における可燃ごみ排出源別の RDF 発電に

よる C0 9 排出量
Current Composting Regional Methane AII 

system RDF power fermentation 

generation and fuel cell 5. 5. 2 フードシステムに関連する既存施設の利用

フードシステムに関連する既存施設を利用することを考えると 3 食品の最終消費 に

関連する 3 炊事や尿尿による下水汚泥は下水処理場で一括処理される.この下水処理

場は，工場と同様 3 臨海部に立地し，臨海部における産業クラスターを形成するとき

に重要なセクターである.そこで下水処理場を活用した汚泥のエネ ルギ一回収を検討

する.

現在，神戸市には 5 つの大規模の下水処理場があるが，そこでのエネルギー使用状

況を調査した結果を図 5 ・ 5 ・2 に示す 23 下水処理場においては寅電による電力使用の他

に，汚泥をメタ ン発酵して

得られた熱エネルギーを再

リサイクル段階における転換技術による CO2 排出量
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利用している.しかし残り

の熱エネルギーは有効利用

されずに放散しているのが

現状である.そこでこの汚

泥を有効に使われていない

部分をメタン発酵 3 燃料電

池を組み合わせて再資源化

を検討すると 3 現状と同等

以上のエネルギーを回収でき，

コジェネレーションによって 電

力と熱を得ることができる.

この状況を元に，コープこう

べフードシステムを対象にした

下水汚泥のエネルギ一回収の検

討結果を図 5 ・5 ・ 3 に示す.設備導

入に伴う COヲ 排出量に対し，得

られる 電力 や熱 エネ ルギー に よ

Methane from digestion 

図 5-4-4 フードシステム全体における転換技術による CO2 排出量
Heat 

22.1 

5. 5 フードシステムの拡大による潜在的効果

5. 5. 1 フードシステムの関連廃棄物のリサイクル

まずフードシステムの関連廃棄物として 3 最終消費で排出される家庭ごみに着目す

る .その理由は 3 家庭が店舗と同様，都市部に散在して い るセクターであり，都市部

で産業クラスターを形成するときに重要と考えるからである.

家庭ごみには有機物，プラスチ ッ クや包装材などが混入しており，その分別が困難

なことから 3 可燃ごみすべて に対応できる RDF 発電が有効である.ただしここでは食

品有機物のみを算出対象とする.前節と同様， RDF 製造および発電装置が都市部の比

較的近郊にあると仮定すると， RDF 発電による CO 2 排出量の分析結果は図 5 ・ 5 ・ 1 に示

す よ うに なった.この結果か ら ，家庭 ごみを RDF 発電に加えることによって， 電力リ

サイ クルに大きな効果が期待できることが分か る.

Used 

図 5 ・5 ・2 神戸市下水処理場の

エネルギー使用状況
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り削減できる CO2 排出量がはるかに多く 3 下水処理場の汚泥を利用した コ ジェネレ ー

ションは有機副産物の資源転換の潜在性が大きいことが分か る.

ただし，電力は分散型の産業立地でも対応できるが ， 熱エネルギーは送熱ロス があ

まりにも大きく分散型には対応できないため 3 下水処理場が立地する臨海地域に お い

て工場や配送センターなど集約的な産業立地を促す よ う な方策が必要とな ろう .

5. 5. 3 フードシステム拡大の効果の評価

以上をま と めて ，フ ード シ ス テム全体で の環境効率向上可能性の検討結果を図 5 ・ 5 ・

4 に示す.前節の結果では転換装置 を組み合わせてもフードシステム全体の 3% しか

CO 2 排出量を削減することができなかったが 3 さらに家計から排出される家庭ごみ 3

家計での食品消費に関連する下水汚泥まで取 り入れることにより，フードシステム全

体の CO2排出量に対する削減可能な CO2排出量は 30% に まで向上する可能性があるこ

とがわかった.

Recovered 

or avoided 
sectors without 

households 

sectors with 

households 

図 5 ・5 ・4 廃棄物排出源別の拡大フードシステム全体に関する CO 2排出量

5. 6 本章のまとめ

本章では，農地から食品工場，市場 3 店舗を経て家計消費に至るフード供給システ

ムを都市農村の連携により循環志向型ヘ転換し，転換技術を導入して有機系副産物の

質を考慮 した資源転換を行って 3 地域および地球環境負荷を削減するための循環モデ

ル構築を目的とした.まず都市部人口約 130 万規模の，農地から家計を含めた広義の

食品の生産・消費システムとそれに携わる関連セクターを対象に，現状のマテリアル

フローを解析し 3 それぞれのエネルギー投入量 と副産物量を把握した.

第二に，食品工場や店舗を中心として工業化された食品の生産・消費システムでの

卓越したエネルギー消費や有機副産物 に起因する環境負荷削減を図るため，コンポス

ト， RDF 発電 ，メタ ン発酵装置を伴った燃料電池などの資源転換装置を組み入れた循

環志向のフードシステ ム をデザイ ン し 3 その導入効果をライフサイクルアセスメント

に より 評価 した .

第三に ，フードシステ ム の 関連廃棄物の リサイクルおよ び既存施設利用を図る こ と

に よ っ て， フ ー ドシス テ ム拡張に よ る環境負荷削減の潜在的効果を評価 し た.
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そ の結果 3 川 下の消費者 (組合員 ) から食料品の供給主体(市場，工場 3 店舗)さ

ら に直営の農園に至 る 一貫した食品供給システムを有する事業体としてのコープこう

べ を， 有機系物質循環のモデル と 捉えると 3 そこには多様な資材投入とともに製品 ・

サービスが出て いく と同時に各セ クターで副産物の発生が認められた . そこでこのモ

デルの都市部約 130 万人(組合員相 当 ) を対象としたフ ー ドシステムのマテリアルフ

ローを分析 した . こ の解析結果では 3 店舗でのエネ ルギー投入量が大きいこと，また

直営の食品工場 に加えて加工食品の供給チェイ ンでの隠れた エネルギーフローが大き

いことが需要主体側の特徴にあ げ られた.他方 3 包装材以外の有機副産物においても

食品工場のみならず， 一次産品加工に伴う動産物の発生が顕著で あ り 3 消費者セクタ

ーからの発生とともに沿岸都市における有機物フローの大 きな劃産物発生源であるこ

とが認識された.

これらの有機系副産物を質の異なるレベルで再資源化を図る転換装置を組み合わせ

ることによる循環形成の効果を分析した.設定した転換装置導入の シ ナ リ オは， 有機

副産物の質に応じてより上位の自然還元を行う店舗副産物のコンポスト化，直営およ

び関連加工工場で発生する汚泥を嫌気性消化でメタンガスヘ改質すること に よる燃料

電池を利用したコジェネレーショ ン ，食品流通系可燃ごみの RDF 発電および熱回収を

選択するものとした.

LCA 分析の結果 3 環境負荷削減の量的な寄与としてはコンポストによる化学肥料削

減に伴う回避の効果や流通系可燃副産物 RDF 発電による削減効果が大き い ことがわ

かった.また燃料電池については直営工場に加えて関連加工工場系の汚泥から回収さ

れるメタンガスの投入による効果が顕著であり，食品工場が集積する当モデル地区で

の循環形成の重要な方策の一つであることを示唆する結果となった.

しかし同時に入出力バランスにおいては店舗のエネルギー需要側にまだかな り の余

裕があるため，さらに多くの周辺有機副産物の再資源化を検討した結果，消費者セク

ターからの可燃ごみの RDF 発電による電力供給能力の高い こと，および嫌気性消化と

燃料電池のシステムを家庭系の下水汚泥と組み合わせるコジェネレーションの潜在能

力の高いことから，フードシステムを拡張することによる環境効率の大幅な改善が図

られる可能性があることがわかった.

今後は，このような現状からの改善に対し，関連セクターを含めた産業クラス タ ー

の形成，および関連セクターを誘導するような集約的な産業立地政策を行えるような，

システムの改善と比較評価を行うことが課題である.
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第 6 章 流通産業における化学物質排出移動に関するマネジメント

6. 1 緒言

物質の自然の流れを改変するとと も に新規の化学物質を大量に環境に排出している

現在の産業活動のパター ン は， 直接的およ び間接的に環境を汚染している . この産業

のパターンが変わらな い 限り， 寿命の長い有害物質が蓄積され続け 3 広い範囲にわた

り 環境破壊のリスクが増え続けるであろう こ とは確かである .

したがって，産業が環境の質を過度に悪化させる こ と なく今日お よ び未来のニーズ

を充足させて い くには，未使用の原材料の使用を抑え， 製品一単位あ たりの汚染あ る

いは廃棄物の発生量を目にみえて減らし 3 環境への間接的影響 を含めて，化学物質の

使用量を最小限にする新しい手段が必要となることは明らかである.

そこで，工場，事業所が自ら対策に取り組めるような 3 環境リスクを総体 として低

減させていくことができる化学物質の包括的な管理システムとして PRTR(Pollutant

Release and Transfer Register)制度が提案されている.

本章では，第 4 ， 5 章で扱ったマクロ物質から漏れて し まうミクロ物質と し て， 有

害化学物質を扱う.そしてエンジニアリング・ポリシーのアプローチから 3 有害化学

物質の最小化 3 代替化を目指して，流通システムにおける PRTR の概念を考察し ， 流

通業の扱う製品に付随した PRTR のあり方を検討する.

6. 2 PRTR のシステムの意義と課題

6. 2. 1 PRTR 導入の背景

PRTR (有害化学物質排出移動登録制度: Pollutant Release and Transfer Register) 

とは，人の健康および環境に害を与える可能性のある化学物質が 3 大気，水，土壌の

環境媒体に排出され廃棄物として移動する量を，個々の事業所が定期的に報告し，こ

れを集めたデータ集である.その基本的構造は図 6 ・2 ・ 1 のようになっている 1

3.公表利用 3. 公表利用 3 公表利用

排出・移動目録

図 6 ・2 ・ 1 PRTR の基本的構造
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この制度の契機となったのは， 1984 年，インド・ボパールの工場で発生した事故に

よって，周辺の 2000 人以上の住民が死亡するという事件であった.この事件により，

化学製品を製造，使用する施設内の危険・有害な化学物質の種類、と量，環境への影響

についての関心が高まり，米国では 1986 年に緊急対処計画および地域社会の知る権利

法(Emergency Planning and Community Right to Know Act; EPCRA)が立法化され

たが，この中に PRTR の原型ともいうべき TRI(Toxics Release Inventory)が含まれて

いた.この法令によって 3 指定された業種の事業場は指定された有害化学物質を，大

気，水，土壌および地中への放出量 3 あるいは廃棄物としての移動量を毎年環境保護

庁(Environmental Protection Agency; EPA)および州政府に報告し，このデータは事

業場ごとに物質名とともに公表されることとなり，地域社会の知る権利が重要視され

ている.これにより各事業場は自主的に有害化学物質の排出と移動の削減に努め，著

しい成果をあげるに至った.

1992 年，リオデジャネイロで開催された地球サミットにおいて採択されたアジエン

ダ 21 においても 3 化学物質リスクの削減活動のーっとして，放出登録があげられてい

る.このような経過により OECD は， 1996 年に PRTR 実施に関するガイダンスマニ

ュアルを取りまとめ，また理事会勧告を採択した.この中で 3 加盟国の取り組みを 3

年後に理事会に報告することを指示している.

6. 2. 2 PRTR の意義

環境庁では， OECD 理事会勧告を受けて 3 我が国における PRTR 導入に向けた取り

組みを早急に進めることとし，平成 8 年 10 月に PRTR 技術検討会を設置した. PRTR 

パイロット事業の設計に際し，この検討会で整理した PRTR の目的は下記のように示

される 2

-規制対象物質のみならず 3 潜在的に有害な可能性のある多数の化学物質を含め 3

.環境への排出などの状況を排出事業者が簡易な方法で適正に推計・把握し 3

排出事業者の自主的管理を促進するとともに，

・その他の発生源からの化学物質の排出状況の推計と合わせた化学物質の排出 ・移動

に係わる情報を関係各主体に提供することにより，

・我が国における化学物質の環境リスク対策の推進を図る.

また利害関係者たる政府，事業者 3 国民にとって，それぞれにメリットがあり，例

えば次のようなことが指摘されているに

①政府:排出・移動に関する情報把握と化学物質管理の向上

・排出主体 3 排出物質の種類、と量，排出媒体，発生源の地理的分布を把握

.規制物質等の監視 3 対策効果の追跡

・排出削減 3 環境保全型技術への転換の促進
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地域レベルでの環境リスクの把握

②企業:排出・移動量の把握と適切な自主管理

・ 自らの排出・移動量の把握と業種全体の排出，移動情報の入手

・ どれだけの物質資源が環境中へ汚染物質として無駄に排出されているかを知ること

により排出量の削減と経費の削減が促進

③国民:政策決定への国民参加の基礎

・国民の意識向上と参加の促進

・国民が，行政 3 企業と同じ土俵で議論

以上をもとに PRTR の意義は以下のようにまとめることができる.

( 1 )定量的に目標設定ができる

まず PRTR がどのような形式で実施されるにせよ，各事業場が有害化学物質の環境

放出・移動を定量的に把握し 3 報告することにより，定量的に目標を設定しリスク削

減を実行し得ることである.

( 2 )有害化学物質のリスクアセスメントが可能となる

有害化学物質のリスクアセスメントは p 個々の化学物質の定性的，定量的有害性と 3

それらが人あるいは環境に対する曝露のアセスメントの両方が必要であるが 3 従来曝

露アセスメントのデータが不足していた.特に平均値としての一般環境のデータは得

られても，リスクが高い場合の多い発生源周辺のデータに乏しかったといってよい.

TRI の立法化された経過をみても周辺環境，あるいは周辺の市民の知る権利が契機と

なっている. PRTR の実施により，従来欠けていた曝露アセスメントが可能となり，

その結果として有害化学物質のリスクアセスメントが期待できる.

( 3 )効率的なリスクマネジメントが行えること

PRTR によって 3 行政は有害化学物質の排出または移動する媒体および発生源と地

域の正確なデータを把握することにより，優先順位を決めて有効な環境リスクマネジ

メントが行える.

企業は自己の排出する有害化学物質による環境リスクの低減のためのリスクマネジ

メントを効率的に行える.

以上，行政にとっても企業にとっても環境対策が経済的にも効率的となる.

( 4 )地域社会とのリスクコミュニケーション

企業にとって環境リスク対策の目標値の設定，これによるリスク低減の数量化と目

標の達成度などを地域社会にリスクコミュニケーシヨンすることにより 3 理解がえら

れやすくなる.また，会社全体としてもこれらのデータを環境レポートなどで公表し，

企業の信頼が得られやすくなるであろう.

6. 2. 3 各国の PRTR 導入状況

PRTR 制度は OECD 諸国を中 J!) として既に各国で導入されている.主な導入国は米

国 3 カナダ，オランダ 3 英国などであるが 3 最近はオーストラリア 3 メキシコでも導

入されており 3 日本のパイロット事業も含めて表 6 ・2 ・ 1 のような特徴がある.
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表 6 ・2 ・ 1 各国の PRTR 制度の特徴-1 5.6 � 

Countn・ S\.'・ stem Found Number of Source of Release 
-ed Chemicals 
Year 

USA TRI (Toxics 1986 658 Point Sources: facilities (10 or more employees , 
Release manufactunng more than 25 守 000 p ounds ‘ uSln g 
Inventory) more than 10.000 pounds of a listed chemical) 

Canada NPRI (National 1993 1�8 Point Sources facilities ( more than 10 
Pollutant employees. man ufact uring , processing and using 
Release more than 10 tons of a listed chemical) 
Inventory) 

UK CRI (Chemical 1991 486 Point Sources: 5000 facilities 
Release 
Inventory) 

The EIS (Emission 1974 120 Point Sources: 700 facilities 
Netherlands Inventory Non-point Sources: t raffic , rail , a irports , 

System) households and land uses 
Australia NPI (National 1996 400 Point Sources: facilities (handling listed 

Pollutant chemicals) 
Inventory) Non-point Sources: cars , domestic chemical use , 

etc 
Mexico RETC (Registro 1997 178 Point Sources: 4000 facilitles 

de Emissiones y Non-point Sources: agriculture and transportation 
Transferencia de 
Conta!llin~ntes ) 

Japan (Pilot Study) 178 Point Sources: facilities (large ones 100 or more 
employees , small ones 30 or more employees) 
Non-point Sources: pest icides , mobile sources. 
households small-sized establishments 

対象物質につ いては 3 英国の CRI(Chemical Release Inventory)が他国の制度と異な

る. CRI では IPC(Integrated Pollution Control)の許可条件に基づいて排出量が報告

されるが 3 条件は許可を出す検査官の裁量に委ねられており 3 報告を求める対象物質

も許可毎に異なる.一方 3 その他の国々の制度では報告を求める化学物質が定められ

て い る.米国の TRI では当初 308 の化学物質と 20 の化学物質群が対象とされたが 3

1997 年現在では 630 の化学物質と 28 の化学物質群に増えている.

一方，環境への排出量に着目して選定されたカナダの NPRI(Natìonal Pollution 

Release Inventory)の対象物質には 3 園内での年間使用量が 1 トン以下のものや既存の

法律が規制して い るものが除かれており， 178 物質と TRI に比べるとはるかに少なく

なって い る.逆にオランダの IEI (Individual Emissions Inventory)で、 は収集可能なデ

ータはすべて集めると い う考え方で， 二酸化炭素も含め約 900 物質が対象となってい

る が 3 報告の義務づけに合わせて 120 物質に減らされる予定である.

それから，オーストラ リ アの NPI(National Pollutant Inventory)で、 は約 400 物質

のリストをつ く って い るが，最終的には数が絞り込まれる予定である.メキシコの

RETC(Registro de Emissiones y Transferencia de Contaminantes)では 178 物質を扱

っ て い る.

日本のパ イロ ッ ト事業では，既存の環境規制の対象化学物質およびこれに準 じ る物

質 (65 物質 ) と 3 潜在的に有害な化学物質と して有害性および曝露可能性の両者の観

点、から 選定した物質( 113 物質 ) の合計 178 物質を選定して い る.この場合，有害性

としては 3 発がん性 3 変異原性 ， 生殖毒性， 慢性毒性 3 生態毒性など種々の毒性につ
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い て幅広く 検討し ， 有害性の程度によりランク分けを行っており p また曝露可能性と

しては 3 一般環境中 における検出実績を重視するとともに， 一般環境中での測定実績

のな い化学物質に つ いては，取扱量 (生産量+輸入量 ) に よ り選定されている.

排出源に つ い ては， TRI , NPRし CRI については点源排出源である対象施設に限定

して い る. TRI の対象施設は 当初，製造部門に限定されていたが， 1994 年に連邦政府

の施設が，さら に 199 7 年の報告からは金属や石炭の採掘， 発電所，有害廃棄物処理な

ど 7 業種が追加され，約 6400 施設が対象となると予想さ れて いる . NPRI では 3 コス

トなどから考えて排出データを得 る のが現状では無理 と考 え られた教育 ・ 研究，輸送

車両の修理 3 化学物質卸売，鉱物 ・ 石油・ ガス採掘施設など 1713 施設が報告を行って

い る. CRI では IPC の対象となる 工程を有す る燃料お よ び電力産業 ， 金属産業 ， 鉱業，

化学産業などが対象となっている. 1996 年 3 月時点、では 2036 工程に IPC の許可が与

えられているが， CRI の対象となる施設の数は約 5000 施設とみ られ る .

TRI と NPRI では，報告義務を有する施設を 10 人以上の従業員 を雇用 し て いる施設

に絞り込んで い るが， 10 人以下でも総労働時闘がそれぞれ 2000 時間ある いは 2000

時間を超える施設は対象として い る.また TRI では化学物質の取扱量に よる裾切り を

設けており，対象物質の製造・加工施設は年間 25000 ポンド，その他の使用施設では

年間 10000 ポンド以上扱う施設を対象として い る. NPRI では， 対象物質の製造・ 加

工施設でも，年間 10 トンの基準量に満たな い施設は対象から 除外 し て い る.また 3 混

合物につ い ても， TRI では対象化学物質の濃度が1.0%未満，発がん物質では 0 . 1%未

満の場合は報告の対象から除外している . しかし，ダイオキシンのようなきわめて毒

性の高い物質 に つ いては，新しい裾切りが検討されている. NPRI も 1%未満の場合

に対象から除外して い るが，副生成物の場合は濃度に係わらず対象として い る.

一方，オラ ン ダの IEI では， 最初に従業員数が 10 人以上のすべての企業を対象と し，

6300 社が報告を行った . その後，国内全体の排出量に占める割合や排出された化学物

質が環境に与える影響に基づいて絞り込まれ， 1997 年現在では 700 社に減って い る.

これは点源排出源からの報告であるが，それとは別に， CEI(Collective Emission 

Inventory System)によって IEI の対象とならない中小企業 3 移動発生源，家庭およ び

農薬・殺虫剤などの非点源発生源からの排出データを集めるシステムがある.ここ で

は排出量は，活動係数(Activity Rates) X 排出係数(Emission Factors)の計算式などに

より総合的に算出され 3 そのデータは地域的に編集される.そ して IEI に よるデータ，

CEI によるデータをまとめて一般化し，化学物質 3 環境テーマやターゲ ット グルー プ

という視点、か ら分析・編集された EIS(Emission Inventory Sys tem)データ と なる 9

オーストラリアの NPI では，点、源排出源として対象化学物質を扱って い る事業所を

対象にしているが 3 同時に非点源排出源として移動排出源・家庭での使用を扱って い

る . またメキシコの RETC では 3 約 4000 社が報告を義務づけられて い る が 3 非点源

排出源と しても移動排出源・ 農薬を扱って い る.

日本につ いては， 点源排出源として製造業お よ び一部の非製造業の従業員数 30 人ま

たは 100 人以上の規模の事業所(約 1800) を対象事業所として い る が 3 対象物質 を年

間 0 . 1 ト ン ( 有害性が低い も の は 10 ト ン以上 ) 製造 ま たは取 り扱っ て いる場合のみ報
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告する義務 を 負う .ま た 非点源排出源としては農薬散布，移動発生源 3 家庭，中小事

業所からの排出 ・ 移動量 を環境庁において推計して い る.

以上の よ うに，各国の PRTR 制度では排出源 F 対象化学物質の両面か ら裾切りをお

こな って いる .そのた め排出源では中小の事業所な どが対象から漏れ， 一方，化学物

質では低濃度のも のは対象にな ら な い .そ こ で特に前者の排出源については，最近の

PRTR 制度では非点源排出源 まで対象にす ること に よって，排出源、の範囲が広げられ

て い る.

6. 2. 4 PRTR 導入の成果と問題点

各国の PRTR 制度の原型で，政府によって導入された初めての PRTR 制度である米

国の TRI を例に， PRTR 導入の成果を把握する.

TRI 制度では 3 指定された業種の事業場は指定された有害化学物質を，大気，水，

土壌およ び地中への放出量 3 ある いは廃棄物としての移動量を毎年環境保護庁(EPA)

および州政府に報告し 3 このデータは事業場ごとに物質名とともに公表されることに

なって い る.

Hazen 10は TRI 制度を導入した成果として以下のことを指摘している.

-化学物質に関する情報を収集し，一般市民に広め 3 地域環境状態に関する理解を促

進することができた.

・一般市民が TRI のデータを利用することができ 3 環境政策の意思決定に参加するこ

とを可能にした.

・地方自治体が，制定する規制やガイドラインを効果的にするために必要な情報を

TRI データから得ることができるようになった.

.政府内外の研究者が，環境関連の分析を行う際に， TRI によって十分なデータを収

集できるようになった.

・産業界にとって，化学物質の排出と移動の最小化と廃棄物の排出量低減を図るため

の機運が上昇した.

.上記を達成することで， TRI で収集されたデータにより 3 有害化学物質の排出・移

動の全体像が描け 3 かつ事業所の廃棄物管理手法を把握することができた.

また，オグデン 1 1 も次のような成果を示している.

• EPA は TRI データの多くの利用を見出した.化学物質，産業分野 3 位置で TRI デ

ータを分類することによって，リスク評価や法令の施行など他の政策に影響を与え

る決定のために有効な情報が提供できた. EPA はどの化学物質の排出と移動が最大

かに加えて，他の地理的または産業的に特異なパターンについて，より多 く の知識

を得た. TRI に よって提供される排出 3 移動，廃棄物管理データは 3 毒性データや

人口密度などの他の情報を合わせて， EPA がさらに効率的な環境政策を作り上げる

のに役立つ.
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1988 年から 1994 年 ま でに ， TRI に報告された化学物質の総排出量 (大気 3 水，土

壌ョ地下への注入)が 44%以上減少 した.

• TRI は産業界に情報の提供を要求するだけである . しかしその情報が産業界の行動

を促進し，企業や施設が排出と移動の減少に取り組んだ . これは産業界による化学

物質の使用に関する意識が高まったから であ る .

• EPA，産業界， 一般市民の間の協力と協調の強化が図られた . 今や多くの企業が積

極的な公的関係の価値と 重要性を認識 し 3 一般市民側 も産業界側の公開性の高まり

に不信を緩和している.また EPA は 3 産業界と 一般市民の両方の必要性と関心に対

しより敏感に反応し， TRI の負担を軽 く しつつ， 一般市民に利用 可能な情報を増や

す努力をしている.

しかし次のような欠点、も指摘されている 1 2

-製品に含まれている有害物質あるいは米国全土の約 3 分の l の工場からの報告が含

まれておらず，有害と思われるすべての物質の排出量が含まれているわけではな い .

• TRI の数字には米国における重要な有害物質のうち いく つかのものにつ いて排出量

を 10 倍近く過小評価して い る可能性がある(表 6 ・2 ・2 参照). 

表 6・ 2-2 米国の有害物質排出量推計 (1989 年 ) 13 

(1000t) 

化学物質 消費量 物質収支排出に TRIで報告され TRIで換算され

よる損失重量 た排出量 ない損失量

ベンゼン 7,360.0 390.6 14.6 376.0 

トルエン 3,071.7 1,345 .4 158.5 1.186.9 

キシレン，混合物 3,4 19.2 839.4 86.5 752.9 

メタキシレン 34.6 7.1 1.6 5.5 

オルトキシレン 509.6 104.2 1.3 102.9 

パフキシレン 2,510.9 190.6 3.2 187.4 

三塩化炭素 400.2 11.2 2.3 8.9 

クロロホルム 224.8 46.4 12.2 34.2 

塩化メチレン 183.1 162.9 70.3 92.6 

J"\ラクロロエチレン 252.9 183.0 17.1 165.9 

トリクロロエチレン 68.9 65.5 26.2 39.3 

1.1. 1-トリク口口エタン 303.4 283.1 88.1 195.0 

メチルエチルケトン 239.2 242.0 73.1 168.9 

メチルイソブチルケトン 91.2 82.1 20.2 61.9 

カドミウム 3.6 4.6 0.9 3.7 

クロミウム 536.9 443.0 31.2 411.8 

水銀 1.6 1.6 0.1 1.5 

ニッケル 159.2 141.8 8.7 133.1 

シアン化物 629.7 182.5 5.3 177.2 

合計 20.000.7 4,727.0 621.4 4,105.6 
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表 6-2-2 のような明らかな相違の理由として， TRI の報告には小規模の企業や家庭

で使われる商品に含まれる有害物質は含まれないことが挙げられる.

6.2. 5 非点源排出源の扱い

評価が実際と相違する理由は ，「移動」 に含 まれる範囲が工場， 事業所からの点源排

出源からの排出，移動のみであり，家庭や輸送のような非点源発生源からのものまで

含まれていないからである .国連の国際化学物質安全性計画CIPCS)が提示した用語解

説の中に「移動 (Trans fer) J と いう語が含まれていないのは， PRTR システムにおいて

「移動」に何が含まれるかは PRTR の化学物質 3 リストによって大きく異なるためで

あることが指摘されている 14

固体，スラッジ状，液体の廃棄物を発生地点から除去し，回収 3 処理，保管 n 処分

のための工場外施設に移すことだけを「移動」と考えた場合， PRTR リストは p まさ

にこうした廃棄物のリストを含むことになる.前述したように TRI (アメリカ)や CRI

(イギリス)などがこのような PRTR システムにあたる.

「移動」の意味が広げられ，製品に含有されている潜在的に有害な化学物質まで含

まれるとすると，製品を使用する家庭や輸送から大気に放散される化学物質の排出な

どまで含める必要がある.近年 PRTR を制度化した国々では非点源排出源まで含めて

おり 3 日本のパイロット事業もこの考え方に沿って制度の構築を図っている.

日本のパイロット事業では，非点源、排出源を以下の 4 つのカテゴリーに分類してい

る 15

①農薬散布;農場，庭園，森林，ゴルフ場 3 公園

②移動発生源 j 自動車，二輪車 3 船舶 3 鉄道

③家庭 i 塗料揮発剤の大気への蒸発，家庭ごみ，電池などの固体廃棄物

④中小事業所;点源排出源とされなかった，規模の小さい事業所

図 6 ・2 ・ 1 に製品のライフサイクルからみた化学物質の移動ルートを示す.化学物質

の環境中への排出や廃棄物としての移動の全体像を把握するためには ，対象規模以上

点源発生源
からの移動

製品のライフ

サイクル

非点源発生源

からの移動

図 6-2-1

環境
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中小事 11 家E J l 農薬・殺虫剤
業所 ; [ }| i i 散布

晶--幽-圃圃圃‘

環境

製品のライフサイクルから見た化学物質の移動ルー ト
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の対象業種の工場，事業場という点源排出源からの報告のみならず，非点源排出源か

らの排出，移動についても把握する必要がある.

6. 3 流通システムにとっての PRTR の概念

本節では 3 環境庁による PRTR パイロット事業を参考にしながら非点源排出源から

の化学物質排出移動量の推計方法の困難さを認識するとともに，製品ライフサイクル

の流通段階において PRTR を実施することの意義について考察を行う.

6.3. 1 非点源排出源からの化学物質排出移動量の推計

点源排出源における化学物質の排出移動量の推計については，各国の PRTR 制度で

「排出量推計マニュアル」や「排出ガイドライン」が作成されてお り，確立された推

計方法が構築されている.すなわち，実際に排出量を測定する方法と F 物質収支的な

考え方の適用により 3 化学物質の供給量か ら製品原料としての明らかな消費や処理装

置による除去量などを差し引いた残りが，環境中に放出されたとみなす方法である.

そしてこの推計をもとに，空間から空間への化学物質の移動を防止するのではな く，

少なくしていこうというものである.

一方 ，非点源排出源からの排出・移動量の推計については，確立された推計方法が

ほとんどない.日本のパイロット事業によって非点源排出源について排出 3 移動の形

態に応じてカテゴリー別に分類されたのが表 6 ・ 3 ・ 1 である 16がう実際に推計を行った範

囲は 3 表の推計欄にOをつけた項目についてである.

一部で推計ができなかった理由として，推計に必要なデータを入手できなかったこ

と，および排出源の実態が不明なこと 3 従業員数や製造品出荷額を指標に拡大推計を

検討したが，よい相関が得られなかったことなどが指摘されている.

推計方法は 3 大きくトップダウン方式(全固または都道府県単位の統計資料などに

基づき排出・移動量を求め 3 指標を用いて地域に分配する)とボトムアップ方式(市

区町村単位など都道府県未満の統計資料などに基づき排出・移動量を求め，地域ごと

に積み上げ. る)に分けられる.大半はトップダウン方式の推計を用いているが 3

推計の大まかな手順は以下のように示されよう.

①対象物質の設定

②用途別使用量の推定

③需要先の配分

④排出率の設定

⑤各地域への配分

その

図 6-3 ・ 1 にトップダウン方式の推計フローの一例を示す 1 ï 川|上の製造量で最終段階

での環境への排出を代表させるトップダウン方式では， 国や地方全体の統計データを

元に推計がおこなわれるが，この方法による推計には次のような欠点が指摘できる.

戸戸

I I 



表 6 ・ 3-1 非点源排出源の分類 18

大カテゴリー 中カテゴリー 小カァゴリー 備考

農薬散布 農地 田・畑・果樹園など

造園

森林 森林への航空散布

ゴルフ場

公園

移動発生源 自動車 乗用車・軽貨物車・トフツ
ク・ノ T ス

二輪車

船舶 漁船を含み外航船舶を除く

航空機

鉄道

その他 建設機械(ブルドーザ一等)

農業機械(トラクタ一等)
産業機械(フオークリフト)

家庭 大気への排出 塗料 溶剤・原材料等

殺虫剤 住宅用，園芸用

衣類防虫剤

エアゾール製品溶剤

接着剤 合板等用等

水道 トリハロメタン

その他

生活排水 水道 トリハロメタン

洗浄剤 合成洗剤等

その他

固形廃棄物 電池 電極・電解液

照明器異 蛍光灯

その他

中小事業所 中小規模業種 水産養殖業 漁網防汚剤等

職別工事業 塗装工事

燃料小売業 ガソリンスタンド

洗張・染物業 染料

写真業 写真現像

火葬・墓地管理業 火葬場

自動車整備業 塗装

獣医業

医療業 助産所 3 歯科技工所等除く

対象規模未満 各対象業種

その他 バイオマスの燃焼等

-関連する個々の物質について詳しい情報を得られるものではない

.販売された量がすべてその年のうちに使用されるわけでもない

推計

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

。

・推計に必要な情報が十分得られないため，非点源排出源からのすべての排出 3 移動

量の推計値ではない

78 

①各対象物質の用途別全
国使用量(消費)量 ( トン/年 )

②財貨別需要先別全国出
荷額(百万円/年 )

③当該用途における対象
物質の需要割合 ( % )

④各対象物質の用途見IJ需要先
別全国使用量( 消費)量(トン/年)

⑤各対象物質の排出先の
媒体及び排出率(%)

⑥各対象物質の用途別需要先
別媒体別排出・移動量(トン/年)

⑦各用途・需要先に関連し
た市区町村別の指標

⑧各対象物質の地域別用途男IJ需
要先別媒体別排出・移動量(トン/年)

図 6 ・3 ・ 1 トップダウン方式による主要な排出・移動量推計フロー(家庭)

-さらに国全体の情報を地域に分配する際に 3 需要先の配分，排出率の設定，各地域

への配分に仮定設定が必要

・推定に仮定が多く含まれているため，精度が必ずしも高くない

地域リスク評価に用いるには正確さに欠ける

一方非点源排出源からの排出 3 移動を具体的に計上されたデータを用いて積み上げ

ていくボトムアップ方式の場合は，対象化学物質の対象期間内での使用量を地域担当

者が推定することになる.しかしこの方式は地域の担当者にすべてを依存することに

なり，時間とコストがかかる傾向があることから，毎回データを調査することに対し

社会的に許容されにくい 1 9 そのため，ゴルフ場における農薬散布，家庭の水道水など

比較的データが豊富で入手容易な項目についてボトムアップ方式は非常に有効である

が，それ以外の非点源発生源については応用が難しいのが現状である.

6. 3. 2 非点源排出源からの排出量削減のイニシアティプ

PRTR のメリットとして前述したように，点源排出源である事業所にとって，自ら

の排出・移動量の把握と業種全体の排出・移動情報の入手や一般市民とのコミュニケ

ーシヨンにより p 化学物質の使用に関する意識が高まり 3 化学物質の排出と移動の減

少に取り組むイニシアティブになっている.つまり 3 一般市民へのデータ公開によっ

て対象化学物質の排出・移動量 を製造業が削減することが促進されるとの前提で

79 
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Environment 

販売先がほとんど地域内の消費者であるため，単に事業場を点でとらえず 3 地域社

会という面的な側面から化学物質を捉えることができ 3 地域内でのリスク評価を行う

ことができる.そして便益費用分析やリスク評価後 E 代替品への移行や使用量の削減

などの施策を行しり人間に影響のある物質を地域内生活の中に混入するのを防 ぐ こと

ができる.

従来の PRTR の考え方では 3 点源、発生源である事業者にとって，化学物質使用の低

減への自主的取り組みのイニシアテイブがあったが，非点源発生源については，政府

や自治体によるトップダウン方式による推計によるため，環境リスク評価には有効な

ものの，化学物質使用を減らしていこうというイニシアテイブは働きにくかった.し

かし 3 以前は製品の流通・販売時に化学物質としての認識は通常流通側・消費側双方

になかったが，流通業で化学物質を PRTR 的に管理することにより 3 流通業が市民側

と生産者側のコミュニケーションの接点、とになり 3 はじめて相互に認識が深まるもの

と考えられる.また PRTR の結果を公開することで生産者・販売側には有害物質使用

の製品を削減し，また市民側にも環境保全や自分の健康への認識から環境に安全な商

品を購入するイニシアテイブを取りうる可能性がある.環境リスクは生産者側の責任

になることは言うまでもないが，ここでは購入 3 消費の際の行動によって市民が自ら

有害物質を削減することが可能となり 3 消費者側もリスク責任を分担することが望ま

しい.

従来の PRTR は，化学物質の物質収支をもとに，排出・移動を低減することを目的

としていたが 3 流通業に PRTR 制度を導入する場合，対象物質は販売される製品に混

入している化学物質であり 3 製品の化学物質の含有量・状態をチェックし，製品を代

替化することによって化学物質の移動防止を図ることが目的となる.しかし，流通に

おいては化学物質を直接認識することはできず，川上の製造業からの間接的な情報を

得る手段をとることになり， PRTR の変型版としての位置づけができょう.

以上をまとめたものを表 6-3-2 に示す.

PRTR 制度は成り 立 っているのである.

このシステムを非製造部門にまで拡大することは，実施上の問題を生じさせるだけ

でなく 3 対象化学物質の取り扱いを改善・削減する機会を実際にはほとんど持たない

こうした産業部門に対して市民の~J!~，\を集中させることになることが指摘されている

20 非点源排出源は中小事業所を除いて非製造部門に属するが，製品ライフサイクルの

前の製造段階で実施されている汚染防止 3 物質の代替化，廃棄物削減に依存せざるを

えない.卸売業者は必然的に製造元による製品の選択に左右されるのである .

すなわち，非点源排出源に関しては， PRTR 制度によって化学物質を直接削減また

は代替化するイニシアティブを取れるような主体が存在しないのである.非点源排出

源からのデータを取り込むことにより地域環境リスク評価は進むことになるが，環境

リスク低減のために工場 3 事業者が自ら対策に取り組むという PRTR による化学物質

管理の意義が，ここでは薄れてしまうのである.

6. 3. 3 流通業における PRTR による管理

1--2 項の観察をもとに，本項では製品をライフサイクルの視点、からとらえて，図

6・3 ・ 2 のように製造段階よりも排出源に近い流通段階で製品の流れをチェックするよ

うな PRTR システムの意義を考察する.

Large 
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図 6-3-2 製品ライフサイクルから見た流通業の情報把握範囲
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表 6 ・3 ・ 2 従来の PRTR と流通業における PRTR の特徴の比較

従来の PRTR 流通業における PRTR

環境への化学物質の排出を低減人間生活への化学物質の混入を防

する 止する

物質収支による化学物質の排製品に混入した化学物質を流通段

出・移動の推計 階でチェック

個別の事業所，工場 地域社会全体

対象主体内で調査されて得られ製品ライフサイクルにおける川上

た直接的情報 の製造業および川下の消費からの

間接的情報

Environment 
〆

/' 
〆

J 
J 

~ 

一 PRTR の目的
, 

t , 
ーー」『

このシステムでは流通段階の移動発生源を直接に扱うことができ 3 また家庭での製

品使用 3 農薬・殺虫剤の散布に関する製品の使用段階における情報を扱えるなど，非

点源排出源、を広範囲に扱うことができる .さらに製品を使用する顧客，消費者が形成

するところの地域性を把握できるため，推計手順の中で需要先への配分 3 各地域への

配分は流通段階で、実際のデータを使用でき 3 推計における算出仮定を用いる必要がな

くなり，推計精度の向上を図ることができる .また川上の製品原料と川下の製品使用

量の両方の情報を把握しやすく，製品をライフサイクルで追いかけることが可能とな

り 3 推計の対象を拡大することも可能となる .

化学物質のリス 生産者責任
ク責任

コミュニケーションの接点、の場を

提供することで 3 生産者だけでな
く 3 消費者も責任の一端を担う

81 
80 
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いずれも有害化学物質をできるだけ含まないような代替製品に切り替え 3 その情報

を組合員に提供することにより，環境に配慮した商品の取り扱いと普及を進めてきて

流通業における PRTR の有効性

PRTR の概念をコープこうべに導入するとき 3 そ の大きな目的は製品の使用により

化学物質に曝露されることによる消費者の健康への不安を除くことである.

PRTR のデータを有効に活用するためには，事業所内で環境マネジメントシステム

を構築する必要がある.すなわち 3 化学物質排出・移動の点検・把握 3 自主的削減目

標の設定，有害化学物質の目録作成と管理 3 目標達成のための対策立案・実施，エコ

レポートによる成果の報告などを通じて 3 環境マネジメ ントシステムに PRTR の情報

2 4 . 

いる.

6 . 

流通業の扱う製品に付随した PRTR のあり方

前節では流通業における PRTR の意義を考察したが，本節では流通業において実際

に PRTR 制度を導入した場合の取り組みの方向性を検討する .その実験対象として食

品流通業を担っているコープこうべを選定する.とりあげた理由は，コープこうべが

食品工場，配送センタ ー， 店舗を持ち，食品のライフサイクルの中核を担って いるこ

と 3 また食品だけでなく家庭用品，住宅関連や園芸用農薬にも力を入れており，非点、

源排出源の多くを扱うことがで きるからである.

4 6 . 

4. 1 流通業の従来の環境政策の特徴

コープこう べは組合員 (Community) と密接に関連した協同体(Association)で、 あり，

6 . 

を有効に機能させなければならない.

現在の時点では 3 図 6 ・ 4 ・ 1 に示すようにコープこうべのデータ管理システムは商品

の販売額を把握することが可能である. 農薬や殺虫剤などは内分泌撹乱物質を含むと

食品をはじめ種々の商品の大量生産，大量供給が農薬の過剰使用，添加物，

使用の問題を引き起こして い る中で，生協はこの大量生産の枠の中で対抗しつつ 3

り安全で安い商品の生産と消費を目指してきた.また組合員との直接のコミュニケー

保存料の

よ
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考えられ，これらの有害化学物質は少量で

あっても人・動物に対し有害性が高い.

たがって 3 この販売額の集計データはリス

クの指標になりうるのである.

コープこうべ製品に含まれる内分泌撹乱

物質には 3 表 6 - 4 ・ 1 に示すものが推定でき

る.合成洗剤，ラップ，トレーなどに含ま

れる微量の化学物質は，家庭で製品が使用

された後 3 家庭ゴミや排水として全量捨て

られるため，後に内分泌撹乱物質の問題と

なる可能性が高い.またカップめんや壁材，

し

ションの場として果たしてきた協同購入によって 3 組合員の要求を早く正確に把握し

コープこうべはこの 10 年の聞に，組合員が単に消費者であるにとどまらず，環境の

良き保全者たることを巨指すという立場から 3 次の環境問題への取り組みを行ってい
る 21

①環境マネジメントシステムの推進

環境監査を実質的におこなう EMS 推進安全室の設置

一部店舗で I8014001 の認証を取得

てきた . 

• 
• 
• 

コープこうべの現在の集計シス

テムによる農薬・殺虫剤の販売額

図 6-4-1
防虫剤などのように 3 含まれる化学物質が

直接人間に曝露する製品もある . 

• 
• 

コープこうべで扱われる製品中に含まれると推定される内分泌撹乱物質

内分泌撹乱物質 回

表 6-4-1

• 

' "途

発泡スチロール原料

耐熱性，耐水性

スチレントリマ

フタル酸エステル類，アジピン酸エステル類、

ノニルフェノール

ク ロロ ベンゼン類 ， パラジクロロベンゼン

食品工場で取得に向けて取り組みを開始

②事業活動から発生する環境負荷低減

廃棄物削減と再資源化

車両からの環境負荷の低減

環境に配慮した商品開発

③くらしの見直し運動を視点、にした環境保全型社会への取り組み

環境情報の提供

,
E 二
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カップめん

ポリカーボネート製

」品

マイバッグ運動

コープこうべで扱う製品としては，食料品の他に F 洗剤，ラップ，食器や衣料品 3

住宅建材のような多様な非食料品があり，様々な化学物質がこれらの製品に混入され

て い ることが予想される.これまで製品に含まれる有害化学物質に対して以下のよう

な対策を実施してきた. 

• 
• 

化粧品 BHA"，フ タル酸エステル類

抗菌製品 フタル酸エステル類

住宅用殺虫剤，殺菌剤 ケルセン，エンドスルファン ， カルパニル

参考: http //\，"\\・ \\・ . asahi-net. or.jpr xj6t -tkd/endsubst. h tml 他

焼却時ダイオキシンの発生しないポリエチレンラップに切り替え

焼却時ダイオキシンの発生しない包装フィルムに切り替え

• 
• 

83 

有害物質をできるだけ含まない石鹸が主成分の洗剤の製造販売
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フロンガスの よ うに環境に対する影響の大きさが解明され ， 使用禁止にし よ うとい

う化学物質を管理して いくのはそれほど難しいことで はないが ， 環境に散逸して し ま

うと困るけれども便益が大きい物質については 3 管理方法が非常に 難 しい .特に内分

泌撹乱物質はごく微量で体をコン ト ロールしてしまうた め， 従来な ら考えられなかっ

たような低い濃度でも大きな影響が現れ ， し か も多く の化学物質が関連 して複合作用

や相乗作用を引き起こすため 3 化学物質ご と に 安全基準 を定めると い う考え方だけで

は通用し ないと考えるべきであ る .

よって流通の扱 う製品に付随 した PRTR のあ り方に つ いて，以下の点に留意しなが

ら システム化を進めるのが望ま しい .

- 製品毎の販売額・販売量などの集計システムの構築による化学物質排出・移動の点

検・把握と自主的削減目標の設定

・ 有害化学物質ごとのデータの集約化による目録作成と管理

・ 製品中の化学物質成分に関する製造業とのコミュニケーション

・ より環境に配慮した製品を市民に推奨していく ための 3 市民側とのコミュニケーシ

ヨー/

・ 製造業と市民のコミュニケーションの接点、としての流通業の位置づけを図るような

環境情報の開示方法の開発

以上のように， PRTR 制度を流通業において導入することは，従来の工場・事業所

における有害化学物質の PRTR 管理による漏れ落ちを補完できるだけでなく 3 地域に

おける主体間のコミュニケーションを通じて，地域リスク管理が図れる点で重要であ

る.

6. 5 本章のま と め

本章では、第 4 ， 5 章がマクロ物質の循環形成，最小化を扱ったのに対し E そこで

扱えなかったミクロな物質として有害化学物質を対象に 3 工場・事業所が自ら対策に

取り組めるような 3 環境リスクを総体として低減させていくことができる化学物質の

包括的な管理システムとしての PRTR 制度をエンジニアリング・ポリシーのアプロー

チとして扱った.

まず PRTR の成立の背景を述べた後， PRTR の意義として，定量的な目標設定 3 化

学物質のリスク評価やリスク管理 3 地域社会とのリスクコミュニケーションが可能と

なることを指摘した.次に 3 各国で既に導入されて い る PRTR 制度の概要を示し，米

国 TRI を例にその成果を提示 した後， TRI の欠点、として点源排出源のみを取り上げた

こ と による化学物質排出量の過小評価の可能性をとりあげた.

すべての有害化学物質の排出 3 移動量 を把握する た めには 3 点源排出源、だけでな く

非点源排出源からの排出量を把握する必要がある こ とから 3 日本のパイロ ッ ト事業を

例 に ，非点源排出源、からの排出 量の推計方法を提示 し 3 推計に必要な情報が十分得ら

れな い ，推計精度が低い と い っ た 問題点を指摘 した .そこで製品のライフサイクルの
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流通段階において PRTR 的に化学物質を管理することを提案し 3 排出源により近い流

通段階で製品情報をチ ェックし，各地域での原料と使用量の両方をより精度良く把握

できると いう 利点だけでなく，地域環境リスク管理の可能性，市民も 一体となったリ

スク 責任の有利性を示した .

さらに化学物質 をオンサイト で管理するためのシステム構築を考察する際 3 コープ

こうべ を例 にその有効性を検討し 3 製品毎の販売額 ・ 販売量などの集計システムの構

築 3 有害化学物質 ご とのデータ の集約化 に よ る目録作成と管理，製造業と市民のコミ

ュニケーショ ン の接点、 としての流通業の位置づ けを図る よ うな環境情報の開示方法の

開発などの留意点を指摘した.
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第 7 章 産業転換のアプローチの環境パフォーマンスからの解釈

7.1 緒言

本章では ) 4""6 章までの 3P アプローチによるパフォーマンスを情報的側面から捉え

なおす.まず環境マネジメントシステムをはじめとして，環境パフォーマンス評価?環境

パフォーマ ンス指標 3 環境報告の概要を説明する . 現状では環境パフォーマンスおよびそ

の評価指標について共通認識が形成されていないことから，個々の事業所が明確で透明な

評価をおこなうことは，社会全体としても意義あることと認識した上で， 3 P アプローチ

による環境パフォーマンスと環境パフォーマンス指標を明示し 3 それぞれの特徴を明らか

にする.

7.2 環境マネジメントの情報的側面

7.2. 1 環境マネジメントシステムの概要

今日の環境問題の多くが，都市，生活型公害や地球温暖化問題などに見られるように，

通常の事業活動や日常生活による環境への負荷の増大に起因しており，生産，消費のあり

かたを変革していくような構造的な解決が求められている.なかでも事業所の環境保全へ

の取り組みは重要であり 3 リサイクルの促進や処理の容易性などを念頭に置いた製品開発

や，ライフサイクル評価の視点、に立った廃棄物の排出抑制，再利用が試みられている.そ

の手段となるものが環境マネジメントであり 3 それをシステム化して事業所単位で導入す

ることは，循環型経済社会を構築する上で非常に有益なものである.

環境マネジメントをシステム化して実行するときには，図 7・2 ・ 1 の PDCA サイクルに沿

って事業所活動を規定すること にな るにすなわち， 一般には環境に関する方針を樹立し 3

次いで事業所の活動，

製品 3 サービスの環境

への影響を調べ，その

内容を念頭に置いた上

で環境行動の目的，目

標を設定する (Plan) . 

次にそれを実現するた

めに環境担当組織およ

び責任者を設け，権限

を与え，要員も確保す

る (Do). その後，目的，

目標の達成状況に関す

る調査を行い，評価し F

不適合の是正の処置を

検討する (Check) .こ

の結果をもとに必要に

点検及び是正処置
.監視と計測

-記録
.EMS監査

環境方針

計画
・環境側面

・法規その他の要求事項
.目的と目標

・環境マネジメントプログラム

実施と運用
・体制と責任

-研修，意識と能力
.コミュニケーション
.EMS文書

・文書管理
.運用管理

・緊急時への備えと対応

図 7-2-1 環境マネジメントシステムの PDCA サイクル
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応じて環境方針などの見直しがなされる (Action). 

このような継続的な改善をシステム化することによって担保しようとするものが環境マ

ネジメントシステム(Environmental Management System; EMS)である.その中で 3 環

境方針，目的，達成目標およびその他の基準に照らして環境パフォ ーマンス

(Environmental Performance; EP)を評定することにより 3 組織の環境側面の明確化が期

待できる .そして組織が事業の目的に環境パフォーマンスを掲げ，その環境目的をサポー

トする基盤として環境マネジメントが存在する.

7. 2. 2 環境パフォーマンス評価の概要

1S014004 では，環境パフォーマンス (Environmental Performance; EP) を 3 自らの環

境方針，目的および目標に基づいて 3 組織が行う環境側面の管理に関する環境マネジメン

トシステムの測定可能な結果と定義している 2 組織の環境パフォーマンスが経営者によっ

て設定された目標を達成しているか否かを判断するための信用でき，かっ検証しうる情報

を提供する経営内部の継続的なプロセスおよびツールが環境パフォーマンス評価

(Environmental Performance Evaluation; EPE)である. ISO の規格は，人的な組織から

なるマネジメント・システム，生産機械や設備からなるオペレーシヨン・システム，それ

に環境を検討の対象としており，組織の活動による環境負荷を低減させるために 3 組織が

行うべき環境行動とその評価手法についてのガイドラインを与えるものである 3

同様の概念に環境監査(Environmental Audit)があり， いずれも組織の経営者が 3 その環

境パフォーマンスの状態を評価し，必要に応じて改善すべき部分を明確化する際の手助け

となるものである.環境パフォーマンス評価は，パフォーマンスの経時的な推移や現状の

評価に関するデータや情報の収集および評価の継続的なプロセスであるのに対し 3 環境監

査は定められた要求事項に対する適合状況を立証するために定期的に実施されるものであ

る.

環境パフォーマンス評価のプロセスは図 7・2 ・2 に示すように ， EMS と同様 PDCA サイ

クルから成り立っている . 環境パフォーマンス評価の計画(Plan)で、は，まず組織の環境側

面の明確化が必要であるが，

環境マネジメントシステム

の背景状況の中で関発され

る情報であるところの環境

方針 3 目的，達成目標に照

らして環境パフォーマンス

を評定することができる.

そ して，より理解しやすく

かっ有用な形での定量的ま

たは定性的なデータの提示

の手段として 3 環境パフォ

ーマンス指標を選定する.

次の段階がデータおよび

環境パフォーマンス評価( EPE) の計画づくり(PLAN)
EPEのための指標選定

データおよび情報の使用 ( DO)

EPEのレビューと改善 ( CHECK & ACT) 

図 7・2-2 環境パフォーマンス評価のプロセス
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情報の使用 (Do)で，適切な情報源からデータを体系的に収集し，データの分析後，組織の

環境パフォーマンスを表す情報，つまり環境パフォーマンス指標として表現する.こうし

て得られた情報を， 組織の経営管理者により設定される環境パフォーマンス目標，ターゲ

ツト 3 その他の目標とする水準で、あるところの環境パフォーマンス基準(Environmental

Performance Criterion) と比較し 3 環境パフォーマンスの改善もしくは不足の理由を理解

する上での有用な証拠となる結果を得る.そして管理者側の必要性に対する評価やその伝

達に基づいて組織内外の関係者に，組織の環境パフォーマンスに関する有益な情報を提供

する.

最後の段階が環境パフォーマンス評価の見直しと改善(Check & Act)である.環境バフォ

ーマンス評価の改善の機会を見つけるためであり，また管理のパフォーマンスや組織の運

営を改善するための管理活動に寄与することがあり 3 さら に環境の条件に改善をもたらす

可能性がある.

環境パフォーマンス評価を情報と物質の流れに着目すると，図 7・2 ・3 のようになる 4 パ

フォーマンスを測定する対象はマネジメント・システム(Management System) ，オペレー

ション・システム(Operation System)に分類され 3 オペレーション・システムが影響を与

える「環境J，マネジメント・システムが影響を与える利害関係者(Stakeholder) という 概

念が考えられる.

マネジメント・システムは，いわば経営者などの企業の決定組織全般を指すものと考え

られ，利害関係者から受ける情報，オペレーシヨン・システムから得られる情報 3 環境状

況から得られる情報を総合的に分析評価して，オペレーシヨン・システムの運営方法の決

定，利害関係者への情報提供を行う機能を有するものとされている.具体的には 3 会社の

経営，管理体制のことを指す.このマネジメント・システムに対する評価項目には，計画

立案，資源、の配分，作業プロセスの管理?パフォーマンス情報および結果のフ ィ ードバ ッ

ク・評価などのすべての活動お

よび手続きが含まれるとされて

いる.

一方，オペレーション・シス

テムは，製品およびサービスを

生み出すために必要とされる，

プラント・機器および物質・エ

ネルギー収支を設計したり p 操

作することを含むとされており， I 商品サービス 商品，サービス

具体的には実際の製造現場，設

備を指す.

資源，エネルギー投入 排出物排出

匡亘

図 7-2・3 環境パフォーマンス評価における

情報と物質の流れ
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7. 2. 3 環境パフォーマンスにおける指標の役割

組織は，より理解しやすくかっ有用な形での定量的または定性的なデータの提示の手段

として，環境パフォーマンス指標(Environmental Performance Indicator; EPI)を選定す

る.環境パフォーマンス指標は，関連する環境データを，組織の環境パフォーマンスに影

響を及ぼすためのマネジメントの取り組み，組織の操業の環境バフォーマンスまたは環境

状態に関する簡潔で有用な情報に変える一助となる.

環境パフォーマンス指標にはマネジメント・パフォーマンス指標 (Management

Performance Indicator; MPI) とオペレーショナル ・ パフォーマンス指標 (Operational

Performance Indicator; OPI)および環境指標(ECI)の三種類がある .

マネジメント・パフォーマンス指標は，組織の環境パフォーマンス に影響を及ぼすか 3

または及ぼしうる訓練 3 法廷要求事項 F 経営資源、の配分と有効利用，環境コス ト マネジメ

ント，購入，開発製品 3 文書化，または是正処置などの問題の管理における組織の能力お

よび取り組みに関する情報を提供することが望ま しい . そしてマネジメントが行う取り組

みの評価および環境パフォーマンスを改善するための処置を支援することが望ましい .

オペレーショナル ・ パフォーマンス指標は 3 管理経営者に 3 組織のオペレーシヨンに関

する環境パフォーマンスについての情報を供給するものである .

図 7 ・2 ・4 は組織のオペレーシヨンを示したものであるが，多岐にわたる活動，物質的な

設備の生産，特別な

製品の供給3 サービ

スということについ

て，環境パフォーマ

ンスを評価するとき

に，組織は，これら

を考慮しなければな

らない .

一方，環境指標は 3

局部的， 地域的，全

国的および全世界的

な環境の状態に関す

る情報を規定するも

のであり 3 個々の組

織というよりも地域 3

国や国際的な政府機

関や非政府組織など

で展開 3 適用される

ものである.そして

個々の組織は，この

指標とそれに提供さ

れる情報との適合性

を考慮、して， MPI や OPI を決定することもできる.

環境に関する情報の分類軸としては，以下のように分けられる人

①環境を構成する圏域(EnvironmentaI Sphere) 

大気圏，水圏，地圏 3 生物圏，人間活動圏

②環境問題領域(Environmental Problem Area) 

大気汚染 E 水質汚濁 3 地球温暖化，オゾン層破壊など

③現象の地理的スケールからの分類

④環境問題の因果関係の流れからの分類

・ 環境変化による人間活動(HumanActivity) 

. 環境への負荷(Environmental Load) 

. 環境の状態あるいはその変化(State)

・環境変化による社会(人の健康や生活環境)や生態系への影響(Effect)

.環境変化に対する対応(response)

経済協力開発機構(Organization for Economic Cooperation and Development; OECD) 

では，各国の環境パフォーマンス指標を，環境問題領域で分類して 12 の分野に整理し，

これに人口， GDP などの一般的指標群を加えた 13 分野を行方向に配置し，環境問題の因

果関係の流れからの分類で 3 環境への負荷(Pressure) ，環境状態(State) ，環境変化に対す

る対応(Response) を列方向に並べた表形式で ま とめている(表 7・2 ・ 1). 

この表を環境側面の空間的拡がりの視点、からみてみると，環境負荷や環境変化に対する

対応における指標はオンサイトでの環境側面をあらわしたものであるのに対し 3 環境状態

における指標は地域的または広域的な環境側面をあらわしている . 後者の指標は LCA の

イ ンパク ト 分析(Impact Analysis)で得られる よ うな情報をもとにしており，個々の組織で

得られる情報の範囲のものではない .

そこで本章では， この中で組織がオンサイ ト で扱えるような指標，すなわち個々の組織

のオペレーション・システム 3 マネジメン ト ・システムで得られる指標を対象にする .

また環境パフォーマンス指標は，表 7 -2 ・2 に示す よ うに 2 つの主要なグループに分類す

ることができる . すなわち環境目的によって 3 固定的な測定尺度をもとに設定される絶対

的指標の場合と 3 二次的な測定値と結合して設定される相対的指標の場合の二つのタイプ

に分けられる.絶対的指標は，組織の総資源使用量と環境との影響を示すために用いられ，

時点閣の効率性の改善をモニターしたり，組織内での施設や活動間の効率性の比較をする

のに使われる .
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図 7 -2-4 組織のオペレーション
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表 7・2-1 OECD 環境パフォーマンス指標の体系 (OECD ， 1994) 
環境問題 負荷(Pressure) 状態(State) 対応(Response)

気候変動 -温室効果ガス排出指標 - 温室効果ガス大気中濃度 エネルギー効果
C02 排出量 - 地球平均気温 エネルギー集約度

オゾン層破壊 オソン層破壊物質消費指 -オゾン層破壊物質大気中
-経済的，財政的手段
CFC 回収率

標 濃度

CFC およびハロン消費 -地表の L・Y-B 放射量
豆Z

富栄養化 水圏および土壌への窒 BOD , DO ，窒素，リン 生物的，化学的処理による下
素，リン排出量(栄養塩 濃度(内水面，海域) 水処理普及率(人口ベース)
のバランス) 排水処理料金

-肥料の消費および家畜に 無リン洗剤の市場占有率
よる窒素排出，リン排出

酸性化 -酸性化物質排出指標 -水圏および土壌における 自動車触媒装置装着率
SOX , NOX 排出量 臨界負荷量 固定発生源脱硫・脱硝装置の

-酸性降下物の濃度 能力
有害物質汚染 重金属排出量 -重金属・有機化合物の環 -製品，生産工程における有害

有機化合物排出量 境媒体中・生物中濃度 物質含有量変化
農薬消費量 -河川の重金属濃度 無鉛ガソリンの市場占有率

都市環境質 -都市域の SOX ， NOX , -大気汚染，騒音曝露人口 緑地の広さ
VOC 排出量 -都市域の水質 -経済的，財政的，規制的手段
交通量(都市，全国) -水処理，騒音対策支出
都市化度

生物多様性と 自然の状態からの生息地 絶滅あるいはそのおそれ -生態系タイプ別の自然保護
景観 の変化や土地利用変化 のある種の前既知種数に 区域面積の全国土面積に対

対する割合 する割合
廃棄物 -廃棄物発生量 ごみ減量化努力

一般廃棄物 ごみのリサイクル率
産業廃棄物 - 経済的，財政的手段
核廃棄物
有害廃棄物

水資源 水資源利用強度 -渇水頻度 2 期間，程度 上水道》下水道料金
森林資源 生産容量に対する実際の -森林の面積，蓄積量 3 構 -森林の管理および保護

伐採量 三I昌Eコ三

水産資源 漁獲量 - 産卵する魚の資源量 資源量割当てに関する規制
土壌劣化 侵食リスク:農用地とし 表土流失の程度 -再生面積
(砂漠化・侵 ての潜在的，実際利用量
食) 土地利用変化
特定の問題に 人口増加率，密度 環境保全支出
限定されない GDP 成長率 公害防止支出
一般的な指標 個人最終消費支出 -環境問題に対する世論

工業生産高

-エネルギー供給構造
道路交通量

自動車保有率
農業生産高

表 7・2 ・2 環境パフォーマンス指標のタイプ

指標のタイプ定義 特徴

絶対的指標

相対的指標

固定的な測定尺度をもとに設定され 質量や体積などの物理的な指標
る指標

二次的な測定値と結合して設定され 生産単位あたりの効率性を示す指標
る指標 時間的な傾向を示す指標
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7. 2. 4 環境報告

組織が事業の目的に環境パフォーマンスを掲げ，その環境目的をサポートする基盤とな

る環境マネジメントシステムを展開する場合には 3 だれに環境報告をし p どのように情報

が報告されるかを明確にすることが必要となる.

表 7-2-3 利害関係者別の環境報告6

利害関係者 典型的な関心事 環境事項 主要報告手段

従業員 職の確保 環境ビジョンと目標 年次報告書

安全 環境達成状況 環境報告書

賃金 2 福利厚生 提示用ポスター
組織内での尊厳 最高経営責任者からのビデオ

-従業員ニュース(企業・部門・工場)

投資関係者 財務パフォーマン リスクマネジメント -年次報告書

ス 改善の財務的効果 -環境報告書
債務についての完 四半期ニュース

全な報告 財務メディアでのインタビュー

将来の債務の回避 概況報告

マスコミ発表

融資者 -環境責任の承継 リスクマネジメント 年次報告書
適切な環境マネジメ -環境報告書

ント 財務メディアでのインタビュー

マスコミ発表

供給業者と 製品品質 安全かっ環境へ配慮、 広告宣伝

顧客 製品原価 した製品供給の誓約 製品説明書，ラベル

製品安全性 顧客の安全と環境関 -販売文書

-製造物責任 心事への支援 消費者ニュース

選択される供給業者 フリーダイヤル

であること -主要供給業者へのレター

購買での目標 -概況報告

地域社会 汚染(健康影響) 汚染削減努力 工場見学

組織の活動につて 信頼できる廃棄物マ 近隣ニユース・報告
の知識と理解 ネジメント 広報局

土地利用(地域エ 敏感なもしくは関心 ビジターセンター

ゴ) の高い近隣住民 マスコミ発表

タスクチーム，諮問委員会

政府 -法規制遵守 信頼にたる組織 法令にもとづく報告(公表事項)

-特定事項の賛否 法令にもとづく報告(秘密事項)
個別対応

公式見解
-業界団体活動

業界団体 行動綱領の遵守 業界への最善行動指 年次報告書

公共情報 童十への誓約 -環境報告書
業界団体への報告書

環境団体 事業所，地域社会の 目標一継続的改善の 年次報告書
情報 誓約 環境報告書
生態系存続可能性 改善に向けての協働 -法令にもとづ く報告(公表情報)

廃棄物撤廃 への関心 -地域社会の欄参照

地球温暖化 パフォーマンス改善

オゾン層の破壊
土地利用

メずィア 地域社会，環境団体 汚染削減努力 マスコミ発表

と投資関係者の欄 成功事例 工場見学，オープンハウス
ゑ~支，日、召、、 広告宣伝
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環境パフォーマンスの情報に関心のある利害関係者(Stakeholder)には様々なタイプが

あり 3 事業所の従業員 3 投資関係者，融資者，政府，地域社会 p 供給業者 3 顧客 ・ 消費者，

その他の利用者に分けられる.表 7-2 ・3 に様々な利害関係者に対するコミュニケーシヨン
方法の例を示す.

上表のように 3 利害関係者によって組織の環境パフォーマンスの情報への関心が相違す

ることにより 3 組織の利害関係者への手段も異なってくる.この組織への利害関係者の関

心は 3 両者の間の空間的関係によって図 7・2 ・5 のように分類、できる.すなわち 3 空間的関

係はオンサイト (On Site) ，地域(Regional) ，社会(Societal)の 3 つに区分される，オンサイ

トの空間では 3 従業員をはじめとして，投資関係者 3 融資者等が利害関係者となり 3 地域
的レベルでは供給業者，顧客やそ

れを含めた地域社会が利害関係者

となる.社会的空間レベルでは 3

政府をはじめとして，業界団体 3

そしてそれぞれの間で異なる情報

が伝達・報告されることになる .

次節では，利害関係者の 3 つの

空間的側面を軸に，第 4---6 章の

環境パフォーマンス結果の情報を

分類、し，環境負荷の最小化をめざ

した指標を提案し，その特徴を考

察する.

、、、

、、

、、、
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図 7-2-5 組織と利害関係者との空間的関係
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7. 3 3 P アプローチにおける環境パフォーマンスからの解析

前節で詳細に環境パフォーマンスや指標の概要について述べてきたが 3 現状では環境バ
フォーマンスおよびその評価指標について共通認識が形成されていないことから，その事

業者が設定した指標および評価基準の適正さや水準の判断 F 同業他社との相対的な比較な
どが困難な状況にあることが指摘されているにまた環境パフォーマンス指標選定のための

アプローチにはいくつかの方法があるが 3 特に首尾一貫した確立された方法はなく，どの
ようなアプローチを採用するかは事業所の裁量となっている 8

よって 3 個々の事業所が明確で透明な環境評価をおとなうことは，社会全体としても意
義あることと考えられる .そこで，本論文の第 4---6 章で得られた環境パフォーマンスを
整理し，そこから環境パフォーマンス指標を選定し，その特徴について考察をおこなう.

7. 3. 1 3P アプローチの研究成果のまとめ

第 4---6 章で 3 技術的側面からの 3P アプローチによる環境負荷の定量的評価を中心と
して，環境マネジメントのあり方を考察した.まずこれらの研究の成果をまとめて表 7-:3 ・ 1
に示す.
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表 7・3-1 3 P アプローチの研究成果のまとめ

第 4 草 第 5 章 第 6 章
アプローチ プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング-ポ リ シ

一・アプローチ

対象主体の空間 オンサイトとしての工場 地域としての都市 地域を視野に入れたオンサ

軸 イトの流通システム

環 オンサイト -有害化学物質による労

境 働者の曝露リスク

但リ 地域レベル . ~OX 排出に伴う大気汚 -都市と農村の有機物循環 -製品に含有する有害化学
面 染，酸性化 のバランス崩壊 物質の環境への排出・移動

. COD 排出に伴う水質汚 -栄養塩の循環崩壊によ る による人の健康や地域環
濁 都市のT\，P リッチ化 境リスク

-固形廃棄物排出に伴う -化学肥料，農薬使用による
土境汚染 食品の安全性問題

地球レベル -資材・エネルギー消費に -有機系廃棄物の焼却によ

よる CO。排出に伴う地 る CO。排出に伴う地球温
球温暖イじ 暖化

対象物質 マクロ物質 (C02 ， NOx , マクロ物質(有機物) ミクロ物質(有害化学物質)
COD，廃棄物)

環境方針 環境影響の最小化 有機系廃棄物の処分量の最 人の健康と環境へのリスク
小イじ の最小化

環境目的 -省エネ，省資材 -有機物の質を考慮、したリ 製品に含まれる有害化学物

-労働衛生向上 サイクル 質の代替化，最小化
-地域・地球環境向上 -地域内における有機物の

循環形成

環境負荷低減の クリーナー ・ プロダクショ 転換技術の導入，組み合わせ PRTR 概念、を用いた有害佑

ための施策 ノ 学物質の管理

環境負荷定量化 LCA MFA , LCA MFA の考え方をミクロ物質

の道具 に応用

環 技術的側 -副産物を発生しない資 -有機物の自然循環を利用 - 流通業における有害化学

境 面 源の選択 した飼料化・堆肥化 物質の管理
効 -資源再利用のためのク -有機物の熱エネルギ一利 -品目別供給額集計システ

果 ローズド・ループ・リサ 用したメタン発酵 ムの構築

の イクリ jレ -燃料電池によるコジェネ -有害物質をできるだけ含
あ -省エネルギー レーシヨン まない商品の選択

る 組織的・社 - 各セクタ一間の流通連携， -製造業者，流通業者，消費
旦 会的側面 副産物連携，情報連携 者の聞のリスク・コミュニ
体 -関連セ クターとの産業ク ケーションと共同責任
的 ラスター形成
手 -集約的な産業立地政策
法
利害関係者 個々の主体(オンサイト) セクタ一間の相互関係 市民，政府等社会全体を含む

(情報的側面) (地域レベル) (社会レベル)

第 4 章は，オンサイトの工場を対象にした 3 工場からの排気，排水，または汚泥などの

固形廃棄物排出の最小化を目的とした，マクロ物質による環境影響の低減へのプロセス・

アプローチである .省エネ・省資材や労働衛生向上だけでなく，地域・地球環境向上を目

的に 3 クリーナー・プロダクシヨンに関連した施策の環境負荷低減の効果を LCA で評価

した.その結果，副産物を発生しない資源の選択，資源再利用のためのクローズド・ルー

プ ・リサイ クルなどのアプローチが効果があることがわかった.

第 5 章は，地域としての都市を対象に 3 生産~消費の食品ライフサイクルで排出される

有機系副産物をマクロ物質として，処分最小化とリサイクル化をおこなうプロダクト・ア

プローチである .地域内における有機物の質を考慮、した循環形成を目的に，転換技術の導
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入と組み合わせを提案 し 3 その効果を LCA で評価した.その結果 3 有機物のもつ自然循

環を利用した飼料化・堆肥化 3 有機物のもつ熱エネルギーを利用したメタン発酵などを組

み合わせた技術的手法に効果がみとめられた.また産業クラスター形成も視野に入れた各
セクタ一間の連携など組織的側面の手法も考察できた.

第 6 章は 3 地域を視野に入れたオンサイトの流通システムを対象に 3 ミクロ物質である

有害化学物質による人の健康や環境へのリスクの最小化を図るエンジニアリング・ポリシ

ー・アプローチである.流通業において製品に含まれる有害物質の代替化・最小化を目的

に， PRTR 的概念を用いた化学物質管理を提案し 3 その意義を考察した.その結果，製品

毎の販売額集計システム構築による環境リスクの指標化が可能となり，一方で有害物質を
できるだけ含まない商品を選択する行動が技術的側面から導かれた.また組織的側面から

は製造業と消費者のコミュニケーシヨンの接点、としての流通業の位置づけが可能となった.

7. 3. 2 3P アプローチの環境パフォーマンスの体系

本項では，第 4"'6 章で得られた環境パフォーマンスに関する有益な情報について整理

し記述する.そのとき環境マネジメントシステムで設定される環境方針を目的および目標

に結合させることにより，事業所がいかにうまく方針を行動や成果に置き換えているかに

ついて外部評価が容易であり，またその結合関係がフォローしやすいとき環境問題への取

り組みに関する事業所への印象も大きい.表 7・3 ・2 に環境方針，それと関連した目的およ

び目標，そしてそれらに対して報告されるべき環境パフォーマンスの情報を示す.

その環境パフォーマンスについては，技術的側面だけでなく 3 組織的・社会的側面とし
て利害関係者とのコミュニケーシヨンに焦点を当てながら記述した.

まず技術的側面からの環境パフォーマンスでは，プロセス・アプローチにおける工場の

オンサイトの情報，プロダクト・アプローチにおける都市一農村部における地域内有機物

循環に関する情報 3 エンジニアリング・ポリシー・アプローチではオンサイトから地域レ

ベルの情報について記述することができた.すなわち，各アプローチが持つ対象主体の空
間軸に沿った環境パフォーマンスを得ることができた.

一方，組織的・社会的側面からの環境パフォーマンスでは 3 プロセス・アプローチにお

ける個々の主体間での製品に関する情報，プロダクト・アプローチにおける地域内セクタ

ー聞の連携を図るような情報，エンジニアリング・ポリシー・アプローチでは市民，流通

業，製造業との聞のコミュニケーシヨンを図るような社会的拡がりをもった情報について
記述することができた.すなわち，それぞれのアプローチにおいて情報を報告すべき利害

関係者との閣の空間的スケールに応じた環境パフォーマンスを得ることができた.
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3P アプロ

ーチ

プロセス ・

アプローチ

プロダク

ト・アプロ

ーチ

エンジニア

リング・ポ

リシー・ア

プローチ

表 7-3 ・2 3P アプローチの環境パフォーマ ン ス情報

環境方針 環境目的・目標 環境パフ ォーマンスの情報

操業 時の資材使用 プロセスでの資材 クリ ーニ ング装置の設置に よ り，クロ ーズド ・ ル
の最小化 使用量低減 ープ・ リサイ クルによ る再使用が可能となった .

操業時のエネルギ プロセスでのエネ パッ チ式の新型焼鈍炉設置に よ り ， 省エネが可能

一使用の最小化 ルギー使用量低減 となった.

操業に伴 う 労働衛 有害物質によ る労 銅め っ き液を シ ア ン→ ピ ロ リン酸に変更する こ と

生の向上 働者の曝露リスク により，有害化学物質の回避を実現. 副産物と し

低減 てのシアン汚泥発生も 回避でき 3 汚泥の処理処分
の必要がな く なった.

圧延油を牛脂→エステル系油に変更 し ， 作業性は

良くな っ たが 3 廃油の増加によ り環境負荷は増加 .

クローズ ド ・ ループ・ リ サイクルが必要.

環境方針，環境活動 資材を提供する供 環境方針，目的，目標などの情報提供によ り ， 供

やパフォーマンス 給業者への環境報 給業者から資材に関するライフサイク ルデータを
についての利害関 止Eとコ 円滑に入手，把握が可能.

係者とのコミュニ
ケーション

有機系副産物の自 有機系副産物のリ 食品加工工場から発生する有機系副産物の飼料化

然循環形成 サイクル率向上 で達成.

店舗からの加工クズを回収し，コンポス ト セ ンタ
ーで堆肥化することにより達成.

有機系副産物の熱 エネルギー効率向 食品加工工場で発生した汚泥のメタン発酵，そこ
エネルギ一利用 上 から得られるメタンガスを燃料電池に投入するよ

うな，コジェネレーションを利用することで達成
可能.

店舗，配送センターで発生する可燃ごみの回収と

RDF 化，エネルギーとして再利用するシステムを

つくることにより達成が可能.

関連廃棄物の有効 エネルギー効率向 家庭ごみの回収と RDF 化，エネルギーとして再利
利用 上 用するシステムをつくることにより達成が可能.

下水汚泥のメタン発酵，そこから得られるエネル

ギーを燃料電池によりコジェネレーションするシ

ステムをつくることにより達成が可能.

環境方針，環境活動 有機系廃棄物の再 環境方針，目的，目標などの情報提供により，有
やパフォーマンス 利用を可能とする 機系廃棄物の再利用を可能とするセクターとの連

についての利害関 セクターに対する 携が可能.
係者とのコミュニ 環境報告

ケーション

有害化学物質を含 PRTR 概念を用い 有害物質を含む製品ごとの販売量集計システムの
む製品の代替化，最 た有害化学物質管 構築により，改善に必要なデータ収集が可能.

小化 理
環境方針，環境活動 商品を提供する供 環境方針，目的，目標などの情報提供により，供

やパフォーマンス 給業者への環境レ 給業者から商品に関する有害化学物質の成分デー
についての利害関 ポートの作成，報 タを入手，把握が可能.

係者とのコミュニ 止口と

ケーション 商品の有害化学物 安全な商品，無農薬・堆肥使用の農産物などに向

質の管理情報を消 げた活動を消費者に報告することによる，消費者

費者に伝えるため のグリーン購入の促進が可能.
の環境報告
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7.3.33Pアプローチの環境パフォーマンスの指標の選定

この環境パフォーマンスの情報をもとに，さらに簡潔で有効な情報に変える環境バフォ

ーマンス指標について考察する.環境パフォーマンス指標には環境目的との首尾一貫性 3

利害関係者の情報要求への対応，利害関係者にとっての理解可能性の 3 つの特質がある 9

が 3 ここではそのうち環境目的との首尾一貫性 3 利害関係者の情報要求への対応の 2 つに

重点をおく.

まずオペレーショナル・パフォーマンス指標を取り上げ 3 それぞれの指標の伝達先を考

慮した選定を行うと，表 7 ・3 ・3 のように記述できる.組織の環境パフォーマンスのj情報へ

の関心は 3 利害関係者によって相違することから 3 それぞれのアプローチに関わる利害関

係者との空間的関係に沿った指標が得られていることが，この結果から明示できた.

表 7・3・4 3P アプローチのマネジメント・パフォーマンス指標

・ 達成された環境目的および達成環境目標の数

・ 環境改善プロジェクトの投資利益
・ 資材使用の低減，汚染防止または廃棄物リサイクルを通じて達成される節減

・ 規制への適合の程度

・ 環境評価プログラムまたは地域社会のために提供された資料の数

・ 利害関係者への環境報告書の有無

製品単位あたりに使用した材料の数量

製品単位あたりの使用エネルギー量
製品の生産量 3 欠陥製品の割合
単位製品あたりまたは年あたりの廃棄物発生量
廃棄物処分方法と処分量

代替材料により除去した危険廃棄物の量
大気，水域へ排出された物質の年間量

年間に使用した材料の数量

年間の使用エネルギー量

リサイクル材，再生エネルギーの使用量，使用率

年あたりの廃棄物発生量

燃料使用量
廃棄物処分方法と処分量

材料の有害化学物質の成分と量
有害化学物質混入のおそれのある製品の販売額

製品に含まれる有害化学物質の量 3 危険度
有害化学物質の排出・移動量

以上から，マネジメント・パフォーマンス指標の選定については，一般的手法を比較的

構築しやすいことが予測される.

一方，オペレーシヨナル・パフォーマンスの選定については F 事業所の特徴，規模，配

置 3 利害関係者との関係などによって，様々な手法が考えられ，その一般化は容易ではな

い.特に 3 指標の伝達先との間が地域的 3 社会的レベルにあるとき，製品のライフサイク
ルの視点、からのデータを収集しなければ表現できない指標が多くあらわされている.だか
ら，組織単独でデータを収集する努力だけでは難しく 3 地域社会や政府で規定するところ

の制度や法律を利用することが必要になってくる.

例えば，廃棄物の処分方法と処分量の指標を数値化するためには，事業所は自ら排出さ

れる廃棄物の最終処分までの過程の情報を知る必要がある.そのとき，すべての産業廃棄
物の管理票の組織への交付の義務づけをおこなうマニフェスト制度を利用することによっ

て，製品の廃棄物管理に関する情報を得ることができょう.この制度ははじめミクロの有
害物質を対象にしていたが，最近はマクロ物質にも拡大された.この施策によりマクロ物
質の排出最小化を図れるとともに，リサイクルによる最小化も図れるところに意義がある.

またミクロ物質に関しては 3対象物質が多い上に少量でも環境に影響をおよぼすために 2
今まで有効な管理がなされていなかったが，有害化学物質排出移動登録(PRTR)が制度化さ

れることにより，有害物質の使用後の環境への排出 ・ 移動量の情報を予測できるところに

大きな意義があるといえよう .

表 7-3 ・ 3 3P アプローチのオペレーショナル・パフォーマンス指標

3P アプローチ 指標の伝達先と オペレーショナル・パフォーマンス指標

の聞の空間スケ

ール

プロセス・アプロ オンサイト

ーチ

地域的レベル

プロダクト・アプ地域的レベル
ローチ

エンジニアリンオンサイト

グ-ポリシー・ア

チロプ 社会的レベル 7.4 本章のま と め

本章では， 4---6 章までの 3P アプローチによるパフォーマンスを情報的側面から捉え

なおし 3 環境パフォーマンスやその指標を提示した.
まず環境マネジメントシステムをはじめとして環境パフォーマンス?環境パフォーマン

ス指標，環境報告について概要を述べた.特に環境パフォーマンス指標において，マネジ

メント・パフォーマンス指標とオペレーシヨナル・パフォーマンス指標を具体的に説明し
た.また環境パフォーマンス指標にはいろいろな分類軸があり， OECD による環境パフォ
ーマンス指標の体系を示した . さらに環境報告の形態について 3 利害関係者による情報の
コミュニケーシヨンの空間的関係から，オンサイト，地域レベル，社会レベルの 3 つに分

類、した.

以上をもとに， 3 P アプローチの研究結果をまとめ 3 それらの環境パフォーマンスを提
示した . そしてその指標化をおこない 3 マネジメント・パフォーマンス指標とオベレーシ

次にマネジメント・パフォーマンス指標について 3 各アプローチにふさわしい代表的な

環境パフォーマンス指標を提案する.その選定の手法として，システムの改善向上へのア

プローチ，規則・自主的取り組みに関するアプローチ，費用対効果のような比較アプロー

チ E ライフサイクルの観点からのアプローチなど指摘されている 10が，そこから得られる

代表的な指標を表 7 ・ 3-4 に示す.この結果からは，各技術的アプローチに共通するところ

の，環境マネジメントシステムの構築に適用可能な指標が得られることが明らかになった.
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ョナル・パフォーマンス指標をそれぞれ選定した.

その結果 3 オペレーショナル・パフォーマンス指標は p 環境組織と利害関係者との間の

空間的関係に沿った指標を提示することができた.一方，マネジメント・パフォーマンス

指標の選定においては 3 それぞれの事業所の特徴にかかわらず，環境マネジメントシステ

ムの構築に適用可能な共通した指標を提示することができた.
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第 8 章結論と今後の課題

本論文は，持続可能な産業社会への構造転換を目的に，技術的側面からの①プロセス・

アプローチ p ②プロダクト・アプローチ，③エンジニアリング・ポリシー・アプローチの

3 つのアプローチによる環境負荷の定量化と，そこから得られる情報的側面としての環境

パフォーマンスとその指標化を通じて，事業所における環境マネジメントのあり方を考察

したものである.

本章では，本論文を総括するにあたり，結論と今後の課題について整理した.

8. 1 総括と結論

第 l 章では，今日の環境問題に対して持続可能な発展が唱えられてきた背景を指摘し，

循環を基調とする産業社会への転換をめざして，事業所の環境負荷低減への取り組みを研

究の目的として提示するとともに，本論文の構成を示した.

第 2 章では 3 まず産業社会と環境とを結びつけるシステムに関する概念の中で p 持続可

能な発展に最も適切な方法と判断される 3 産業エコロジーと循環複合体のアプローチを示

した.さらに物質の視点、から得られる物質フロー，物質収支 3 物質代謝の概念をもとに 3

産業社会が川上の生産・流通 3 川中の消費，川下の廃棄物処理の三つの大きな主体からな

ることを示し 3 それぞれの主体が相互提案 3 情報提供などの形で連携し，循環型社会をつ

くる必要性を述べた.物質の排出の量の規模で見たマクロからミクロまでの物質スペクト

ルを示したあと，マクロ物質による環境影響の最小化に関する一般的アプローチを示し 3

循環形成または排出量の削減・処理の重要性を示した.またミクロ物質による環境影響の

最小化の一般的アプローチを示し，移動管理を伴う排出最小化と無害化の重要性を示した.

第 3 章では，まず産業社会の転換のアプローチとして，技術的，経済的，制度的手法を

提示した.その中で，プロセス，製品などの環境適合性を議論するとき技術的側面が最初

に取り上げられるべき側面であることから 3 技術的手法を①プロセス・アプローチ，②プ

ロダクト・アプローチ p ③エンジニアリング・ポリシー・アプローチの 3P アプローチに

分類して提示した.同時に，異なる主体を巻き込み連携し，取り組みを実施するための事

業活動に伴う環境負荷定量化の評価手法としてライフサイクルアセスメント，マテリアル

フロー分析や有害物質管理のための排出移動量算出のための手法の概要を説明した.さら

に環境負荷評価手法の関連性を環境資源勘定と物質に着目して 3 本論文における評価手法

の位置づけを示した.

第 4 章では①プロセス・アプローチを取り上げ 3 素材加工のプロセスを持つ工場を対象

に，様々な目的の改善事例の事後評価として， LCA を用いて環境負荷の定量化を試み，改

善前後の比較評価をおこなった.インベントリ一分析の結果，資材使用量の低減を目的と

したクローズド・ループ・リサイクルや，資材の代替を図ることにより副産物発生や有害

残余物の回避を図ることが有効なことが分かった.またインパクト分析の結果 3 省エネの

効果の大きいことも明らかにした.この事後評価をもとに 3 プロセスのオペレーシヨンの

改善に向けた設備投資を行う際の事前評価のために，資源の視点、から改善事例をカテゴリ

一分けし，資源、の再利用 3 副産物を発生しない資源の選択を優先的に図ることを指摘した.
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また素材加工のプロセスをもっ工場で環境負荷を低減する留意点として 3 具体的に実際の

活動を測定 ・ モニタリングすることの重要性を示した .

第 5 章では②プロダクト ・ アプローチを取り上げ 3 食品 を対象に製品連鎖アプローチの

研究を行った .まず都市部人口約 130 万規模の食品の生産 ・ 消費システムとそれに携わ る

フ ードチ ェ イ ンのセ クタ ーを対象に，現状のマテ リ アルフローを解析 し 3 それぞ、れのエネ

ルギー投入量と副産物量を把握 した . 第二に工業化された食品の生産 ・ 消費システムでの

エネルギー消費や有機副産物に起因する環境負荷削減を図 る た め 3 コ ンポスト， RDF 発電 ，

メ タン発酵装置 を伴 っ た燃料電池な どの資源転換装置を組み入れた循環志向のフードシス

テム をデザイ ンし 3 その導入効果を LCA により評価した.第三に 3 フードシステムの関

連廃棄物のリサイクルおよび既存施設利用を図ることによって，フードシステム拡張によ

る環境負荷削減の潜在的効果を調査した.フードシステムのマテリアルフロー解析結果で

は，店舗および直営の食品工場に加えて加工食品の供給チェインでのエネルギー投入量が

大 き く ，また食品工場のみならず一次産品加工に伴う有機副産物の発生が顕著となった .

LCA の結果では 3 環境負荷削減の量的な寄与としてはコンポストによる化学肥料削減に伴

う回避インパクトや流通系可燃副産物 RDF 発電による削減効果が大きく，また燃料電池

については直営工場および関連加工工場系の汚泥からの回収メタンガスの導入による効果

が顕著となった.しかし店舗のエネルギー需要側にかなりの余裕があるため，さらに多 く

の周辺有機副産物の再資源化を検討した結果，フードシステムを拡張することによる環境

効率の大幅な改善が図られる可能性があることがわかった.

第 6 章では 3 第 4 ， 5 章がマクロ物質の循環形成 3 排出量削減を目的としたのに対し 3

ミ クロな物質としての有害化学物質を扱い，工場 ・ 事業所が自ら対策に取り組めるような，

環境リスクを総体として低減させてい くことができる化学物質の包括的な管理システムと

しての PRTR 制度を③エンジニアリング・ポリシー・アプローチとして取り上げた.各国

で既に導入されてい る PRTR 制度の概要を示し，米国 TRI を例にその成果を提示した後，

TRI の欠点として点源排出源のみを取り上げたことによる化学物質排出量の過小評価の可

能性をとりあげた.すべての有害化学物質の排出，移動量を把握するためには，点源排出

源だけでなく非点源排出源からの排出量を把握する必要があることから 3 まず日本のパイ

ロ ッ ト事業を例に，非点源排出源からの排出量の推計に必要な情報が十分得られない，推

計精度が低い といった問題点を指摘した.そして製品のライフサイクルの流通段階におい

て PRTR 的に化学物質を管理することを提案し 3 排出源により近い流通段階で製品情報を

チェックし 3 各地域での原料と使用量の両方をより精度良く把握できるという利点だけで

な く ， 製造側と市民側とのコミュニケーションの接点、 としての流通業の位置づけと，地域

環境リスク管理の可能性を示 した.さらに流通業で、扱う製品に付随した PRTR のあり方を

検討し 3 製品毎の販売額・販売量などの集計システムの構築，有害化学物質ごとのデータ

の集約化に よる 目録作成と管理などの留意点を指摘した.

第 7 章では，技術的側面からのアプローチで得られたパフォーマンスを情報的側面から

捉えなおした.ま ず環境マネジメ ン トシステムをはじめとして環境パフォーマンス，環境

バ フ ォーマンス指標 3 環境報告に ついて概要を述べた.その上で 3P アプローチの研究成

果を整理し，得られた環境パフ ォ ーマ ンスを提示 し，その指標化をおこなった.その結果，
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オペ レーシ ヨナル ・ パフォーマンス指標は，環境組織と利害関係者との閣の空間的関係に

沿った指標と いう特徴をもち 3 マネジメント ・ パフォーマンス指標は，それぞれの事業所

の特徴にかかわ らず 3 環境マネジメン ト システムの構築に適用可能な共通した指標という

特徴を指摘し た .

以上 p 本論文の結論として 3 事業所の環境マネジメントにおいて 3 技術的側面の 3P ア

プローチをもと に ， マ クロ物質の循環形成 3 排出最小化，ミクロ物質の代替による無害化

を図 ること に よって， 事業所活動に伴う環境負荷の低減の効果を明らかにした . また情報

的側面からその効果を環境バフォーマ ンス として捉え 3 環境マネジメントシステムの構築
の際に，環境方針， 環境目的や環境目標に合致 した F 環境パフォーマンス指標を選定し 3

その特徴を提示することができた.

8. 2 今後の課題

本論文では， 産業社会を持続可能な構造に転換することを背景に ，技術的側面 と情報的

側面からのアプローチによって，事業所の環境マネジメントのあ り 方を考察した. 今後の

課題を以下に示す.

- 技術的側面での LCA の結果をもと に ，社会システム的枠組みでマ ク ロ的 に どう援用す

るかの社会的側面を考察する.

・ 情報的側面での環境バフォーマンスの指標化をもとに，その指標を用い た実際の評価を

おこない，課題や問題点を抽出する.

• LCA のインパクト分析において，マクロ物質の環境への排出による環境影響のみを取
り上げるのではな く ，ミクロ物質の有害性も考慮、 して重み付け評価をおこない 3 環境マ

ネジメント構築に向けた物質の総合的な環境影響評価を実施する.
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